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要旨 
 

本研究では，核燃料サイクル開発機構の再処理工場から発生するアスファ

ルト固化体，プラスチック固化体及びＲＯＢＥ固化体について，余裕深度

処分への適合性を検討した。 

検討では，まず，対象廃棄体の性状について整理し，安全評価に係るＦ

ＥＰ(Features, Events and Processes)を見直した。次に，地下水移行シ

ナリオについて感度解析を行い，線量に対して感度の高いパラメータにつ

いて，目標線量を下回るための人工バリアおよび天然バリアに関する十分

条件を明らかにした。さらに，感度解析の結果及びＦＥＰ辞書を利用して

安全評価上重要となる事象を抽出した。 

また，対象廃棄体中に含まれる硝酸およびほう素の化学物質としての環境

への影響について文献調査を行い，処分場からの化学物質の移行量を予備

的な解析により評価し，処分適合性を検討した。 

最後に，上記検討を踏まえ，対象廃棄体を浅地中処分可能とするために必

要な今後の研究計画を策定した。今後はこれらの研究計画を実施する必要

がある。また，性能評価の観点のみではなく，経済性の観点等からの検討

も重要であると考えられる。 
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Abstract 
 

In this report, feasibility studies for mid-depth disposal of wastes 
solidified by asphalt, plastic and ROBE which are generated from 
JNC’s Tokai reprocessing plant were carried out. 

In this study, at first, the characteristics of those wastes were 
summarized. And FEPs (Features, Events and Processes) regarding 
safety assessment for mid-depth disposal system were reviewed. 

Next, stochastic simulations were conducted to clarify the enough 
conditions in system specification for achieving a target which is well 
below the dose criteria for groundwater scenarios. Furthermore, 
important issues which affect disposal barrier systems were extracted 
using results of stochastic analysis and FEPs considerations. 

With regard to the environmental impacts of nitrate and boron which 
are included in the above wastes, literature survey and preliminary 
numerical analysis regarding flux and concentrations of them around 
disposal facility were carried out in order to discuss the feasibility. 

Finally, research programs for the improvement feasibility of 
mid-depth disposal of those wastes were developed. 
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1. はじめに 

再処理施設等から発生する超ウラン(TRU)核種を含む放射性廃棄物のうち，地層

処分が適切と考えられる TRU 廃棄物については，「ＴＲＵ廃棄物処分概念検討書」

（核燃料サイクル開発機構, 2000）において処分概念が提示され，また，地下水移

行シナリオの核種移行評価により安全に処分できる見通しが得られた。 

しかしながら，TRU 核種を含む放射性廃棄物のうち，比較的放射能濃度が低い廃

棄物等に適用される余裕深度処分を含む浅地中処分施設への適合性についての詳細

な検討はなされていない。また，これらの廃棄物には硝酸塩等の化学物質や有機物

等を含む廃棄体が含まれる可能性がある。そのため，廃棄物処分事業を円滑に進め

るためにはこれらの廃棄物の特性を考慮し，適切な処分方策を設定するとともに，

その適合性について検討する必要がある。 

本研究では，核燃料サイクル開発機構の再処理施設から発生する廃棄物のうち，

アスファルト固化体，ＲＯＢＥ固化体（硝酸塩固化体及びスラリー固化体），プラス

チック固化体を対象として，それらの特性を考慮し，余裕深度処分の概念への適用

性について詳細に検討し，将来的に対象廃棄体を浅地中処分するために必要な研究

開発計画を策定する。 

なお，検討においては，既往の研究である「核種移行解析の網羅性の確認・評価

（その２）」（日揮株式会社, 2001）の成果を反映させ，核燃料サイクル開発機構が

所有する核種移行コード「NESTOR」（日揮株式会社, 2001）を用いて，より詳細な

評価を実施するものとする。さらに，対象とする廃棄物が放射線学的影響以外の影

響を与えうる化学物質を有していることから，それらの影響についても検討する。 
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2. 安全評価シナリオに関する検討 

2.1 はじめに 

本検討では，対象とする廃棄体（アスファルト固化体，プラスチック固化体及び

ＲＯＢＥ固化体）の性状を整理・確認した。また，対象とする廃棄体を余裕深度処

分した際に，処分システムに対して性能評価の観点から影響を及ぼしうる事象を抽

出し，既存の研究成果及び最新の知見に基づきＦＥＰ辞書を整理した。 

 

2.2 ＦＥＰの再整理に関する検討 

2.2.1 ＦＥＰの再整理の手順 

本検討における影響事象抽出の手順は以下のとおりである。 

  ①ＦＥＰリストの見直し 

  ②ＦＥＰ辞書の再整理 

以下にその詳細を記す。なお，本検討では，アスファルト固化体，プラスチッ

ク固化体及びＲＯＢＥ固化体を余裕深度処分の対象廃棄体として考えた場合に，

処分システム核種移行に影響を及ぼすと想定される事象を網羅的に抽出するため

に，既存の研究成果及び最新の知見に基づき，ＦＥＰを整理する必要がある。た

だし，ＦＥＰ辞書を一から構築するには多大な労力が必要となるため，本研究で

はＦＥＰ辞書はＴＲＵ廃棄物の地層処分を対象に検討された，電力共通研究「Ｔ

ＲＵ廃棄物処分の安全評価シナリオの体系化に関する研究」（2000, 以下，「シナ

リオ体系化研究」と略す。）において作成されたＦＥＰ辞書を，本研究の対象廃棄

体に適応した辞書となるために最新の知見を取り入れつつ追加・修正することに

より使用することとした。 

 

(1) 「シナリオ体系化研究」におけるＦＥＰ辞書について 

「シナリオ体系化研究」は，ＴＲＵ廃棄物処分における安全評価シナリオを体

系化することにより，ＴＲＵ廃棄物処分概念検討におけるシナリオ抽出に資する

とともに，今後のシナリオ解析を容易にし，その透明性を確保することを目的に

実施された研究である。 

同研究では，シナリオ解析を行うにあたり，まず，ＴＲＵ処分システムの安全

性能に影響を及ぼすと考えられるシステムの特質（Feature），そこで生じる事象
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（Event）および過程（Process）を抽出したＦＥＰリストを作成し，それぞれの

ＦＥＰに対して辞書を作成している。作成にあたり，諸外国におけるＦＥＰリス

トを参考にしている（例えば Nagra, 1994）。ただし，「シナリオ体系化研究」で

はＴＲＵ廃棄物の地層処分のうち，ニアフィールドに主眼が置かれていたため，

ＦＥＰリスト作成においては，参考とした諸外国のＦＥＰリストに以下のような

事象についての記述がある場合でも，同研究では対象から除外している。 

  ・ＴＲＵ廃棄物処分の概念から逸脱するもの（例：銅容器の腐食，臨界等） 

  ・天然バリア条件から対象外であるもの（例：火山活動，岩塩環境等） 

  ・閉鎖後以外の処分フェイズに関する事象（例：建設，操業時の安全性，

再取り出し性等） 

  ・人為的な事象のうち，その取り扱い・評価方法が他と大きく異なるもの

（例：処分施設の掘り返し，設計・施工の不具合等） 

  ・生物圏での事象のうち，超長期にわたる予測が困難なもの（例：将来の

生命の進化，将来の生活様式等） 

  ・非放射線学的影響（例：化学的毒性等） 

  ・放射性廃棄物による放射線学的影響以上に影響の甚大な破滅的事象（例：

隕石の衝突，核実験による核爆発等） 

 

抽出されたＦＥＰリストをマトリクス配列で表示したものを表 2-1 に示す。ま

た，同表の説明を図 2-1 に示す。 マトリクス表示された表中の列は，核種の移動

に合わせて内側から，「廃棄体」→「充填材」→「構造躯体」→「緩衝材」→「境

界領域」となっている。一方，マトリクス表示された表中の行は，各対象領域で

の処分システムの挙動を記述するためのＦＥＰを，その機能毎に分類して整理し

ている。 

   

【場の状態・変化を記述するＦＥＰ】 

  ・温度 

  ・水理 

  ・応力 

  ・水化学 
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【場の特性を記述するＦＥＰ】 

  ・特性 

【核種移行に係る基本的なプロセスを記述するＦＥＰ】 

  ・核種の存在形態および存在量 

  ・核種の崩壊・生成 

  ・核種の沈殿・溶解 

  ・核種の吸着 

  ・核種の拡散・分散 

  ・核種のマトリクス拡散 

  ・核種の移行と放出 

【核種の移行形態の変化をもたらしうるＦＥＰ】 

  ・ガス 

  ・コロイド 

  ・微生物 

  ・有機物 

 

このＦＥＰリストで注意すべき点は，「ＦＥＰの解像度」である。「ＦＥＰの解

像度」とは，個々のＦＥＰが意味する内容の範囲をどの程度にすべきか，例えば，

「ベントナイトの変質」とするのか，それを細分化して「Ca 化」，「イライト化」，

「ゼオライト化」等とするのかを意味する。 

同研究で抽出したＦＥＰの解像度については，個々のＦＥＰの意味する内容を

広くとる，粗めの解像度としている。ＦＥＰの意味する内容をより限定してＦＥ

Ｐの個数を増やす詳細な解像度とすることも，勿論可能であるが，同研究では，

核種移行解析のための解析ケースを設定するのにあたって，核種移行パラメータ

への影響を把握するために，データベース化されたＦＥＰおよびインフルエンス

を詳細に追跡しなければならないことから，ＦＥＰとインフルエンスの相関構造

を簡略化させるためにＦＥＰの解像度を敢えて粗く設定している。 

また，抽出されたＦＥＰをデータベース化して取り扱うために，各ＦＥＰを認

識するための固有の ID 番号が付されている。ＦＥＰの ID番号設定の規約を表 2-2

に示す。これに従えば，「廃棄体（ＴＷ）」の「温度（１１～１９）」は，「廃棄体
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の温度（ＴＷ１１）」となる。 

  

(2) ＦＥＰ辞書 

本研究におけるＦＥＰ辞書のフォーマットを図 2-2 に示す。 

 

「１．定義」の項には，当該ＦＥＰの定義を記述する。 

「２．本文」の項には，当該ＦＥＰに関連して，これまでに得られている知見

や情報を幅広く収集して記録する。 

「３．評価すべき事象」の項には，潜在的に当該ＦＥＰを考慮する必要がある

ような個別現象解析と，その解析における当該ＦＥＰの役割を，幅広く記載する。

例えば，「ＴＷ１１：廃棄体の温度」の場合，熱解析において考慮されるのは勿論，

地下水流動解析における熱対流，応力解析における熱膨張，ガス解析におけるガ

スによるエネルギー伝搬，核種移行解析における溶解度，分配係数，拡散係数へ

の温度影響等が記載されることとなる。 

「４．評価すべき事象の原因・影響」の項には，「３．評価すべき事象」におい

て記載された各解析において，当該ＦＥＰが他のＦＥＰから受ける影響，および

当該ＦＥＰが他のＦＥＰに及ぼす影響を個々に記載する。 

「５．課題」の項には，当該ＦＥＰに関する現時点での研究開発課題を記載す

る。 

「６．備考」の項には，他の項にて記載されなかった補足情報，注釈，コメン

ト等を記載する。 

「７．参考文献」の項には，引用した参考文献を記載する。 

「８．インフルエンス」の項は，当該ＦＥＰに影響を及ぼす他ＦＥＰからのイ

ンフルエンスとその簡単な内容，当該ＦＥＰが他のＦＥＰに及ぼす影響のインフ

ルエンスとその簡単な内容を，それぞれ記載する。 

 

なお，ＦＥＰ辞書には，当該ＦＥＰに関する既往の知見・情報が，正しくかつ

網羅的に記述されていることが求められる。そのため，同研究では，作成したＦ

ＥＰ辞書の記述内容について，性能評価研究に係る各分野における専門家による

レビューを実施し，ＦＥＰ辞書の信頼性および網羅性を確保している。 
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(3) ＦＥＰリストの見直し 

本検討では，上述のＦＥＰリストを本検討のベースとする。ただし，この研究

はＴＲＵ廃棄物の地層処分を対象としているのに対し，本研究の対象とする処分

施設は余裕深度処分である。また，対象となる廃棄体の種類も異なる。そのため，

これらのＦＥＰリストに変更・追記を加えることによって本研究の余裕深度処分

に関する辞書として対応させる。 

 

2.2.2 ＦＥＰリストの見直し 

上述のように，本検討においてベースとするＦＥＰは地層処分を対象としたも

のであるため，まず余裕深度処分への適用性について検討し必要に応じてＦＥＰ

リストに追加・修正を行った。ただし，余裕深度処分における処分概念と地層処

分の処分概念では，コンクリートに水理的なバリア機能を期待した「拡散バリア」

を考慮している点で異なるが，使用する材料は両処分概念において共通している

ため，若干の変更で対応できると考えた。また，対象となる廃棄体も本研究と異

なるため，ＦＥＰリストに追加を行う必要が生じた。 

本検討において想定する余裕深度処分の処分概念を図 2-3 に示す。また，本検

討で使用するＦＥＰリストを表 2-3 に示す。「拡散バリア」については，材料がセ

メント系材料を使用することから，コンクリートピットと併せて「コンクリート

部」として「シナリオ体系化研究」の「構造躯体」と対応させた。また，本研究

ではプラスチック固化体が対象となっており，廃棄物としての有機物は「シナリ

オ体系化研究」のＦＥＰリストに存在するものの，固化マトリクスについては存

在していないため，新たに「プラスチックマトリクスの特性」のＦＥＰを追加し

た。さらに，「ＴＷ６６：ビチューメンマトリクスの特性」については，名称を「ア

スファルトマトリクスの特性」に変更した。 

 

2.2.3 ＦＥＰ辞書の再整理 

ＦＥＰ辞書の再整理においては，以下の３つの観点から辞書の修正・追記を行

った。 
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  ①余裕深度処分に対応させるための修正・追記 

  ②対象となる廃棄体が変更したことに伴う修正・追記 

  ③新しい知見の反映に伴う修正・追記 

 

①については，，地層処分と余裕深度処分を比較して，材料は同じものを使用す

るために原則的には変わらない。しかしながら，余裕深度処分ではコンクリート

に水理的なバリアの機能を期待するため，この機能を阻害するひび割れ，変質等

の原因となり得る事象については新たに追記した。 

コンクリートの健全性に影響を及ぼす事象としては，以下のものが挙げられる。 

  ・水和熱による温度ひび割れ 

  ・外部加重によるひび割れ 

  ・鉄筋の腐食膨張に伴うひび割れ  等 

②③については，文献調査を中心に辞書の修正・追記を行った。文献調査の対

象としては，サイクル機構殿の既往の文献の他に，JICST を用いて文献検索を行

った。文献検索に用いたキーワードは以下の通りである。 

  ・処分，処分場，放射性廃棄物，廃棄物 

  ・アスファルト，アスファルト固化体，ビチューメン 

  ・有機物，エポキシ樹脂，リン酸トリブチル，TBP，プラスチック固化体 

  ・濃縮廃液，硝酸塩 

  ・高アルカリ性，セメント，緩衝材，ベントナイト 

  ・劣化，浸出，放射線分解，イオン強度，ガス 

  ・核種，移行，溶解度，分配係数，試験，評価 

これらの文献調査の結果を添付１にまとめる。 

 

検討の結果，既往のＦＥＰ辞書からの新たな知見は存在したものの，辞書中の

項目である「３．評価すべき事象」に追加すべき項目は，「プラスチックの劣化」

と「（コンクリートの）ひび割れ」のみであった。前者は新たに「プラスチックマ

トリクスの特性」のＦＥＰが追加されたことに伴うものであり，後者は地層処分

と余裕深度処分の処分概念との相違点のひとつである，コンクリートに止水性を

期待する「拡散バリア」に対する影響事象が抽出されたものである。 
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廃棄体が既往のＦＥＰ辞書から変更されるにもかかわらず，追加される影響事

象が少ないことについては，アスファルト固化体についてはベースとなる研究に

おいても検討対象の範疇であったことに加え，有機物の影響についてはセルロー

ス系の有機物についてはよく調べられていたため，処分システムに及ぼしうる影

響としては，これに包含されたと考えられる。ただし，項目に変更はない場合で

あっても，対象となる有機物の種類等は異なるため，影響事象の処分システムに

おける重要度という点では変動があると考えられる。 
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図 2-1 マトリクス表示されたＦＥＰリストの説明（「シナリオ体系化研究」より転載） 

 

表 2-2 ＦＥＰの ID 番号設定規約（「シナリオ体系化研究」より転載） 

対象領域（位置） 対応する番号  機能 対応する番号 

 温度 １１～１９ 
廃棄体 ＴＷ 

 水理 ２１～２９ 

 応力 ３１～３９ 
充填材 ＴＭ 

 水化学 ４１～４９ 

 特性 ５１～６９ 
構造躯体 ＴＣ 

 核種移行 ７１～７９ 

 ガス ８１～８９ 
緩衝材 ＴＢ 

 コロイド ９１～９９ 

 微生物 １０１～１０９ 
境界領域 ＴＸ 

 有機物 １１１～１１９ 

 

廃棄体（ＴＷ） 充填材（ＴＭ） 構造躯体（ＴＣ） 緩衝材（ＴＢ） 境界領域（ＴＸ）

温度（11-19）

水理（21-29）

応力（31-39）

水化学（41-49）

特性（51-69）

核種移行（71-79）

ガス（81-89）

コロイド（91-99）

微生物（101-109）

有機物（111-119）

機
　

　
　

能

位　　　置

場の状態・
変化の記述

場の特性の
説明

核種移行に
係るﾌﾟﾛｾｽ

核種の移行形態の
変化

ＴＢ７１：緩衝材での核種の存在形態及び存在量
ＴＢ７２：緩衝材での核種の崩壊・生成
ＴＢ７３：緩衝材での核種の沈殿・溶解
ＴＢ７４：緩衝材での核種の吸着
ＴＢ７５：緩衝材での核種の拡散・分散
ＴＢ７６：緩衝材での核種のﾏﾄﾘｸｽ拡散
ＴＢ７７：緩衝材での核種の移行と放出

廃棄体（ＴＷ） 充填材（ＴＭ） 構造躯体（ＴＣ） 緩衝材（ＴＢ） 境界領域（ＴＸ）

温度（11-19）

水理（21-29）

応力（31-39）

水化学（41-49）

特性（51-69）

核種移行（71-79）

ガス（81-89）

コロイド（91-99）

微生物（101-109）

有機物（111-119）

機
　

　
　

能

位　　　置

廃棄体（ＴＷ） 充填材（ＴＭ） 構造躯体（ＴＣ） 緩衝材（ＴＢ） 境界領域（ＴＸ）

温度（11-19）

水理（21-29）

応力（31-39）

水化学（41-49）

特性（51-69）

核種移行（71-79）

ガス（81-89）

コロイド（91-99）

微生物（101-109）

有機物（111-119）

廃棄体（ＴＷ） 充填材（ＴＭ） 構造躯体（ＴＣ） 緩衝材（ＴＢ） 境界領域（ＴＸ）

温度（11-19）

水理（21-29）

応力（31-39）

水化学（41-49）

特性（51-69）

核種移行（71-79）

ガス（81-89）

コロイド（91-99）

微生物（101-109）

有機物（111-119）

廃棄体（ＴＷ） 充填材（ＴＭ） 構造躯体（ＴＣ） 緩衝材（ＴＢ） 境界領域（ＴＸ）

温度（11-19）

水理（21-29）

応力（31-39）

水化学（41-49）

特性（51-69）

核種移行（71-79）

ガス（81-89）

コロイド（91-99）

微生物（101-109）

有機物（111-119）

機
　

　
　

能

位　　　置

場の状態・
変化の記述

場の特性の
説明

核種移行に
係るﾌﾟﾛｾｽ

核種の移行形態の
変化

ＴＢ７１：緩衝材での核種の存在形態及び存在量
ＴＢ７２：緩衝材での核種の崩壊・生成
ＴＢ７３：緩衝材での核種の沈殿・溶解
ＴＢ７４：緩衝材での核種の吸着
ＴＢ７５：緩衝材での核種の拡散・分散
ＴＢ７６：緩衝材での核種のﾏﾄﾘｸｽ拡散
ＴＢ７７：緩衝材での核種の移行と放出
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図 2-2 ＦＥＰ辞書のフォーマット（「シナリオ体系化研究」より転載） 

 

図 2-3 本検討における余裕深度処分の人工バリア概念 

１．定義
２．本文
３．評価すべき事象
４．評価すべき事象の原因・影響
　４．１　原因
　４．２　影響
５．課題
６．備考
７．参考文献

８．インフルエンス
　８．１　考慮すべきｲﾝﾌﾙｴﾝｽ
　　８．１．１　原因
　　８．１．２　影響
　８．２　考慮しないｲﾝﾌﾙｴﾝｽ
　　８．２．１　原因
　　８．２．２　影響

１．定義
２．本文
３．評価すべき事象
４．評価すべき事象の原因・影響
　４．１　原因
　４．２　影響
５．課題
６．備考
７．参考文献

８．インフルエンス
　８．１　考慮すべきｲﾝﾌﾙｴﾝｽ
　　８．１．１　原因
　　８．１．２　影響
　８．２　考慮しないｲﾝﾌﾙｴﾝｽ
　　８．２．１　原因
　　８．２．２　影響

 

廃棄体 

充填材 

拡散バリア 

コンクリートピット 

ベントナイト混合





 

－13－ 

JNC TJ8400 2002-056 

3. 合理的な処分システム仕様及び地質環境条件の検討 

本検討では，核種移行解析の網羅性の確認・評価に関する研究（日揮株式会

社,2001）で開発された手法を用いて解析を行い，対象廃棄物の余裕深度処分を想定

した場合に，対象廃棄物が潜在的に有する核種移行に対して及ぼしうる影響因子を

考慮した場合においても，核種移行評価上目標線量を充分に下回るための人工バリ

アおよび天然バリアに関する十分条件を明らかにした。また，本解析の結果および

再整理したＦＥＰを活用して，対象廃棄体の余裕深度処分での核種移行に影響を及

ぼすと想定される事象を抽出した。 

 

3.1 核種移行コードの機能拡張 

本検討における核種移行解析では，複数の崩壊連鎖の影響を考慮することが可能

であり，かつ既存の濃度上限値の設定などに適用可能なサイクル機構が所有する核

種移行コード「NESTOR」を用いることにした。また，本検討の感度解析では，既

往の研究「核種移行解析の網羅性の確認・評価（その２）」（日揮株式会社, 2001）

において用いた手法を踏襲した解析（個々のパラメータをランダムに変動させる）

を実施するため，「NESTOR」の機能を拡張した（添付２参照）。 

 

3.2 合理的な処分システム仕様及び地質環境条件の検討 

ここでは，アスファルト固化体，ＲＯＢＥ固化体並びにプラスチック固化体を余

裕深度処分する場合を対象として，既往の研究において開発した多変量解析手法を

適用し，さらに複数崩壊連鎖を考慮して，ムービングバンド法により重要パラメー

タの抽出を行うとともに，目標線量を十分に下回る処分システムの仕様や地質環境

に関する十分条件を明らかにする。具体的な手順は以下のとおりである。   

  ① 既存の研究「核種移行解析の網羅性の確認・評価（その２）」（日揮株式会社, 

2001）の検討結果を参考に，解析モデルおよび変動パラメータを選定する。 

  ② 対象となる廃棄体の特徴を考慮して，パラメータの変動幅を設定する。 

  ③ 全域的解析を実施し，得られた結果に対してムービングバンド法を用いて感

度解析を行う。 

④ 感度解析の結果から，対象廃棄物が余裕深度処分への適合性を確保するための

人工バリア条件および天然バリア条件を示し，現状の廃棄体に関する知見から，
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その余裕深度処分への適合性について考察を行う。 

 

3.2.1 処分概念および評価モデル 

本検討において対象とする処分概念を図 3-1 に示す。評価モデルは，基本的に

既往の研究「核種移行における網羅性の確認・評価（その２）」（日揮株式会社, 2001）

における多変量解析の評価モデルと同様とした。ただし，本検討では，処分施設

の形状の変化の線量への影響を考慮できるように，人工バリアから天然バリアへ

の核種の放出については面ソースを使用した。本検討と「網羅性の確認・評価（そ

の２）」との評価モデルの差異を以下に挙げる。 

  ・ 対象となる廃棄体の余裕深度処分に対する適合性を明確にするために，廃

棄体種類毎に解析を行う。 

  ・ 人工バリアからの核種の放出を面ソースで扱うことにより，坑道径が線量

に及ぼす影響について確認する。 

  ・ TRU 核種の崩壊連鎖の影響を確認するため，４N+1 系列について，Np-237, 

U-233, 及び Th-229 を評価対象核種とする。Np-237 より上位の核種

(Cm-245, Pu-241 および Am-241)は，これらの半減期がピークが生じる時

期と比較して充分に短いことを考慮して，その存在量を Np-237 に加算す

ることによって対応する。また，Th-229 の娘核種以降の影響については

Th-229 に足し合わせる。 

  ・ 崩壊連鎖を考慮することにより，計算機に負荷がかかるため，領域内での

地球化学異常の進展は考慮せず，当該時刻において領域全体の特性を変化

させる。 

  ・ 天然バリアにおける劣化による特性の変化については，本検討では化学異

常の進展は考慮しないために，変動させる場合は，天然バリア全体に非常

に極端な設定になりかねない。そのため，本検討では天然バリアの特性は

変化させないものとする。 

  ・ ガス発生による影響については，施設内部ボイドの排水については，「網羅

性」研究と同様の評価を実施する。ただし，緩衝材の脱水に起因する瞬時

的な核種の排出は考慮しない。 
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図 3-1  本検討における核種移行解析のシステム構成 

 

 

3.2.2 対象廃棄体およびインベントリ 

解析の対象とする廃棄体は，以下の３種類とした。 

・ プラスチック固化体 

・ アスファルト固化体 

・ ROBE 固化体 

ただし，アスファルト固化体及びＲＯＢＥ固化体については，評価ではそれぞ

れの固化体に対して廃棄物の種類によって区分を設けて解析を実施した。具体的

には，アスファルト固化体は， 

・ 低レベル濃縮廃液 I および 

・ 低レベル濃縮廃液 II 

の２つ，ＲＯＢＥ固化体は， 

・ 低レベル濃縮廃液 I／硝酸塩固化 

・ 低レベル濃縮廃液 I／スラリー固化 

・ 低レベル濃縮廃液 II／硝酸塩固化 

・ 低レベル濃縮廃液 II／スラリー固化 

の４つに，それぞれ廃棄物種類毎に区分し，それぞれ I-129 のインベントリの

昇順に累積した廃棄物に対して評価を実施した。本検討では，それぞれの廃棄体・

区分に対して 3000 ケースの解析を実施した。本検討で設定したインベントリを表

母岩

緩衝材

コンクリートバリア

廃棄体

連続多孔質媒体

母岩

緩衝材

コンクリートバリア

廃棄体

連続多孔質媒体
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3-1 に示す。 

 

3.2.3 変動パラメータ 

表 3-2～表 3-8 に，本検討に使用するパラメータを示す。このうち，感度解析の

対象とする変動パラメータは，「最大値」の欄にメッシュがないパラメータである。 

 

3.2.4 解析結果 

(1) プラスチック固化体 

プラスチック固化体に対する解析結果をムービングバンド法により整理したも

のを添付３の図 A3-1 に示す。また，被ばく線量の時間依存性を図 3-2 に示す。本

検討では，解析ケース 3000 に対して，10μSv/y を越えたのは，８ケースのみで

あった。このことから，プラスチック固化体に関しては，本検討での検討範囲の

条件下では，ほぼ余裕深度処分が可能であるといえる。また，ほとんどのケース

において最大線量に最も寄与する核種は I-129 であった。 

表 3-9 に，線量に対するパラメータの感度の有無を，被ばく線量を２つの領域

に分けてまとめた。感度の有無はムービングバンド法による感度分析における２

次関数による近似の結果及び目視により判断した。これより，処分適合性の判断

により重要な中線量側では，以下のパラメータが感度を有することがわかる。 

・ 核種浸出率 

・ コンクリートバリアの厚さ 

・ コンクリートバリア劣化後透水係数 

・ 緩衝材厚さ 

・ 緩衝材劣化後透水係数 

・ 緩衝材劣化開始時間 

・ 天然バリア透水係数 

・ 動水勾配 

・ I-129 線量換算係数 

 

(2) アスファルト固化体 

アスファルト固化体に対する解析結果をムービングバンド法により整理したも
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のを添付３の図 A3-2 及び図 A3-3 に示す。また，被ばく線量の時間依存性を図 3-3

及び図 3-4 に示す。本検討では，解析ケース 6000 に対して，10μSv/y を越えた

のは，418 ケースであった。また，全体の 75%のケースにおいて最大線量に最も

寄与する核種は I-129 であり，次いで C-14 が多かった。 

表 3-10 及び表 3-11 に，線量に対するパラメータの感度の有無を，被ばく線量

を３つの領域に分けてまとめた。感度の有無はムービングバンド法による感度分

析における２次関数による近似の結果及び目視により判断した。これより，処分

適合性の判断により重要な中線量及び高線量側では，以下のパラメータが感度を

有することがわかる。 

・ 核種浸出率 

・ コンクリートバリアの厚さ 

・ コンクリートバリア劣化後透水係数 

・ コンクリートバリア劣化開始時刻 

・ 緩衝材厚さ 

・ 緩衝材劣化後透水係数 

・ 緩衝材劣化開始時刻 

・ 天然バリア透水係数 

・ 動水勾配 

・ I-129 線量換算係数 

・ C-14 線量換算係数 

 

(3) ＲＯＢＥ固化体 

ＲＯＢＥ固化体に対する解析結果をムービングバンド法により整理したものを

添付３の図 A3-4～図 A3-7 に示す。また，被ばく線量の時間依存性を図 3-5～図

3-8 に示す。本検討では，解析ケース 12000 に対して，10μSv/y を越えたのは，

1249 ケースであった。また，最大線量に最も寄与する核種は I-129 及び C-14 で

あり，それぞれ全体の 45%のケースにおいて最大のピークを示した。また，10μ

Sv/y を越えるケースのうち，75%において最大線量に最も寄与する核種が C-14

であった。このことより，線量が大きい場合に C-14 の寄与が大きくなることがわ

かる。 
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表 3-12～表 3-15 に，線量に対するパラメータの感度の有無を，被ばく線量を３

つの領域に分けてまとめた。感度の有無はムービングバンド法による感度分析に

おける２次関数による近似の結果及び目視により判断した。これより，処分適合

性の判断により重要な中線量及び高線量側では，以下のパラメータが感度を有す

ることがわかる。 

・ 核種浸出率 

・ コンクリートバリアの厚さ 

・ コンクリートバリア劣化後透水係数 

・ コンクリートバリア劣化開始時刻 

・ 緩衝材厚さ 

・ 緩衝材劣化後透水係数 

・ 緩衝材劣化開始時間 

・ 天然バリア長さ 

・ 天然バリア透水係数 

・ 廃棄体での化学的変動前の C-14 の分配係数 

・ 動水勾配 

・ ガス発生速度 

・ I-129 線量換算係数 

・ C-14 線量換算係数 

 

3.2.5 目標線量を下回る十分条件の検討 

上記の感度を有するパラメータに対して，各廃棄体および区分において，目標

線量（10μSv/y）を下回るための十分条件を検討した。十分条件は，ムービング

バンド法で得られた結果を，２次関数で近似式を作成し，目標線量におけるパラ

メータ値をそのパラメータの十分条件とした。本検討において得られた，目標線

量を下回るための十分条件を表 3-16 にまとめる。 

 

また，感度解析によって得られた感度を有するパラメータが全て十分条件を満

たした場合に，目標線量を満足するかどうかについて確認計算を行った。表 3-17

に評価に使用したパラメータの設定値を示す。確認計算では，感度を有するパラ
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メータについては，十分条件として与えられた値を使用し，それ以外のパラメー

タについては，感度解析で使用した最小値と最大値のうち，線量が大きくなると

考えられる方を使用した。 

表 3-18 に計算結果を示す。表より，アスファルト固化体の区分２及びＲＯＢＥ

固化体の区分４については，目標線量である 10μSv/y を若干上回るものの，ほぼ

目標線量を満足する結果となった。これは，主要な核種である C-14 及び I-129 の

核種の移行および生物圏の換算係数が十分条件を固定することにより効率的に抑

制されたためと考えられる。 

 

また，表 3-16 には，比較のために，TRU 処分概念検討書（核燃料サイクル開

発機構ほか, 2000）及び原子力安全委員会の低レベル放射性固体廃棄物の陸地処

分の安全規制に関する基準値についての第３次中間報告（原子力安全委員会, 

2000）の核種移行解析での設定値を記載する。 

天然バリア及び生物圏に関するパラメータについては，第２次取りまとめ等を

参考にすれば，わが国の地質環境を考慮しても厳しい条件ではないと思われる。

また，人工バリアに関するパラメータのうち，コンクリートバリア厚さ，緩衝材

厚さ等については設計で対応が可能な範囲であるといえる。さらに，廃棄体から

の核種の浸出率については，最も小さい場合でも 3×10-2程度であり，過大な閉じ

込め性能は期待されていない。 

ただし，人工バリアの劣化・変質に関するパラメータのうち，コンクリートバ

リアの劣化後の透水係数等，いくつかのパラメータについては，今後試験等によ

り確認が必要となるものも存在する。 

しかしながら，本検討で得られた値は必要条件でなく十分条件であること，ま

た，全般的に既往の評価において考慮している範囲内であることから，本検討の

評価結果から判断すれば，最もインベントリの大きいＲＯＢＥ固化体の区分４の

場合でも余裕深度処分は可能であると考えられる。 

また，本検討で得られた値は，目標線量を満足するための十分条件である。そ

のため，緩衝材厚さ，コンクリートバリア厚さについては非常に大きな値であり，

処分費用を考えた場合は合理的とは言えない。さらに，前述したように，いくつ

かのパラメータについては現段階では性能評価上見込めないものや，確認が必要
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なものが存在する。そのため，使用するパラメータの妥当性等も勘案しつつ，線

量評価上目標線量を満足し，かつ，経済的にも合理的なバリア条件を抽出するこ

とが今後の課題であるといえる。 
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数
（

供
試

体
ﾚ
ﾍ
ﾞ
ﾙ
の

試
験

）
 

・
1
.
0
e
-
1
3
~
1
.
0
e
-
1
2
m
/
s
：
[
4
]
、
p
2
0
2
、
図
４
－
７
６
。
 

健
全
な
コ
ン

ク
リ

ー
ト

の
透

水
係

数
（

実
規

模
ﾚ
ﾍ
ﾞ
ﾙ
の

試
験

）
 

・
1.

0E
-
11
m
/s
：
[5

]
 

ガ
ス

移
行

の
観

点
か

ら
得

ら
れ

る
コ

ン
ク

リ
ー

ト
に

対
す

る
水

の
絶

対
透
過
係
数

 

・
1.

0E
-
11
m
/s
[
6]
 
 

空
隙

拡
散
係

数
(
m
2
/
s
)
 

コ
ン

ク
リ
ー

ト

バ
リ

ア
 

1
.3
E
-1
1

 
1
.3
E
-1
1

4
E-
9
 

対
数
 

初
期

値
及

び
最

小
値

に
つ

い
て

は
[7
]
を

参
考

と
し

て
、

健
全

な
コ

ン

ク
リ
ー
ト
の
値
（
実
効
拡
散
係
数

2
.
0
e
-
1
2
を
空
隙
率

0
.
1
5
で
除
し

た
値
）
を
仮

定
し

た
。

 

最
大

値
に

つ
い

て
は

[8
] 

(4
-
10
8)

の
自

由
水

中
の

Cs
の

拡
散

係
数
 

(
自
由
水
中
の
拡
散
係
数
の
最
大
値
：
6
0
度
)
4
.
0
e
-
0
9
m
2
/
s
と
し
た
。
 

空
隙

率
(
-)
 

コ
ン

ク
リ
ー

ト

バ
リ

ア
 

0
.1
5
 

 
0
.1
5
 

0
.3
5
 

線
形
 

[
3]

 
(4

-2
0
9)

を
参

考
と

し
た

場
合

、
健

全
な

セ
メ

ン
ト

系
材

料
の

空

隙
率
は
０
．
１
５

、
劣

化
し

た
コ

ン
ク

リ
ー

ト
の

空
隙

率
は

０
．
３

５
。
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初
期
条
件
 

変
動
時
条
件
 

パ
ラ

メ
ー

タ
 

領
域
 

最
小
値

最
大
値

最
小
値

最
大
値

ス
ケ

ー
ル

備
考
 

コ
ン

ク
リ
ー

ト
バ

リ
ア

の

厚
さ
(
m
)
 

コ
ン

ク
リ
ー

ト

バ
リ

ア
 

0
 

2
 

 
 

線
形
 

現
状
で
予
想

さ
れ

る
仕

様
の

範
囲

と
し

て
の

想
定

値
。
下

限
値
は

0
と

す
る
が
、
解

析
の

都
合

上
、

以
下

の
よ

う
な

想
定

を
行

っ
た

。
 

コ
ン

ク
リ

ー
ト

ピ
ッ

ト
処

分
の

場
合

の
コ

ン
ク

リ
ー

ト
の

厚
さ

5
0c
m

か
ら
、
解
析

上
、
5
0
ｃ

ｍ
以

下
の

場
合

は
、
コ
ン

ク
リ

ー
ト

ピ
ッ

ト
処

分
と
同
様
に

止
水

バ
リ

ア
と

し
て

の
機

能
が

損
な

わ
れ

る
と

仮
定

し
、

コ
ン

ク
リ

ー
ト

の
透

水
係

数
を

砂
程

度
と

し
て

解
析

を
実

施
す

る
も

の
と
し
た
。

 

緩
衝

材
の
厚

さ
(
m
)
 

緩
衝

材
 

0
 

4
 

 
 

線
形
 

 
[3

]で
の
標
準
値
（
p3

-3
8
,3
9：

グ
ル
ー
プ
１
，
２
：
結
晶
質
岩

1.
4
m、

堆
積
岩

1
.
2
m
）
で
あ
る
が
、
成
立
条
件
の
明
示
を
目
的
と
す
る
た
め
幅

広
く
設
定
し

、
最

大
を

４
ｍ

と
す

る
。
下
限

値
は

0
と

す
る

が
、
解

析

の
都
合
上
、

以
下

の
よ

う
な

想
定

を
行

っ
た

。
 

実
用
性
を
満

足
す

る
緩

衝
材

厚
さ

は
７

０
ｃ

ｍ
と

考
え

ら
れ

る
。
そ

こ

で
、
7
0
ｃ
ｍ

を
超

え
る

厚
さ

の
緩

衝
材

が
存

在
す

る
場

合
は

、
解

析
上
、

流
出

等
の

変
遷

が
生

じ
て

も
緩

衝
材

の
止

水
性

が
担

保
さ

れ
る

も
の

と
し
、
7
0
ｃ

ｍ
以

下
の

場
合

は
流

出
等

の
影

響
に

よ
り

緩
衝

材
の

止
水

バ
リ
ア
と
し

て
の

機
能

が
損

な
わ

れ
る

と
仮

定
し

、
緩
衝

材
の
透

水
係

数
を
砂
程
度

と
し

て
解

析
を

実
施

す
る

も
の

と
し

た
。

 

透
水

係
数
(
m
/
s
)
 

緩
衝

材
 

5
e
-
1
3
 

 
5
e-
1
3
 

1
e-
5
 

対
数

 
[
3
]
（
4
-
2
0
9
）
を

参
考

と
し

て
、

健
全

な
緩

衝
材

の
値

を
適

用
し

た
。
 

変
動
の
最
大

値
は

細
粒

砂
程

度
の

透
水

係
数

を
仮

定
し

た
。

 

空
隙
拡
散
係
数
 

緩
衝
材
 

2
.
5
E
-
1
2

 
2
.5
E
-1
2

4
E-
9
 

対
数
 

初
期

値
及
び

最
小

値
に

つ
い

て
は

[
9
]（

p1
6
－
２

０
）
を

参
考
に

し
て

設
定
（
実
効
拡
散
係
数
の
最
小
値
：
乾
燥
密
度

1
.
8
g
/
c
m
3
の
カ
ル
シ

ウ
ム
ベ
ン
ト
ナ
イ
ト
に
対
す
る

C
s
の
値
：
1.
0
e
-
1
2
を
空
隙
率

0
.
4
で

除
し
た
値
）
。
 

最
大
値
は
、

廃
棄

体
、

コ
ン

ク
リ

ー
ト

バ
リ

ア
と

同
様
に

Cs
の

自
由

水
中
の
拡
散

係
数

を
適

用
し

た
。

 

空
隙

率
 

緩
衝

材
 

0
.
4
 

 
0
.4
 

0
.6
5
 

線
形

 
[
3
]
 （

4
-
2
0
9
）
を
参
考
と
し
て
、
健
全
な
緩
衝
材
の
値
を
適
用
し
た
。

変
動
時
の
値
は
、
[
1
0
]
に
基
づ
き
上
限
を

0
.
6
5
と
し
た
。
 

人
工

バ
リ
ア

領
域

の
 

分
散

長
（
比

率
）

 

人
工

バ
リ
ア

 

全
領

域
 

0
.1

 
 

 
 

対
数
 

解
析
体
系
長
さ
の

1
/
1
0
と
し
た
。
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表
3
-
4
 

天
然

バ
リ

ア
の

基
本

特
性

に
関

す
る

パ
ラ

メ
ー

タ
 

初
期
条
件
 

変
動
時
条
件
 

パ
ラ

メ
ー

タ
 

領
域
 

最
小
値

最
大
値

最
小
値

最
大
値

ス
ケ

ー
ル
 

備
考
 

核
種

移
行
距

離
(
m
)
 

母
岩

 
5
0
 

5
0
0
 

 
 

線
形
 

[
3
]
(
p
4
-
2
1
0
,
p
4
-
2
3
3
)
を
参

照
す
る
と
と
も
に
、
最
小
値
に
つ
い
て
は

主
観

的
判
断
で

50
m
と
す
る
。
 

透
水
係
数
(
m
/
s
)
 

母
岩
 

1
E
-
8
 

1
E
-
5
 

 
 

対
数
 

[
2]
(
p7
8)

を
参

照
し

て
そ

の
一

桁
低

い
値

を
最

小
値

と
し

て
設

定
し

た
。

最
大

値
は

、
[2
]
（

p7
9
）

に
採

用
さ

れ
た

地
下

水
流

速

（
0.
0
1m
/
d=
3
.6
5m
/y

）
と

動
水

勾
配

[2
]
（

p7
8
：

0.
01

）
か

ら
推

定

さ
れ
る
透
水
係
数
(
1
.
2
E
-
5
m
/
s
)
を
参
考
に
設
定
し
た
。
 

 

空
隙

率
 

母
岩

 
0
.
0
1
 

0
.
5
 

 
 

対
数
 

[
2
]（

ｐ
７
８
：
0
.
2
,
p
1
2
1：

0
.
3
）
や
[
1
2
]
(
6
-
7
4：

0
.
4
4
)
の
値
を
参

考
に
し
て
、
二
次

鉱
物

の
沈

殿
に

よ
る

空
隙

の
閉

塞
、
地

下
水
流

路
と

な
る
実
効
的

な
空

隙
を

想
定

し
、

広
い

範
囲

で
設

定
を

行
っ

た
。

 

核
種

移
行
断

面
積

(
m
2
/
m
)
 

母
岩

 
 

 
 

 
－
 

単
位

長
さ

あ
た

り
の

施
設

の
投

影
面

積
と

す
る

。
（

廃
棄

体
の

高
さ

＋

2
*
コ
ン
ク
リ
ー
ト
バ
リ
ア
＋
2
*
緩
衝
材
厚
さ
＋
2
*
ゆ
る
み
域
幅
）
 

分
散

長
比
率

 
母

岩
 

0
.
0
1
 

1
 

 
 

対
数
 

[
15
]
(p
V
-6
4
)
に

示
さ

れ
る

分
散

長
幅

、
0.
01

～
1

の
範

囲
を

想
定

し

た
。
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表
3
-
5
 

核
種

の
移

行
特

性
に

関
す

る
パ

ラ
メ

ー
タ

 
初
期
条
件
 

（
高
ｐ
H
条
件
）
 

（
硝
酸
塩
影
響
）
 

（
酸
化
性
影
響
）
 

変
動
時
条
件
 

（
低

p
H
条
件
）

 

（
硝
酸
塩
影
響
）
 

（
酸
化
性
影
響
）
 

パ
ラ

メ
ー

タ
 

領
域
 

最
小
値

最
大
値

最
小
値

最
大
値

ス
ケ

ー
ル
 

備
考
 

I
-1
29

の
分
配
係
数

(
m3
/
kg
)
 

廃
棄

体
 

コ
ン

ク
リ
ー

ト

バ
リ

ア
 

0
 

0
.0
0
1
 

0
 

0
.0
0
01

対
数

 

初
期
条
件
（

高
p
H
条
件

、
硝
酸

塩
影

響
、

酸
化

性
影

響
）

の
値

は
、

[
3
]
(
p
4
-
2
1
4
)
の
セ
メ
ン
ト
系
材
料

R
e
g
i
o
n
I
(
0
.
0
0
1
)
,
I
I（

0.
00
1
）、

（
p4
-
23
7
）

の
セ

メ
ン

ト
系

材
料

に
対

す
る

硝
酸

塩
影

響
（

0
ま

た

は
0.
0
00
1
）
、

お
よ

び
酸

化
性

条
件

と
し

て
Re
gi
o
nI
(
0.
0
02
)
,I
I

（
0
.
0
0
2
）
 
(
[
1
4
]
p
4
2
)
を
参
考
と
し
た
。
 

変
動

時
条

件
（

低
p
H

条
件

、
硝

酸
塩

影
響

、
酸

化
性

影
響

）
の

値
は

、

[
3
]
(
p
4
-
2
1
4
 セ

メ
ン
ト
系
材
料

R
e
g
i
o
n
I
I
I（

0
.0
0
01
）
)、
（
p
4-
2
37
 

セ
メ
ン
ト
系
材
料
に
対
す
る
硝
酸
塩
影
響
（
0
ま
た
は

0
.
0
0
0
1
）
）
お

よ
び

酸
化

性
条

件
と

し
て

R
eg
i
on
I
II

（
0
）

([
14
]
p4
2
)
を

参
考

に

範
囲
を
設
定

し
た

。
 

C
-1
4
の
分
配
係
数
 

(
m3
/
kg
)
 

廃
棄

体
 

コ
ン

ク
リ
ー

ト

バ
リ

ア
 

0
.0
0
1
 

1
 

0
.0
0
1
 

5
 

対
数

 

初
期

条
件
（

高
p
H

条
件

、
硝
酸

塩
影

響
）

の
値

は
、

[
3]
(p

4-
21
4
)

の
セ
メ
ン
ト
系
材
料

R
e
g
i
o
n
I
(
0
.
0
0
5
)
,
I
I
（
1
）
及
び
（
p
4
-
2
3
7
）

の
硝
酸
塩
影
響
（
0
.
0
0
1
））

を
参

考
と

し
た

。
 

変
動
時
条
件
（
低

p
H
条
件
、
硝
酸
塩
影
響
）
の
値
は
、
[
3]
(
p4
-2
1
4 
セ

メ
ン

ト
系

材
料

Re
gi
o
nI
I
I
（

5
）

)
、
（

p4
-2

37
 
セ

メ
ン

ト
系

材
料

に
対
す
る
硝
酸
塩
影
響
（
0
.
0
0
1
））

を
参
考

に
範

囲
を

設
定

し
た

。
 

N
p
-
2
3
7
の
分
配
係
数
 

(
m3
/
kg
)
 

廃
棄

体
 

コ
ン

ク
リ
ー

ト

バ
リ

ア
 

0
.0
0
01

5
 

0
.0
0
01

5
 

対
数
 

初
期
条
件
（

高
p
H
条
件

、
硝
酸

塩
影

響
、

酸
化

性
影

響
）

の
最

大
値

は
、

[
3]
(
p4
-
21
4)

の
セ

メ
ン

ト
系

材
料

Re
gi
on
I
(5
)
,I
I
（

5
）

及

び
酸

化
性

条
件

と
し

て
R
eg
i
on

I(
5
),
I
I
（

5
）

(
[1
4
]p
4
2)

を
参

考

と
し
た
。

 

変
動
時
条
件
（
低

p
H
条
件
、
硝

酸
塩
影
響
）
の
最
大
値
は
、
[
3]
(p
4
-2
1
4 
セ

メ
ン

ト
系

材
料

Re
gi
o
nI
I
I
（

1
）

)
、
（

p4
-2

37
 
セ

メ
ン

ト
系

材
料

に
対

す
る

硝
酸

塩
影

響
（

1
）
）
、

(
[1
4
]p
42
)
（

酸
化

性
条

件
：

 

R
eg
i
on
I
II
（
0.
1）
）
及

び
初
期

条
件

を
参

考
と

し
た

。
 

初
期

条
件

及
び

変
動

時
条

件
の

最
小

値
は

、
上

記
の

最
大

値
設

定
と

同
じ

文
献

を
参

考
に

す
る

の
に

加
え

、
有

機
物

の
潜

在
的

な
影

響
を

考
慮
し
て
、
0
に

近
い

値
を

設
定

し
た

。
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初
期
条
件
 

（
高
ｐ
H
条
件
）
 

（
硝
酸
塩
影
響
）
 

（
酸
化
性
影
響
）
 

変
動
時
条
件
 

（
低

p
H
条
件
）

 

（
硝
酸
塩
影
響
）
 

（
酸
化
性
影
響
）
 

パ
ラ

メ
ー

タ
 

領
域
 

最
小
値

最
大
値
 

最
小
値

最
大
値

ス
ケ

ー
ル
 

備
考
 

U
-2
33

の
分
配
係
数
 

(
m3
/
kg
)
 

廃
棄

体
 

コ
ン

ク
リ
ー

ト

バ
リ

ア
 

0
.0
0
01

5
 

0
.0
0
01

5
 

対
数
 

初
期
条
件
（

高
p
H
条
件

、
硝
酸

塩
影

響
、

酸
化

性
影

響
）

の
最

大
値

は
、

[3
]
(p
4
-2
14
)
の

セ
メ

ン
ト

系
材

料
R
eg
i
on
I
(5
)
,I
I
（

5
）
、

（
p4
-
23
7 

の
硝

酸
塩

影
響

（
1
）
）

及
び

酸
化

性
影

響
と

し
て

R
eg
i
on
I
(2
)
,I
I
(2
)
 (
[
14
]
p4
2
)を

参
考
と
し
た
。
 

変
動
時
条
件
（
低

p
H
条
件
、
硝

酸
塩
影
響
、
酸
化
性
影
響
）
の
最
大
値
は
、

[
3
]
(
p
4
-
2
1
4
 セ

メ
ン
ト
系
材
料

R
e
g
i
o
n
I
I
I（

1
）
)、
（
p
4-
2
37
 
セ

メ
ン

ト
系

材
料

に
対

す
る

硝
酸

塩
影

響
（

1
）
）
、

([
1
4]
p
42
)
（

酸
化

性
条

件
：

 
R
eg
i
on
I
II

（
0
.1

）
）

及
び

初
期

条
件

の
う

ち
、

最
大

値

を
設
定
し
た

。
 

ま
た

、
初

期
条

件
及

び
変

動
時

条
件

の
最

小
値

は
、

上
記

の
最

大
値

設
定

と
同

じ
文

献
を

参
考

に
す

る
の

に
加

え
、

有
機

物
の

潜
在

的
な

影
響
を
考
慮

し
て

、
0
に

近
い
値

を
設

定
し

た
。

 

T
h
-
2
2
9
の
分
配
係
数
 

(
m3
/
kg
)
 

廃
棄

体
 

コ
ン

ク
リ
ー

ト

バ
リ

ア
 

0
.0
0
01

5
 

0
.0
0
01

5
 

対
数
 

初
期
条
件
（

高
p
H
条
件

、
硝
酸

塩
影

響
、

酸
化

性
影

響
）

の
値

は
、

[
3
]
(
p
4
-
2
1
4
)
の
セ
メ
ン
ト
系
材
料

R
e
g
i
o
n
I
(
5
)
,
I
I（

5
）、
（
p
4-
2
37
 

セ
メ
ン
ト
系

材
料

に
対

す
る

硝
酸

塩
影

響
（
1）

及
び

酸
化
性
影

響
と

し
て

R
e
g
i
o
n
I
(
5
)
,
I
I
(
5
)
 
(
[
1
4
]
p
4
2
)
を
参
考
と
し
た
。
 

変
動

時
条

件
（

低
p
H

条
件

、
硝

酸
塩

影
響

、
酸

化
性

影
響

）
の

値
は

、

[
3
]
(
p
4
-
2
1
4
 セ

メ
ン
ト
系
材
料

R
e
g
i
o
n
I
I
I（

1
）
)、
（
p
4-
2
37
 
セ

メ
ン

ト
系

材
料

に
対

す
る

硝
酸

塩
影

響
（

1
）
）
、

([
1
4]
p
42
)
（

酸
化

性
条

件
：

 
Re
gi
on
I
II

（
1
）
）

及
び

初
期

条
件

の
う

ち
、

最
大

値
を

設
定
し
た
。

 

ま
た

、
初

期
条

件
及

び
変

動
時

条
件

の
最

小
値

は
、

上
記

の
最

大
値

設
定

と
同

じ
文

献
を

参
考

に
す

る
の

に
加

え
、

有
機

物
の

潜
在

的
な

影
響
を
考
慮

し
て

、
0
に

近
い
値

を
設

定
し

た
。
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初
期
条
件
 

（
低
ｐ
H
条
件
）
 

 

変
動
時
条
件
 

（
高

p
H
条
件
）

 

（
硝
酸
塩
影
響
）
 

パ
ラ

メ
ー

タ
 

領
域
 

最
小
値

最
大
値

最
小
値

最
大
値

ス
ケ

ー
ル
 

備
考
 

I
-1
29

の
分
配
係
数
 

(
m3
/
kg
)
 

緩
衝

材
 

0
 

 
 

 
－
 

初
期
条
件
（
低

pH
時
）
の
値
は
、
[3
]
(p
4
-2
1
4)

の
ベ
ン
ト
ナ
イ
ト
系

材
料
の

p
H
8
.
5
(
0
)
を
参
考
と
し
た
。
 

変
動
時
条
件
（
高

p
H
条
件
、
硝
酸
塩
影
響
）
の
値
は
、
[
3]
(
p4
-2
1
4 
ベ

ン
ト
ナ
イ
ト
系
材
料
の

p
H
=
1
2
.
5（

0
）
、
pH
＞
12
.5
（
0
）
)、
（
p4

-2
3
7 

ベ
ン

ト
ナ

イ
ト

系
材

料
に

対
す

る
硝

酸
塩

影
響

（
0
）
）

を
参

考
に

範

囲
を
設
定
し

た
。

 

C
-1
4
の
分
配
係
数
 

(
m3
/
kg
)
 

緩
衝

材
 

0
 

 
 

 
－
 

初
期
条
件
（
低

pH
時
）
の
値
は
、
[3
]
(p
4
-2
1
4)

の
ベ
ン
ト
ナ
イ
ト
系

材
料
の

p
H
8
.
5
(
0
)
を
参
考
と
し
た
。
 

変
動
時
条
件
（
高

p
H
条
件
、
硝
酸
塩
影
響
）
の
値
は
、
[
3]
(
p4
-2
1
4 
ベ

ン
ト
ナ
イ
ト
系
材
料
の

p
H
=
1
2
.
5（

0
）
、
pH
＞
12
.5
（
0
）
)、
（
p4

-2
3
7 

ベ
ン

ト
ナ

イ
ト

系
材

料
に

対
す

る
硝

酸
塩

影
響

（
0
）
）

を
参

考
に

範

囲
を
設
定
し

た
。

 

N
p
-
2
3
7
の
分
配
係
数
 

(
m3
/
kg
)
 

緩
衝

材
 

1
 

 
0
.0
0
5
 

1
 

対
数

 

初
期
条
件
（
低

pH
時
）
の
値
は
、
[3
]
(p
4
-2
1
4)

の
ベ
ン
ト
ナ
イ
ト
系

材
料
の

p
H
8
.
5
(
1
)
を
参
考
と
し
た
。
 

変
動
時
条
件
（
高

p
H
条
件
、
硝

酸
塩
影
響
）
の
最
大
値
は
、
[
3]
(p
4
-2
1
4 
ベ

ン
ト
ナ
イ
ト
系
材
料
の

p
H
=
1
2
.
5（

1
）
、
p
H＞

12
.5
（
0.
1
）
)、
（
p
4-
2
37
 

ベ
ン
ト
ナ
イ

ト
系

材
料

に
対

す
る

硝
酸

塩
影

響
（
0.
1
））
、
[
11
](
D-
9
)

に
お

け
る

酸
化

性
雰

囲
気

条
件

下
の

分
配

係
数

値
(
0.
00
5)

を
参

考

に
範
囲
を
設

定
し

た
。

 

ま
た

、
変

動
時

条
件

の
最

小
値

は
、

上
記

の
最

大
値

設
定

と
同

じ
文

献
を

参
考

に
す

る
の

に
加

え
、

有
機

物
の

潜
在

的
な

影
響

を
考

慮
し

て
、
0
に
近
い
値

を
設

定
し

た
。
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初
期
条
件
 

（
低
ｐ
H
条
件
）
 

 

変
動
時
条
件
 

（
高

p
H
条
件
）

 

（
硝
酸
塩
影
響
）
 

パ
ラ

メ
ー

タ
 

領
域
 

最
小
値

最
大
値

最
小
値

最
大
値

ス
ケ

ー
ル
 

備
考
 

U
-2
33

の
分
配
係
数
 

(
m3
/
kg
)
 

緩
衝

材
 

1
 

 
0
.
0
0
0
1

0
.1

 
対
数
 

初
期
条
件
（
低

pH
時
）
の
値
は
、
[3
]
(p
4
-2
1
4)

の
ベ
ン
ト
ナ
イ
ト
系

材
料
の

p
H
8
.
5
(
1
)
を
参
考
と
し
た
。
 

変
動
時
条
件
（
高

p
H
条
件
、
硝

酸
塩
影
響
）
の
最
大
値
は
、
[
3]
(p
4
-2
1
4 
ベ

ン
ト
ナ
イ
ト
系
材
料
の

p
H
=
1
2
.
5
（
0
.
1
）、

pH
＞
12

.5
（
0.

01
）
)
、

（
p4
-
23
7 

ベ
ン

ト
ナ

イ
ト

系
材

料
に

対
す

る
硝

酸
塩

影
響

（
0.

01
）
）、

[
1
1
]
(
D
-
9
)
に
お
け
る
酸
化
性
雰
囲
気
条
件
下
の
分
配
係

数
値
(
0
.
0
0
5
)
を
参
考
に
範
囲
を
設
定
し
た
。
 

ま
た

、
変

動
時

条
件

の
最

小
値

は
、

上
記

の
最

大
値

設
定

と
同

じ
文

献
を

参
考

に
す

る
の

に
加

え
、

有
機

物
の

潜
在

的
な

影
響

を
考

慮
し

て
、
0
に

近
い
値

を
設

定
し

た
。

 

T
h
-
2
2
9
の
分
配
係
数
 

(
m3
/
kg
)
 

緩
衝

材
 

1
 

 
0
.
0
0
0
1

1
 

対
数
 

初
期
条
件
（
低

pH
時
）
の
値
は
、
[3
]
(p
4
-2
1
4)

の
ベ
ン
ト
ナ
イ
ト
系

材
料
の

p
H
8
.
5
(
1
)
を
参
考
と
し
た
。
 

変
動
時
条
件
（
高

p
H
条
件
、
硝

酸
塩
影
響
）
の
最
大
値
は
、
[
3]
(p
4
-2
1
4 
ベ

ン
ト
ナ
イ
ト
系
材
料
の

p
H
=
1
2
.
5（

1
）
、
p
H＞

12
.5
（
0.
1
）
)、
（
p
4-
2
37
 

ベ
ン
ト
ナ
イ

ト
系

材
料

に
対

す
る

硝
酸

塩
影

響
（
0.
1
））
、
[
11
](
D-
9
)

に
お

け
る

酸
化

性
雰

囲
気

条
件

下
の

分
配

係
数

値
(1
)
を

参
考

に
範

囲
を
設
定
し

た
。

 

ま
た

、
変

動
時

条
件

の
最

小
値

は
、

上
記

の
最

大
値

設
定

と
同

じ
文

献
を

参
考

に
す

る
の

に
加

え
、

有
機

物
の

潜
在

的
な

影
響

を
考

慮
し

て
、
0
に
近
い
値

を
設

定
し

た
。
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初
期
条
件
 

（
低
ｐ
H
条
件
）
 

 

変
動
時
条
件
 

（
高

p
H
条
件
）

 

（
硝
酸
塩
影
響
）
 

パ
ラ

メ
ー

タ
 

領
域
 

最
小
値

最
大
値

最
小
値

最
大
値

ス
ケ

ー
ル
 

備
考
 

I
-1
29

の
分
配
係
数
 

(
m3
/
kg
)
 

母
岩
 

0
.
0
0
0
1

 
0
 

0
.0
0
1
 

対
数

 

初
期

条
件

（
低

pH
時

）
の

値
は

、
[
3]
(
p4
-
21
4)

の
結

晶
質

岩

(
0
.
0
0
0
1
)
、
堆
積
岩
(
0
.
0
0
0
1
)
の
値
を
参
考
と
し
た
。
 

変
動
時
条
件
（
高

p
H
条
件
、
硝
酸
塩
影
響
）
の
値
は
、
[
3]
(
p4
-2
3
8)
の

結
晶

質
岩

に
対

す
る

硝
酸

塩
（

0
）

と
高

ア
ル

カ
リ

プ
ル

ー
ム

（
0.

00
1
）、

堆
積

岩
に

対
す

る
硝

酸
塩
（
0
）
と

高
ア

ル
カ

リ
プ

ル
ー

ム
(
0
.
0
0
1
)
を
参
考
に
範
囲
を
設
定
し
た
。
 

C
-1
4
の
分
配
係
数
 

(
m3
/
kg
)
 

母
岩
 

0
.
0
0
0
1

 
0
 

1
 

対
数

 

初
期

条
件

（
低

pH
時

）
の

値
は

、
[
3]
(
p4
-
21
4)

の
結

晶
質

岩

(
0
.
0
0
0
1
)
、
堆
積
岩
(
0
.
0
0
0
1
)
の
値
を
参
考
と
し
た
。
 

変
動
時
条
件
（
高

p
H
条
件
、
硝
酸
塩
影
響
）
の
値
は
、
[
3]
(
p4
-2
3
8)
の

結
晶
質
岩
に

対
す

る
硝

酸
塩

（
0
）

と
高

ア
ル
カ

リ
プ

ル
ー

ム
（

1
）、

堆
積

岩
に

対
す

る
硝

酸
塩

（
0
）

と
高

ア
ル

カ
リ

プ
ル

ー
ム

(
1)

を
参

考
に
範
囲
を

設
定

し
た

。
 

N
p
-
2
3
7
の
分
配
係
数
 

(
m3
/
kg
)
 

母
岩

 
1
 

 
0
.
0
0
0
1

5
 

対
数
 

初
期
条
件
（
低

p
H
時
）
の
値
は
、
[
3
]
(
p
4
-
2
1
4
)
の
結
晶
質
岩
(
1
)
、

堆
積

岩
(
1
)
の
値

を
参

考
と

し
た

。
 

変
動
時
条
件
（
高

p
H
条
件
、
硝

酸
塩
影
響
）
の
最
大
値
は
、
[
3]
(
p4
-
23
8
)

の
結
晶
質
岩

に
対

す
る

硝
酸

塩
（

1
）
と

高
ア

ル
カ

リ
プ

ル
ー

ム
（

5
）、

堆
積

岩
に

対
す

る
硝

酸
塩

（
1
）

と
高

ア
ル

カ
リ

プ
ル

ー
ム

(
5
)
、

[
11
]
(D
-
9)

に
お

け
る

酸
化

性
雰

囲
気

条
件

下
の

分
配

係
数

値

(
0
.
0
0
5
)
を
参
考
に
範
囲
を
設
定
し
た
。
 

ま
た

、
変

動
時

条
件

の
最

小
値

は
、

上
記

の
最

大
値

設
定

と
同

じ
文

献
を

参
考

に
す

る
の

に
加

え
、

有
機

物
の

潜
在

的
な

影
響

を
考

慮
し

て
、
0
に

近
い
値

を
設

定
し

た
。
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初
期
条
件
 

（
低
ｐ
H
条
件
）
 

 

変
動
時
条
件
 

（
高

p
H
条
件
）

 

（
硝
酸
塩
影
響
）
 

パ
ラ

メ
ー

タ
 

領
域
 

最
小
値

最
大
値

最
小
値

最
大
値

ス
ケ

ー
ル
 

備
考
 

U
-2
33

の
分
配
係
数
 

(
m3
/
kg
)
 

母
岩

 
1
 

 
0
.
0
0
0
1

5
 

対
数
 

初
期
条
件
（
低

p
H
時
）
の
値
は
、
[
3
]
(
p
4
-
2
1
4
)
の
結
晶
質
岩
(
1
)
、

堆
積

岩
(
1
)
の
値

を
参

考
と

し
た

。
 

変
動
時
条
件
（
高

p
H
条
件
、
硝

酸
塩
影
響
）
の
最
大
値
は
、
[
3]
(
p4
-
23
8
)

の
結
晶
質
岩

に
対

す
る

硝
酸

塩
（

1
）
と

高
ア

ル
カ

リ
プ

ル
ー

ム
（

5
）、

堆
積

岩
に

対
す

る
硝

酸
塩

（
1
）

と
高

ア
ル

カ
リ

プ
ル

ー
ム

(
5
)
、

[
11
]
(D
-
9)

に
お

け
る

酸
化

性
雰

囲
気

条
件

下
の

分
配

係
数

値

(
0
.
0
0
5
)
を
参
考
に
範
囲
を
設
定
し
た
。
 

ま
た

、
変

動
時

条
件

の
最

小
値

は
、

上
記

の
最

大
値

設
定

と
同

じ
文

献
を

参
考

に
す

る
の

に
加

え
、

有
機

物
の

潜
在

的
な

影
響

を
考

慮
し

て
、
0
に

近
い
値

を
設

定
し

た
。

 

T
h
-
2
2
9
の
分
配
係
数
 

(
m3
/
kg
)
 

母
岩

 
1
 

 
0
.
0
0
0
1

5
 

対
数
 

初
期
条
件
（
低

p
H
時
）
の
値
は
、
[
3
]
(
p
4
-
2
1
4
)
の
結
晶
質
岩
(
1
)
、

堆
積

岩
(
1
)
の
値

を
参

考
と

し
た

。
 

変
動
時
条
件
（
高

p
H
条
件
、
硝

酸
塩
影
響
）
の
最
大
値
は
、
[
3]
(
p4
-
23
8
)

の
結
晶
質
岩

に
対

す
る

硝
酸

塩
（

1
）
と

高
ア

ル
カ

リ
プ

ル
ー

ム
（

5
）、

堆
積

岩
に

対
す

る
硝

酸
塩

（
1
）

と
高

ア
ル

カ
リ

プ
ル

ー
ム

(
5
)
、

[
11
]
(D
-
9)

に
お

け
る

酸
化

性
雰

囲
気

条
件

下
の

分
配

係
数

値
(
1)

を

参
考
に
範
囲

を
設

定
し

た
。

 

ま
た

、
変

動
時

条
件

の
最

小
値

は
、

上
記

の
最

大
値

設
定

と
同

じ
文

献
を

参
考

に
す

る
の

に
加

え
、

有
機

物
の

潜
在

的
な

影
響

を
考

慮
し

て
、
0
に

近
い
値

を
設

定
し

た
。
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初
期
条
件
 

（
低
ｐ
H
条
件
）
 

 

変
動
時
条
件
 

（
高

p
H
条
件
）

 

（
硝
酸
塩
影
響
）
 

パ
ラ

メ
ー

タ
 

領
域
 

最
小
値

最
大
値

最
小
値

最
大
値

ス
ケ

ー
ル
 

備
考
 

I
-1
29

の
溶
解
度
 

(
mo
l
/l
)
 

全
領

域
 

易
溶
性

 
 

 
－
 

初
期
条
件
（
低

p
H
時
）
の
値
は
、
[3
]
(p
4
-2
1
2)

の
pH

=8
.
5（

易
溶

性
）
、
pH
＜
1
2
.
5
（

易
溶

性
）
を

参
考

と
し

た
。

 

変
動
時
条
件
（
高

p
H
条
件
、
硝
酸
塩
影
響
）
の
値
は
、
[
3]
(
p4
-2
1
2)
の

（
pH

＞
1
2.
5
（

易
溶

性
）
、

p
H=
1
2.
5
（

易
溶

性
）

を
参

考
に

範
囲

を

設
定
し
た
。

 

＊
酸
化
条
件
の
溶
解
度
は

1
.
0
e
-
0
7
[
化
学
便
覧
]
 

断
面
積
の
サ
ン
プ
リ
ン
グ
値
が

25
00

の
場
合
は
、
自

動
的
に

酸
化

条

件
の
値
と
す

る
。

 

C
-1
4
の
溶
解
度
 

(
mo
l
/l
)
 

全
領

域
 

1
E
-
5
 

易
溶
性

7
E
-
8
 

7
E
-
5
 

対
数
 

初
期
条
件
（
低

p
H
時
）
の
値
は
、
[3
]
(p
4
-2
1
2)

の
pH

=8
.
5（

易
溶

性
）
、
pH
＜
1
2
.
5
（
1
.
0
e
-
0
5
）
を

参
考

と
し

た
。

 

変
動
時
条
件
（
高

p
H
条
件
、
硝
酸
塩
影
響
）
の
値
は
、
[
3]
(
p4
-2
1
2)
の

（
p
H
＞

12
.
5
（

7
.0
e
-0
8
）
、

pH
=
12
.
5
（

7.
0e
-0
5
）

を
参

考
に

範
囲

を
設
定
し
た

。
 

  

N
p-
2
37

の
溶
解
度
 

(
mo
l
/l
)
 

全
領

域
 

6
E
-
9
 

9
E
-
8
 

5
E
-
9
 

2
E
-
1
 

対
数
 

初
期
条
件（

低
p
H
時
）
の

値
は

、[
3]
(
p4
-
21
2
)の

pH
=8
.
5（
9
.0
e-
0
8）
、

p
H
＜
1
2
.
5
（
6
.
0
e
-
0
9
）
を
参
考
と
し
た
。
 

変
動
時
条
件
（
高

p
H
条
件
、
硝
酸
塩
影
響
）
の
値
は
、
[
3]
(
p4
-2
1
2)
の

（
pH

＞
12
.5

（
5
.0
e
-0
9
）
、

pH
=
12
.5

（
5.
0e
-0
9
）
、

[
1
1
]
(
p
D-
9
)
の

酸
化
性
雰
囲
気
の
値
(
4
.
0
e
-
0
5
)
を

参
考

に
範

囲
を

設
定

し
た

。
 

変
動

時
条

件
の

最
大

値
は

、
さ

ら
に

有
機

物
の

潜
在

的
な

影
響

を
考

慮
し
て
、
[
1
4
]
の

I
S
A
濃
度

1
E
-
3
 m
o
l
/
l
相
当
の
有
機
物
影
響
を
想

定
し
て

5
0
0
0
倍
す
る
。
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初
期
条
件
 

（
低
ｐ
H
条
件
）
 

 

変
動
時
条
件
 

（
高

p
H
条
件
）

 

（
硝
酸
塩
影
響
）
 

パ
ラ

メ
ー

タ
 

領
域
 

最
小
値

最
大
値

最
小
値

最
大
値

ス
ケ

ー
ル
 

備
考
 

U
-2
33

の
溶
解
度
 

(
mo
l
/l
)
 

全
領

域
 

1
E
-
8
 

6
E
-
8
 

1
E
-
8
 

2
.
5
E
+
1

対
数
 

初
期
条
件（

低
p
H
時
）
の

値
は

、[
3]
(
p4
-
21
2
)の

pH
=8
.
5（
6
.0
e-
0
8）
、

p
H
＜
1
2
.
5
（
1
.
0
e
-
0
8
）
を
参
考
と
し
た
。
 

変
動
時
条
件
（
高

p
H
条
件
、
硝
酸
塩
影
響
）
の
値
は
、
[
3]
(
p4
-2
1
2)
の

（
pH

＞
12
.5

（
1
.0
e
-0
8
）
、

pH
=
12
.5

（
1.
0e
-0
8
）
、

[
1
1
]
(
p
D-
9
)
の

酸
化
性
雰
囲
気
の
値
(
5
.
0
e
-
0
3
)
を

参
考

に
範

囲
を

設
定

し
た

。
 

変
動

時
条

件
の

最
大

値
は

、
さ

ら
に

有
機

物
の

潜
在

的
な

影
響

を
考

慮
し
て
、
[
1
4
]
の

I
S
A
濃
度

1
E
-
3
 m
o
l
/
l
相
当
の
有
機
物
影
響
を
想

定
し
て

5
0
0
0
倍
す
る
。
 

T
h-
2
29

の
溶
解
度
 

(
mo
l
/l
)
 

全
領

域
 

8
E
-
1
0
 

3
E
-
6
 

6
E
-
1
0
 

5
E
+
0
 

対
数

 

初
期
条
件（

低
p
H
時
）
の

値
は

、[
3]
(
p4
-
21
2
)の

pH
=8
.
5（
3
.0
e-
0
6）
、

p
H
＜
1
2
.
5
（
8
.
0
e
-
1
0
）
を
参
考
と
し
た
。
 

変
動
時
条
件
（
高

p
H
条
件
、
硝
酸
塩
影
響
）
の
値
は
、
[
3]
(
p4
-2
1
2)
の

（
pH

＞
12
.5

（
6
.0
e
-1
0
）
、

pH
=
12
.5

（
7.
0e
-1
0
）
、

[
1
1
]
(
p
D-
9
)
の

酸
化
性
雰
囲
気
の
値
(
5
.
0
e
-
0
6
)
を

参
考

に
範

囲
を

設
定

し
た

。
 

変
動

時
条

件
の

最
大

値
は

、
さ

ら
に

有
機

物
の

潜
在

的
な

影
響

を
考

慮
し
て
、
[
1
4
]
の

I
S
A
濃
度

1
E
-
3
 m
o
l
/
l
相
当
の
有
機
物
影
響
を
想

定
し
て

1
E
+
6
倍
す
る
。
 

高
ｐ
H
期

間
終
了

時
の

 

分
配

係
数
回

復
率

(
%
)
 

全
領

域
 

0
 

 
 

 
－
 

分
配

係
数

は
、

媒
体

の
鉱

物
組

成
等

に
依

存
す

る
こ

と
か

ら
、

化
学

異
常

の
終

了
後

に
お

い
て

も
、

化
学

異
常

開
始

前
に

は
回

復
し

な
い

も
の
と
し
た

。
 

高
ｐ
H
期

間
終
了

時
の

 

溶
解

度
回
復

率
(
%
)
 

全
領

域
 

1
0
0
 

 
 

 
－
 

溶
解

度
は

、
主

に
空

隙
水

の
性

状
に

依
存

す
る

こ
と

か
ら

化
学

異
常

終
了

後
で

は
、

化
学

異
常

開
始

前
の

溶
解

度
に

復
帰

す
る

も
の

と
し

た
。
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表
3
-
6
 

水
理

に
関

す
る

パ
ラ

メ
ー

タ
 

初
期
条
件
 

変
動
時
条
件
 

パ
ラ

メ
ー

タ
 

領
域
 

最
小
値

最
大
値

最
小
値

最
大
値

ス
ケ

ー
ル
 

備
考
 

廃
棄

体
と
地

下
水

の
接

触

す
る

ま
で
の

期
間

(
年
）
 

廃
棄

体
 

0
 

 
 

 
 

処
分
後
速
や

か
に

、
廃

棄
体

は
地

下
水

と
接

触
す

る
も

の
と

し
た

。
 

動
水

勾
配

 
全

領
域

 
0
.0
0
44

0
.2
3
 

 
 

対
数
 

[
13
]
(I
I
I-
2
9,
図

3
.3
-
3
か
ら
)
平
均
値

10
-1
.
5
、

標
準

偏
差

0
.
8
6
と

し
て

、
±
2
σ
の

範
囲

で
設

定
。

 

ガ
ス

発
生
に

伴
う

 

地
下

水
流
速

増
加

 

開
始

時
刻
(
年
)
 

全
領

域
 

0
 

1
00
0
 

 
 

対
数
 

水
素
ガ
ス
発

生
を

伴
う

還
元

性
腐

食
の

開
始

時
刻

と
し

て
、
最
小

値
お

よ
び

最
大

値
を

緩
衝

材
内

部
の

残
存

酸
素

量
の

推
定

結
果

[1
6
]p
1
30

を
用
い
て
想

定
。

 

廃
棄

体
単
位

体
積

あ
た

り

か
ら

の
ガ
ス

発
生

速
度

(
m3
/
y)
 

全
領

域
 

1
E-
3
 

4
E-
2
 

 
 

対
数
 

廃
棄
体
を
収

納
す

る
ド

ラ
ム

缶
を

想
定

し
、
そ
の

腐
食

速
度

の
範

囲
か

ら
ガ
ス
の
発
生
速
度
を
求
め
、
深
度

1
0
0
m
で
の
体
積
と
し
て
入
力
す

る
。
 

地
下

水
流
速

が
上

昇
す

る

期
間

（
年
）

 

全
領

域
 

_
*
 

_
*
 

 
 

対
数
 

最
大
値
は

、
腐
食

が
終

了
す

る
ま

で
の

期
間
、
ま

た
は
、
ガ
ス
発

生
に

よ
る

総
排

水
量

が
廃

棄
体

部
分

の
排

水
可

能
な

空
隙

体
積

に
達

す
る

ま
で
の
期
間

の
う

ち
、
短

い
方
の

期
間

を
選

択
す

る
。
最

小
値
は

、
地

下
水
流
速
増

加
開

始
時

刻
と

同
じ

。
 

ガ
ス

発
生
に

よ
り

下
方

に

排
水

さ
れ
る

領
域

中
の

 

空
隙

水
の
割

合
 

全
領

域
 

0
 

1
 

 
 

線
形
 

施
設
内
の
ガ

ス
圧

の
上

昇
に

伴
い

、
排
水

さ
れ
る

空
隙

水
体

積
。
廃

棄

体
領
域
の
全

空
隙

量
に

対
す

る
比

率
と

す
る

。
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表
3
-
7
 

地
球

化
学

異
常

お
よ

び
領

域
の

劣
化

に
関

す
る

パ
ラ

メ
ー

タ
 

初
期
条
件
 

変
動
時
条
件
 

パ
ラ

メ
ー

タ
 

領
域
 

最
小
値

最
大
値

最
小
値

最
大
値

ス
ケ

ー
ル
 

備
考
 

地
球

化
学
異

常
 

開
始

時
刻
(
年
)
 

廃
棄

体
 

コ
ン

ク
リ
ー

ト

バ
リ

ア
 

0
 

 
 

 
－
 

コ
ン
ク
リ
ー

ト
と

地
下

水
の

接
触

開
始

時
刻
（
0
年

）
と

同
じ
と

し
た
。 

地
球

化
学
異

常
 

継
続

期
間
(
年
)
 

廃
棄

体
 

コ
ン

ク
リ
ー

ト

バ
リ

ア
 

1
E3

 
1
E6

 
 

 
対
数
 

[
3]

で
示

さ
れ

た
コ

ン
ク

リ
ー

ト
影

響
継

続
期

間
で

あ
る

、
R
eg

io
n
-I

の
継
続
期
間

10
0
0
年
、R
e
g
i
o
n
-
I
I
I
の

期
間

5
0
万

年
を
参
考

と
し

て
、

最
小
値
と
最

大
値

を
決

定
し

た
。

 

地
球

化
学
異

常
 

開
始

時
刻
(
年
)
 

緩
衝

材
 

0
 

1
E8

 
 

 
対
数
 

最
小

値
は

コ
ン

ク
リ

ー
ト

と
地

下
水

の
接

触
開

始
後

瞬
時

に
緩

衝
材

ま
で

及
ぶ

こ
と

を
想

定
し

た
。

 
最

大
値

は
、

変
化

の
な

い
場

合
を

想

定
し
た
。
 

地
球

化
学
異

常
 

継
続

期
間
(
年
)
 

緩
衝

材
 

1
E8

 
 

 
 

－
 

期
間
終
了
後

に
液

性
が

回
復

し
て

も
、
鉱
物

が
変

質
し

て
る

場
合

は
分

配
係
数
も
回

復
し

な
い

こ
と

が
予

想
さ

れ
る

た
め

、
化

学
異

常
が

永
久

的
に
継
続
す

る
と

想
定

し
た

。
 

地
球

化
学
異

常
 

開
始

時
刻
(
年
)
 

母
岩

 

0
 

1
E8

 
 

 
対
数
 

最
小

値
は

コ
ン

ク
リ

ー
ト

と
地

下
水

の
接

触
開

始
後

瞬
時

に
母

岩
ま

で
及

ぶ
こ

と
を

想
定

し
た

。
 
最

大
値

は
、

変
化

の
な

い
場

合
を

想
定

し
た
。
 

地
球

化
学
異

常
 

継
続

時
間
(
年
)
 

母
岩

 

1
E8

 
 

 
 

－
 

期
間
終
了
後

に
液

性
が

回
復

し
て

も
、
鉱
物

が
変

質
し

て
る

場
合

は
分

配
係
数
も
回

復
し

な
い

こ
と

が
予

想
さ

れ
る

た
め

、
化

学
異

常
が

永
久

的
に
継
続
す

る
と

想
定

し
た

。
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パ
ラ

メ
ー

タ
 

領
域
 

初
期
条
件
 

変
動
時
条
件
 

ス
ケ

ー
ル
 

備
考
 

劣
化

開
始
時

刻
(
年
)
 

コ
ン

ク
リ
ー

ト

バ
リ

ア
 

0
 

-
*
 

 
 

対
数
 

最
小
値
に
つ

い
て

は
、
コ
ン

ク
リ

ー
ト

バ
リ

ア
の

地
球

化
学

異
常

開
始

時
刻

(
0)

、
最

大
値

に
つ

い
て

は
、

コ
ン

ク
リ

ー
ト

バ
リ

ア
で

の
地

球

化
学
異
常
の

終
了

時
刻

を
設

定
し

た
。

 

劣
化

継
続
期

間
(
年
)
 

コ
ン

ク
リ
ー

ト

バ
リ

ア
 

∞
 

 
 

 
－
 

劣
化

後
の

透
水

係
数

お
よ

び
実

効
拡

散
係

数
の

回
復

を
想

定
し

な
い

た
め
、
劣
化

継
続

期
間

は
∞

と
し

た
。

 

劣
化

開
始
時

刻
(
年
)
 

緩
衝

材
 

0
 

1
E8

 
 

 
対
数
 

最
小

値
に

つ
い

て
は

、
廃

棄
体

の
地

球
化

学
異

常
開

始
時

刻
(0
)
、

最

大
値
に
つ
い

て
は

変
化

の
な

い
場

合
を

想
定

し
た

。
 

 

劣
化

継
続
期

間
(
年
)
 

緩
衝

材
 

∞
 

 
 

 
－
 

劣
化

後
の

透
水

係
数

お
よ

び
実

効
拡

散
係

数
の

回
復

を
想

定
し

な
い

た
め
、
劣
化

継
続

期
間

は
∞

と
し

た
。
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表
3
-
8
 

生
物

圏
に

関
す

る
パ

ラ
メ

ー
タ

 
初
期
条
件
 

変
動
時
条
件
 

パ
ラ
メ
ー

タ
 

領
域
 

最
小
値

最
大
値

最
小
値

最
大
値

ス
ケ

ー
ル
 

備
考
 

I
-1
29

線
量
換
算
係
数
(
Sv
/
Bq
)
 

生
物
圏

1
E-
1
6
 

1
E-
1
3

 
 

対
数
 

7
.5
e
-1
6
[3
]
(p
4
-2
3
2)

 

C
-
1
4
線
量
換
算
係
数
 

生
物

圏
5
E-
1
7
 

5
E-
1
4

 
 

対
数
 

1
.5
5
e-
1
6[
3
](
p
4-
2
32
)
 

N
p
-
2
3
7
線
量
換
算
係
数
 

生
物

圏
1
E-
1
5
 

1
E-
1
2

 
 

対
数
 

8
.4
3
e-
1
5[
3
](
p
4-
2
32
)
 

U
-
2
3
3
線
量
換
算
係
数
 

生
物
圏

5
E
-
1
6
 

5
E
-
1
3

 
 

対
数
 

9
.4
6
e-
1
6[
3
](
p
4-
2
32
)
 

T
h
-
2
2
9
線
量
換
算
係
数
 

生
物

圏
5
E-
1
4
 

5
E-
1
1

 
 

対
数
 

3
.9
2
e-
1
3[
3
](
p
4-
2
32
)
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図 3-2 核種放出率の時間依存性（プラスチック固化体）
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図 3-3 核種放出率の時間依存性（アスファルト固化体／区分 1） 
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図 3-4 核種放出率の時間依存性（アスファルト固化体／区分 2） 
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図 3-5 核種放出率の時間依存性（ROBE 固化体／区分 1） 
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図 3-6 核種放出率の時間依存性（ROBE 固化体／区分 2） 
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図 3-7 核種放出率の時間依存性（ROBE 固化体／区分 3） 
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図 3-8 核種放出率の時間依存性（ROBE 固化体／区分 4） 
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表 3-18 確認計算結果 

対象廃棄体 区分 最大線量(Sv/y) 

プラスチック固化体 - 2.8E-06 

アスファルト固化体 区分１ 7.0E-06 

アスファルト固化体 区分２ 2.4E-05 

ＲＯＢＥ固化体 区分１ 1.1E-06 

ＲＯＢＥ固化体 区分２ 1.2E-05 

ＲＯＢＥ固化体 区分３ 7.6E-06 

ＲＯＢＥ固化体 区分４ 3.1E-05 
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3.3 影響事象の抽出 

3.3.1 影響事象の抽出手法 

本検討における影響事象抽出の手順は以下のとおりである。 

  ①重要パラメータのＦＥＰへの関連づけ 

  ②重要パラメータに関するＦＥＰからの「評価すべき事象」の抽出 

  ③影響事象の整理 

以下にその詳細を記す。 

 

(1) 重要パラメータのＦＥＰへの関連づけ 

3.2 節において実施された感度解析によって，核種移行解析上線量に対して影響

の大きいパラメータが抽出された。これらの重要なパラメータを変動させる要因

をＦＥＰから導くためには，まず，当該パラメータをそれを特徴づけるＦＥＰを

明確にすることが望ましい。以下に，核種移行パラメータとそれを特徴づけるＦ

ＥＰとの組み合わせの例を示す。 

   

  ・形状寸法（体積，面積，厚さ） → ―――の特性 

  ・間隙率            → ―――の特性 

  ・地下水流速          → ―――での水理 

  ・閉じこめ期間         → 廃棄体容器の特性 

  ・浸出期間           → 廃棄物の特性 

  ・溶解度            → ―――での核種の沈殿・溶解 

  ・分配係数           → ―――での核種の吸着 

 

(2) 重要パラメータに関するＦＥＰからの「評価すべき事象」の抽出 

重要パラメータを特徴づけるＦＥＰから，当該パラメータに影響を及ぼすと考

えられる事象を抽出する。具体的には，ＦＥＰ辞書中の「３．評価すべき事象」

のうち，当該パラメータに影響を及ぼすと考えられる事象をピックアップする。 

 

(3) 影響事象の整理 

本検討で使用するＦＥＰ辞書は，網羅性に主眼点を置いて記述されているため，
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「３．評価すべき事象」においても，記述が重複する場合があると考えられる。

また，対象とする重要パラメータのみを意識して記述されているわけではないた

め，影響を及ぼすと考えられる事象が直接的に読みとりにくい場合もある。よっ

て，ここでは上述までの検討で抽出された影響事象を，重要パラメータへの影響

という観点で整理する。 

 

3.3.2 対象廃棄体の余裕深度処分における影響事象の抽出 

ここでは，上記の手法を用いることによって，本研究の核種移行感度解析結果

から明らかになった重要パラメータを利用して，対象廃棄物の余裕深度処分での

核種移行解析に影響を及ぼす事象を抽出した。 

 

(1) 重要パラメータのＦＥＰへの関連づけ 

3.2 節における核種移行感度解析の結果から，以下のパラメータが中線量及び高

線量の領域で核種移行解析結果に感度を有するパラメータとして抽出された。 

 ・核種浸出率 

 ・コンクリートバリアの厚さ 

 ・コンクリートバリア劣化後透水係数 

 ・コンクリートバリア劣化開始時刻 

 ・緩衝材厚さ 

 ・緩衝材劣化後透水係数 

 ・緩衝材劣化開始時刻 

 ・天然バリア長さ 

 ・天然バリア透水係数 

 ・廃棄体での化学的変動前の C-14 の分配係数 

 ・動水勾配 

 ・ガス発生速度 

 ・I-129 線量換算係数 

 ・C-14 線量換算係数 

 

これらのうち，天然バリア長さ，天然バリア透水係数，動水勾配及び核種の線
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量換算係数については，サイト依存性が高いため，別途検討することとした。ま

た，コンクリートバリアの厚さ及び緩衝材の厚さについては，処分施設の設計で

対応するものであるため対象外とした。 

残りのパラメータについては，それぞれ表 2-3 のＦＥＰリストの中から最も関

連が深いと考えられるＦＥＰを選択し，そのパラメータを特徴づけるＦＥＰとし

た。重要パラメータをＦＥＰと関連づけた結果を表 3-19 に示す。 

 

(2) パラメータに関するＦＥＰからの「評価すべき事象」の抽出 

ここでは，上述の重要パラメータに関するＦＥＰ辞書に記載されている「評価

すべき事象」のうち，対象とするパラメータに関係し，影響事象として取り扱う

べき事象を抽出した。 

重要パラメータに対応したＦＥＰに関する「評価すべき事象」の一覧を表 3-20

に示す。また，表 3-21～表 3-33 に，重要パラメータに関するＦＥＰ毎に，その重

要度を判断した結果を示す。表中，重要度は，「評価すべき事象」と着目するパラ

メータとの関連性がない場合，あるいは「評価すべき事象」が着目するパラメー

タに及ぼす影響が文献等により明らかに小さいことが解っている場合は，“低”と

した。また，それ以外のものについては，線量評価への影響の度合いが明らかで

ないものも含め，その重要度を”高”とし，影響事象として扱うこととした。こ

の検討により，重要度が“高”と判断されたものを，当該の重要パラメータに対

する影響事象とした。 

以上の検討結果から得られた，それぞれの重要パラメータに対する影響事象を

表 3-34 にまとめる。 

 

(3) 影響事象の整理 

上述までの検討で得られた結果から，重要パラメータへの影響という観点で影

響を及ぼすと考えられる事象をより明確にするため，抽出された影響事象を重要

パラメータ毎に整理する。 

 

(a) 核種浸出率 

廃棄体からの核種の浸出率に関する影響事象については，対象廃棄体毎に整
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理する。 

 

   ①プラスチック固化体 

プラスチック固化体の核種浸出率に影響を及ぼす事象としては，【プラスチッ

クの劣化】が挙げられている。劣化の機構としては，アルカリ分解が最も重要

であると考えられる。ただし，プラスチック固化体の浸出試験に関する文献は

乏しく，また，プラスチック固化体はその原材料や固化方法が多様であるため，

類似の固化体でない限り，その文献の利用範囲は制限される。また，同様に【ガ

ス影響】，【微生物影響】，【放射線分解・放射線損傷】も影響事象として挙げら

れている。これらの影響を確認するためには，対象廃棄体あるいはその模擬廃

棄体を使用して，なるべく処分施設に近い環境を想定した浸出試験を実施する

ことが必要である。 

 

   ②アスファルト固化体 

アスファルト固化体の浸出率に影響を及ぼす事象としては，【水の取り込みに

よる膨潤】，【アスファルトの劣化】，【放射線分解・放射線損傷】，【微生物影響】

及び【ガスの影響】が挙げられる。これらの事象が及ぼす影響の度合いは，浸

出試験により確認することが可能である。実際，浸出試験は様々な機関で実施

されており，例えば九石ら（1997）は，模擬アスファルト固化体からの可溶性

元素の浸出試験を実施している。ただし，浸出試験により得られる浸出速度は，

上記の影響事象が複雑に関係しあうと考えられるため，個々の影響事象につい

て確認するためには，試験計画を十分に検討する必要がある。また，対象廃棄

体および模擬廃棄体を使用して，なるべく処分施設に近い環境を想定した浸出

試験を実施することが必要である。 

 

   ③ＲＯＢＥ固化体 

ＲＯＢＥ固化体は，現状では最終的な固化方法は決定していない。そのため，

本検討では仮にセメント固化されると想定して検討した。セメントマトリクス

は多孔質媒体であるため，廃棄体自体に閉じ込め性は期待できない。一般的に，

核種移行解析では，評価結果が保守的となるように廃棄体から瞬時に放出され
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ると仮定されている。しかしながら，敢えて影響事象を抽出すれば，【応力】，【セ

メントの化学的劣化】，【ガスの影響】，【高ｐＨ影響】，【海水影響】が挙げられ

る。これらの事象は，力学的劣化あるいは化学的劣化により間隙水とセメント

マトリクスとの接触面積が増加することにより，間隙水への核種の放出が促進

されることを考慮したものである。今後は，セメント固化以外も候補としつつ，

廃棄体に要求される要件を整理し，処理方法を検討する必要がある。 

 

(b) コンクリートバリア劣化後透水係数 

「劣化後のコンクリートバリア透水係数」に影響を及ぼす事象としては，大

別すれば以下の２つにまとめられる。 

  ∙ 化学的劣化による透水係数の増加 

  ∙ 力学的影響による亀裂発生に伴う巨視的な観点での透水係数の増加 

 

前者は，上述「評価すべき事象」のうち，【セメント変質】，【硝酸塩】及び【物

質の輸送】が関連する。化学的劣化による透水係数の増加は，セメント成分の

溶出による空隙増加が要因となり，比較的長期にわたって現象が進展するもの

と考えられる。しかしながら，セメント鉱物の反応速度，生成する２次鉱物生

成に関する知見等，長期の間隙率変遷を評価するための情報が不足している。 

 

後者は，上述「評価すべき事象」のうち，【鋼材の腐食】，【ガス】，【応力】及

び【ひび割れ】が該当する。力学的影響による亀裂発生は，応力場が安定して

いない処分場閉鎖初期におこる可能性と，長期的な構成材料の劣化に伴って発

生する可能性の双方が考えられる。応力発生の要因としては，水和熱，外部荷

重，鉄筋の腐食膨張，ガスの発生・蓄積等が考えられる。また，間隙水中に硫

酸塩を多く含む場合は，硫酸イオンがセメント鉱物と反応して密度の大きいエ

トリンガイトが生成することにより応力が発生する。亀裂が発生することによ

り，巨視的には透水係数が増加するが，亀裂の生じたコンクリートバリアに対

する水理評価のモデルとして，多孔質媒体としてではなく亀裂性媒体として扱

う必要性についても示唆される。亀裂性媒体として評価するためには，上記の

事象による亀裂発生の頻度，亀裂幅等を定量的に把握することが必要になるが，
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現状では知見が不足している。 

 

(c) コンクリートバリア劣化開始時刻 

本項目における劣化とは，主に透水係数の上昇を指す。これは，感度解析の

結果，透水係数の上昇が線量への影響が大きいことが示されたためである。そ

のため，本項目の影響事象は，上述の「コンクリートバリア劣化後透水係数」

と密接に関連する。影響を及ぼす事象も同様に以下の２つに大別できる。 

  ∙ 化学的劣化による透水係数の増加 

  ∙ 力学的影響による亀裂発生に伴う巨視的な観点での透水係数の増加 

そのため，劣化の開始時刻もそれぞれのメカニズムに応じて異なる影響事象

によって支配されると考えられる。化学的な劣化開始時刻については，ＦＥＰ

「TC41：コンクリート部での水化学」に関する影響事象である【溶存成分の移

動】，【酸化性雰囲気の過渡的・局所的形成】，【材料特性】，【セメントの変質】，

【有機物】，【高ｐＨ影響】，【硝酸塩】が関連する。力学的影響による劣化開始

時刻については，ＦＥＰ「TC41：コンクリート部での水化学」に関する影響事

象である【金属の腐食】，及びＦＥＰ「TC31：コンクリート部での応力」に関

する影響事象である【応力】，【ガス影響】【セメント鉱物変質】および両ＦＥＰ

にある【金属腐食】が関連する。これらは一般的に化学的な劣化については長

期間にわたって徐々に性能が低下するのに対し，力学的な影響による劣化は瞬

間的に性能が低下することも考えられるという特徴を有する。また，劣化開始

時刻の観点からは，化学的劣化および物理的劣化ともに信頼性の高い定量的評

価を実施するためには知見が不足している。 

 

(d) 緩衝材劣化後透水係数 

緩衝材の劣化後の透水係数に影響を及ぼす因子としては，大別して以下の３

項目が挙げられる。 

  ① ベントナイト鉱物の化学的な変質による透水性上昇 

  ② 地下水性状（イオン強度）の変化による透水性上昇 

  ③ 力学的な変形による止水性の低下 

本検討で抽出された影響事象のうち，【ベントナイトの変質】及び【物質の輸
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送】は①に該当する。また，【高ｐＨ影響】及び【硝酸塩】は①及び②の両方，

【ガス】及び【応力】は③にそれぞれ該当すると考えられる。これらについて

は，地層処分の性能評価あるいは処分技術に関する研究において，影響確認試

験等が継続的に実施されているが，現状では特にベントナイトの長期的な劣化

に関しては未だ不明な点が多い。 

 

(e) 緩衝材劣化開始時刻 

このパラメータは前述の「緩衝材劣化後透水係数」と同様に，劣化のメカニ

ズムとしては大きく以下の３つに分けられる。 

  ① ベントナイト鉱物の化学的な変質による透水性上昇 

  ② 地下水性状（イオン強度）の変化による透水性上昇 

  ③ 力学的な変形による止水性の低下 

そのため，緩衝材の劣化の開始時間も，これらの劣化メカニズムに応じてそ

れぞれ異なった影響事象により支配されると考えられる。本検討で抽出された

影響事象のうち，「TB41：緩衝材での水化学」に関する【水理】【溶存成分の移

動】【酸化性雰囲気の過渡的・局所的形成】【材料特性】【ベントナイトの変質】

【間隙水性状】【微生物】【硝酸塩影響】【高ｐＨ影響】は①に関連する。また，

【材料特性】【間隙水組成】【高ｐＨ影響】【硝酸塩影響】は②に関連する。さら

に，【ガス】【材料特性】ならびに「TB31：緩衝材での応力」に関する【圧密沈

下】，【クリープ現象】，【膨張】及び【ガス】は③に関連する。 

①に関しては，ＴＲＵ廃棄物の地層処分に関する検討においても，水化学解

析等により定量的な解析が実施されているが，高ｐＨ間隙水，硝酸塩と緩衝材

との反応メカニズムについて十分な理解が得られておらず，さらなる検討が必

要である。また，②に関しては，廃棄体からの硝酸塩の漏出速度が重要な因子

となるが，試験により硝酸塩の透水性に対する影響程度について確認する必要

がある。さらに，③については，ガス発生速度，人工バリアの透気性等の影響

を受けるが定量的な評価手法については開発途上である。 

 

(f) 廃棄体での化学的変動前の C-14 の分配係数 

本研究における感度解析では廃棄体領域は廃棄体及び充填材を均一混合媒体
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として評価したため，本項目の「廃棄体」は廃棄体と充填材が該当する。その

ため，本項目に関連するＦＥＰは，「TW74：廃棄体での核種の吸着」及び

「TM74：充填材での核種の吸着」の２つである。どちらのＦＥＰにおいても，

【ｐＨによる核種の分配係数への影響】，【Ｅｈによる核種の分配係数への影響】，

【イオン強度による核種の分配係数への影響】，【分配係数の同位体分配】，【ガ

スによる核種の分配平衡への影響】【微生物による核種の分配係数への影響】及

び【硝酸塩による核種の分配係数への影響】が影響事象として抽出されている。 

C-14 は，その水化学環境によって化学形態を変えやすく，また，化学形態に

よりその吸着性も大きく異なる。そのため，人工バリア領域における C-14 の存

在形態を把握することは重要である。特に，本検討の対象廃棄物であるＲＯＢ

Ｅ固化体は硝酸塩を多く含むが，硝酸イオン存在下における C-14 の吸着性に関

する知見は現状では少ない。さらに，有機物は微生物の栄養素となるため，C-14

の存在形態は微生物活動の影響を大きく受けることが予想される。ただし，微

生物活動については高アルカリ，高放射線下という処分施設環境における活動

性を確認する必要がある。 

 

(g) ガス発生速度 

ガスの発生に関連するＦＥＰは，「TW81：廃棄体でのガス」及び「TC81：コ

ンクリート部でのガス」の２つである。どちらのＦＥＰにおいても，【ガスの成

分組成と水中の溶解量および水の物性】【ガスの発生速度】及び【微生物】が影

響事象として抽出されている。 

本検討の対象であるＲＯＢＥ固化体においては，考慮すべきガスの発生機構

として，以下の項目が挙げられる。 

  ・ 金属の嫌気性腐食に伴う水素ガス発生 

  ・ 放射線分解によるガス発生 

  ・ 微生物活動に伴うガス発生 

  ・ α崩壊による He ガス発生 

このうち，ガス発生速度について最も重要と考えられるのは，金属の腐食に

伴う水素ガス発生である。これは，廃棄体では廃棄体容器あるいは処分容器，

コンクリート部では構造躯体に使用される鉄筋等が対象となる。これらのガス
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発生速度に影響を及ぼす因子は，金属の存在量，ｐＨ，酸素濃度といった地下

水性状が考えられる。また，放射線分解によるガス発生については，間隙水中

に硝酸イオンが存在する場合と存在しない場合では，放射線分解により発生す

る水素ガスの速度，あるいは窒素ガスの発生量が異なる可能性がある。 

 

(4) 天然バリア及び生物圏に関するパラメータの検討 

上述したように，3.2 節における感度解析結果から，動水勾配，天然バリア透水

係数および核種の生物圏換算係数が，線量への影響が大きいパラメータとして抽

出された。これらのパラメータに対しても他のパラメータと同様にＦＥＰから演

繹的に影響事象を抽出することが望ましいが，本検討のベースとなるＦＥＰは，

主にニアフィールドに主眼を置いているため，天然バリア及び生物圏のパラメー

タに対して使用することは適切でない。 

天然バリア及び生物圏に関するパラメータは，基本的にはサイトに依存すると

ころが大きいパラメータである。ただし，地質環境等の変化によって変動する可

能性があり，これらのパラメータの影響事象となりうると考えられる。よってこ

こでは，第２次取りまとめにおけるわが国における地質環境に関する研究等を参

考に，これらの重要パラメータに対しての影響事象を抽出する。 

 

(a) 動水勾配 

動水勾配は，地形条件に依存することが大きい。そのため，隆起・浸食等に

より地表の勾配が変わることにより動水勾配が変化する可能性がある。また，

地震により瞬間的に地下水流速が急激に上昇する「サイズミックポンピング」

といった事象も考慮すべきである。 

 

(b) 天然バリア透水係数 

天然バリアの透水係数を変動させる要因としては，大きく２つに分けること

が出来る。ひとつは人工バリアからの影響，もう一つが天然事象の影響である。

前者は，例えばセメント系材料からの溶出成分による岩の変質作用などがある。

また，坑道掘削時，施工時などにおける岩盤のゆるみ，地表水，酸素の浸入な

どが影響を及ぼす可能性がある。後者では地震等による岩盤のゆるみが挙げら
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れる。特に，余裕深度処分では地層処分と比較して深度が浅いため特に注意す

べきと考えられる。 

 

(c) 核種の線量換算係数 

生物圏における核種の線量への換算係数は，サイトに依存するパラメータで

あると同時に，時間的な不確実性が大きいパラメータであるといえる。その時

間的な不確実性の要因は，人間の生活習慣の変化，気候変動，地形変動等に由

来する。これらは，線量評価においてピークの得られる時間等，安全評価とし

どの程度の長さの期間を考えるべきか，という情報も重要な要素となる。また，

これらの不確実性に関する問題を解消するために，リファレンスバイオスフィ

アや補完的な評価指標に関する検討が国際的にも活発である。 
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4. 環境影響評価に関する検討 

4.1 はじめに 

本研究の対象廃棄体には相当量の硝酸及びほう素が含まれており，当該廃棄体を

一般及び産業廃棄物として捉えた場合，それが処分の成立性に対して影響を及ぼす

ことが懸念される。 

そこで本検討では，硝酸及びほう素に係る環境問題について調査し，当該物質を

含む廃棄物の環境上の問題点について検討する。具体的には，一般及び産業廃棄物

に対する現行の環境影響評価の内容，環境基準の設定根拠，環境汚染や影響評価の

事例及び環境中挙動に関する研究事例を調査する。また，当該廃棄体に対して想定

される処分概念に基づき，物質移行解析コードを使用して，埋設施設から生物圏に

至るまでの硝酸及びほう素の移行評価を実施し，評価結果と現行環境基準とを比較

検討する。 

 

4.2 化学物質の環境影響に関する調査検討 

必要な事項について，文献調査または必要に応じて関係機関及び専門家への聞き

取り調査を実施した。また，調査結果を整理するとともに，硝酸及びほう素を含む

ＴＲＵ廃棄物を産業廃棄物として捉えた場合の環境上の問題点について検討した。 

 

4.2.1 一般・産業廃棄物の処分に伴う環境影響評価内容に関する調査 

(1) 調査概要 

硝酸やほう素及びその他の化学物質を含む廃棄物を処分する際に考慮すべき環

境影響に関する資料を収集し，以下の事項についてとりまとめた。 

① 一般・産業廃棄物の処分に関する法律の内容 

② 環境影響評価の内容 

③ 環境影響の調査・予測手法 

 

収集した資料は，次のとおりである。 

 

○ 一般・産業廃棄物の処分に関する法律関係資料 

① 廃棄物処理及び清掃に関する法律（S.45.12.25） 
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② 廃棄物処理及び清掃に関する法律施行令（S.46. 9.23） 

③ 廃棄物処理及び清掃に関する法律施行規則（S.46. 9.23） 

④ 一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係る技術上の基

準を定める命令（S.52. 3.14） 

⑤ 金属等を含む産業廃棄物に係る制定基準を定める総理府令（S.48. 2.17） 

○ 環境影響評価の内容，調査・予測手法関係資料 

① 環境影響評価法（H. 9. 6.13） 

② 環境影響評価法施行令（H. 9.12. 3） 

③ 環境影響評価法施行規則（H.10. 6.12） 

④ 廃棄物の最終処分場事業に係る環境影響評価の項目並びに当該項目にか

かる調査，予測及び評価を合理的に行うための手法を選定するための指針，

環境の保全のための措置に関する指針等を定める省令（H.10. 6.12） 

 

(2) 一般・産業廃棄物の処分に関する法律の内容 

一般・産業廃棄物の処分に関する法律は「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」

（以下「廃棄物処理法」という）である。 

この法律は一般廃棄物と産業廃棄物に関して 

・廃棄物の処理基準（収集・運搬，中間処理，埋立，海洋投入） 

・廃棄物処理業の許可 

・廃棄物処理施設の許可 

・廃棄物処理施設の維持管理  等 

について定めている。 

以下に硝酸，ほう素を含む廃棄物の処分に係わる事項について整理した。 

 

(a) 対象となる廃棄物 

廃棄物処理法が対象とする廃棄物は「ごみ，粗大ごみ，燃え殻，汚泥，ふん

尿，廃油，廃酸，廃アルカリ，動物の死体，その他の汚物又は不要物であって，

固形状又は液状のもの（放射性物質及びこれによって汚染された物を除く。）」

とされている。 

なお，放射性物質及びこれによって汚染された廃棄物等については「放射性
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同位元素等による放射線障害の防止に関する法律」によって規制されており，

この法律が対象とする放射性物質の定義は表 4-1 に示すとおりであるが，この

法律と廃棄物処理法はリンクしておらず，表 4-1 に示す基準以下のものであっ

ても，廃棄物処理法の対象外となる可能性がある。 

 

(b) 廃棄物の分類 

廃棄物は，一般廃棄物と産業廃棄物に区分され，事業活動に伴って生ずる廃

棄物は産業廃棄物である。 

また，産業廃棄物のうち「人の健康又は生活環境に係る被害を生ずるおそれ

がある性状を有するもの」は「特別管理産業廃棄物」とされ，さらにそのうち

有害物質を含むものは「特定有害産業廃棄物」として区分される。（表 4-2） 

特定有害産業廃棄物の判定基準は，表 4-3 に示すとおりであり，現段階では

硝酸性窒素・亜硝酸性窒素およびほう素については有害物質とされていない。 

 

 

表 4-1 放射性同位元素の定義 

 

放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律第２条第２項の放射性同位

元素は，放射線を放出する同位元素及びその化合物並びにこれらの含有物（機器に装

備されているこれらのものを含む。）で，放射線を放出する同位元素の数量及び濃度が

文部科学大臣が定める数量及び濃度をこえるものとする。ただし，次に掲げるものを

除く。 

（１） 原子力基本法第３条第２号に規定する核燃料物質及び同条第３号に規定する核原料物質 

（２） 薬事法第２条第１項に規定する医薬品 

（３） 
薬事法第２条第４項に規定する医療用具で，文部科学大臣が厚生大臣又は農林水産大臣

と協議して指定するものに装備されているもの 

（４） 

工業標準化法第１９条第１項に規定する日本工業規格に該当するものであることを示す

特別の表示を附された鉱工業品又は放射線障害の防止に関してこれと同等に安全と認め

られる鉱工業品であって，文部科学大臣が指定するものに用いられている自発光性の塗

料 

（放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律施行令） 
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放射線を放出する同位元素の数量及び濃度 

放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律施行令第１条に規定する放

射線を放出する同位元素の数量及び濃度は，数量については次の各号に掲げるとおり

とし，濃度については７４ベクレル毎グラムとする。ただし，自然に賦存する放射線

を放出する同位元素及びその化合物並びにこれらの含有物で固体状のものに係る濃度

については，３７０ベクレル毎グラムとする。 

（１） 
放射線を放出する同位元素が密封されていないものであって，その種類が１種類のものに

ついては，次の表の左欄に掲げる種類に応じて，それぞれ同表の右欄に掲げる数量 

（２） 

放射線を放出する同位元素が密封されていないものであって，その種類が２種類以上のも

のについては，次の表の左欄に掲げる種類の放射線を放出する同位元素のそれぞれの数量

の同表の右欄に掲げる数量に対する割合の和が１となるようなそれらの数量 

（３） 放射線を放出する同位元素で密封されたものについては，３．７メガベクレル 

（４） 

放射線を放出する同位元素で時計その他の機器又は装置以外の物に密封されたもの（放電

管，煙感知器その他の機器又は装置に装備されたものを除く。）であって，それらの集合

したものについては，その集合したものごとに３．７メガベクレル 

 
  

種                類 数      量 

ストロンチウム９０及びアルファ線を放出する同位元素 ３．７キロベクレル 

物理的半減期が３０日を超える放射線を放出する同位元素（トリチウム，

ベリリウム７，炭素１４，硫黄３５，鉄５５，鉄５９及びストロンチウム

９０並びにアルファ線を放出するものを除く。） 

３７キロベクレル 

物理的半減期が３０日以下の放射線を放出する同位元素（ふっ素１８，ク

ロム５１，ゲルマニウム７１及びタリウム２０１並びにアルファ線を放出

するものを除く。）並びに硫黄３５，鉄５５及び鉄５９ 

３７０キロベクレル 

トリチウム，ベリリウム７，炭素１４，ふっ素１８，クロム５１，ゲルマ

ニウム７１及びタリウム２０１。 
３．７メガベクレル 

（放射線を放出する同位元素の数量等を定める件） 
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表 4-2  廃棄物の種類一覧 

定   義 分 類 種   類 内               容 

 

1 ごみ 

2 粗大ごみ 

3 し尿及びし

尿浄化槽に

係る汚泥 

4 その他 

産業廃棄物以外の廃棄物 

ＰＣＢを使用

した部品 

一般廃棄物である廃エアコン・テレビ・電子レンジから取り

出されたＰＣＢ使用部品 

ばいじん 

1 時間当たりの処理能力が 200kg 以上又は火格子面積が 2 ㎡

以上のごみ焼却施設のうち，焼却灰とばいじんが分離して排

出されるものに設けられた集じん装置で捕集されたばいじん

一 

 

般 

 

廃 

 

棄 

 

物 

特

別

管

理

一

般

廃

棄

物

感染性一般廃

棄物 

医療機関等から排出される，血液の付着したガ－ゼなどの，

感染性病原体を含む又はそのおそれのある一般廃棄物 

1 燃え殻 石炭がら，焼却炉の残灰，炉清掃排出物，その他の焼却残渣

2 汚泥 

活性汚泥法による余剰汚泥，パルプ廃液汚泥，動植物性原料

使用工業の排水処理汚泥，ビルピット汚泥，カ－バイトかす，

赤泥，炭酸カルシウムかすなど工場排水などの処理後に残る

泥状のもの及び各種製造業の製造工程ででる泥状のもの 

3 廃油 

潤滑油系，絶縁油系，洗浄油系及び切削油系の廃油類，廃溶

剤類及びタ－ルピッチ類など，鉱物性油及び動植物性油脂に

係るすべての廃油 

4 廃酸 廃硫酸，廃塩酸，各種の有機廃酸類など，すべての酸性廃液

5 廃アルカリ 廃ソ－ダ液，金属せっけん液など，すべてのアルカリ性廃液

6 廃プラスチ

ック類 

合成樹脂くず，合成繊維くず，合成ゴムくずなど，合成高分

子系化合物に係る固形状液状のすべての廃プラスチック類 

7 紙くず 

建設業に係るもの（工作物の新築，改築又は除去に伴って生

じたものに限る），パルプ製造業，紙製造業，紙加工品製造

業，新聞業，出版業，製本業，印刷物加工業から生ずる紙く

ず及びＰＣＢが塗布され，又は染み込んだ紙くず 

廃棄物とは

1 ごみ 

2 粗大ごみ 

3 燃え殻 

4 汚泥 

5 ふん尿 

6 廃油 

7 廃酸 

8 廃アルカ

リ 

9 動物の死

体 

10 その他

の汚物又

は不要物 

であって，

固形状又は

液状のもの

（放射性物

質及びこれ

によって汚

染されたも

のを除く。） 

 

 

 

 

 

 

産 

 

 

 

 

業 

 

 

 

 

廃 

 

 

 

 

棄 

 

 

 

 

物 
8 木くず 

建設業に係るもの（工作物の新築，改築又は除去に伴って生

じたものに限る），木材又は木材木製品製造業（家具製造業

を含む），パルプ製造業，輸入木材卸売業から生ずる木材片，

おがくず，パ－ク類など並びにＰＣＢが染み込んだもの 
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定   義 分 類 種   類 内               容 

9 繊維くず 

建設業に係るもの（工作物の新築，改築又は除去に伴って生

じたものに限る），衣服その他の繊維製品製造業以外の繊維

工業から生ずる木綿くず，羊毛くず等の天然繊維くず及びＰ

ＣＢが染み込んだ繊維くず 

10 動植物性 

残渣 

食料品製造業，医薬品製造業，香料製造業から生ずる，あめ

かす，のりかす，醸造かす，発酵かす，魚及び獣のあらなど

11 ゴムくず 天然ゴムくず 

12 金属くず 鉄鋼，非鉄金属の研磨くず，切削くずなど 

13 ガラスくず

及び陶磁器

くず 

ガラスくず，耐火レンガくず，陶磁器くずなど 

14 鉱さい 
高炉・平炉・電気炉などの残さい，キュ－ポラのノロ，ボタ，

不良鉱石，不良石炭，粉炭かすなど 

15 がれき類 
工作物の除去にともなって生ずるコンクリ－トの破片，レン

ガの破片その他これに類する不要物 

16 動物のふん

尿 

畜産農業から排出される牛・馬・豚・めん羊・山羊・にわと

りのふん尿 

17 動物の死体
畜産農業から排出される牛・馬・豚・めん羊・山羊・にわと

りの死体 

18 ばいじん 

大気汚染防止法に定めるばい煙発生施設又は汚泥，廃油，廃

酸，廃アルカリ，廃プラスチック類，上記 1 に掲げるもので

ＰＣＢが塗布され又は染み込んだ紙くず，上記 8及び 9 に掲

げるものでＰＣＢが染み込んだ木くず及び繊維くず若しく

は上記 6 に掲げるものでＰＣＢが付着し又は封入された金

属くずの焼却施設において発生するばいじんであって，集じ

ん施設によって集められたもの 

19 その他 

燃え殻，汚泥，廃油，廃酸，廃アルカリ，廃プラスチック類

又は上記1～18に掲げられる産業廃棄物を処分するために処

理したものであって，これらの産業廃棄物に該当しないもの

 

産 

 

 

 

 

 

業 

 

 

 

 

 

廃 

 

 

 

 

 

棄 

 

 

 

 

 

物 

20 輸入された

廃棄物 

1～19 の廃棄物，航行廃棄物，携帯廃棄物を除く輸入された

廃棄物 
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定   義 分 類 種   類 内               容 

廃油 産業廃棄物である揮発油類，灯油類，軽油類 

廃酸 水素イオン濃度指数（PH）が 2.0 以下の廃酸 

廃アルカリ 水素イオン濃度指数（PH）が 12.5 以上の廃アルカリ 

感染性産業廃

棄物 

医療機関等から排出される，血液の付着した注射針などの，

感染性病原体を含む又はそのおそれのある産業廃棄物 

廃ＰＣＢ

等・ＰＣＢ

汚染物・Ｐ

ＣＢ処理

物 

廃ＰＣＢ及びＰＣＢを含む廃油，ＰＣＢが塗布され若しくは

染み込んだ紙くず，ＰＣＢが染み込んだ木くず若しくは繊維

くず，ＰＣＢが付着し，若しくは封入された廃プラスチック

類若しくは金属くず，これらを処分するために処理したもの

であって厚生省令で定める基準に適合しないもの 

廃石綿等 

建築物から除去した，飛散性の吹き付け石綿・石綿含有保温

材及びその除去工事から排出されるプラスチックシ－トなど

大気汚染防止法の特定ばいじん発生施設を有する事業場の集

じん装置で集められた飛散製の石綿など 

輸入された廃石綿等 

特 

 

定 

 

有 

 

害 

 

産 

 

業 

 

廃 

 

棄 

 

物 

その他の

有害産業

廃棄物等 

燃え殻，汚泥，廃油，廃酸，廃アルカリ，鉱さい，ばいじん

又は上記 19 に掲げる産業廃棄物のうち，一定のものであっ

て，有害物質（注）について，厚生省令で定める基準に適合

しないもの 

（注）アルキル水銀化合物，水銀又はその化合物，カドミウ

ム又はその化合物，鉛又はその化合物，有機燐化合物，

六価クロム化合物，砒素又はその化合物，シアン化合

物，ＰＣＢ，トリクロロエチレン，テトラクロロエチ

レン，ジクロロメタン，四塩化炭素，1,2－ジクロロエ

タン，1,1－ジクロロエチレン，シス－1,2－ジクロロ

エチレン，1,1,1－トリクロロエタン，1,1,2－トリク

ロロエタン，1,3－ジクロロプロペン，チウラム，シマ

ジン，チオベンカルプ，ベンゼン，セレン又はその化

合物 

 

産 

 

 

 

 

 

業 

 

 

 

 

 

廃 

 

 

 

 

 

棄 

 

 

 

 

 

物 

特

 

 

別

 

 

管

 

 

理

 

 

産

 

 

業

 

 

廃

 

 

棄

 

 

物

ばいじん 
輸入された廃棄物に係る一定のもの及び輸入廃棄物である

もの 

（資料）厚生省編，産業廃棄物処理ハンドブック，ぎょうせい（1998） 
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表 4-3  特定有害産業廃棄物の有害物質の判定濃度 

 

 
廃油，廃酸，廃アルカリ以外

のもの（溶出値）〔mg/l〕＊１

廃酸，廃アルカリ 

（含有量）〔mg/l〕＊２

アルキル水銀化合物 検出する 検出する
1 

水銀またはその化合物 0.005 を超える 0.005 を超える

2 カドミウムまたはその化合物 0.3 を超える 1 を超える

3 鉛またはその化合物 0.3 を超える 1 を超える

4 有機リン化合物 1 を超える 1 を超える

5 六価クロム化合物 1.5 を超える 5 を超える

6 ヒ素またはその化合物 0.3 を超える 1 を超える

7 シアン化合物 1 を超える 1 を超える

8 ＰＣＢ 0.003 を超える 0.03 を超える

9 トリクロロエチレン 0.3 を超える 3 を超える

10 テトラクロロエチレン 0.1 を超える 1 を超える

11 ジクロロメタン 0.2 を超える 2 を超える

12 四塩化炭素 0.02 を超える 0.2 を超える

13 1,2 ジクロロエタン 0.4 を超える 0.4 を超える

14 1,1-ジクロロエチレン 0.2 を超える 2 を超える

15 シス-1,2-ジクロロエチレン 0.4 を超える 4 を超える

16 1,1,1-トリクロロエタン 3 を超える 30 を超える

17 1,1,2-トリクロロエタン 0.06 を超える 0.6 を超える

18 1，3-ジクロロプロペン（Ｄ-Ｄ） 0.02 を超える 0.2 を超える

19 チウラム 0.06 を超える 0.6 を超える

20 シマジン（ＣＡＴ） 0.03 を超える 0.3 を超える

21 チオベンカルプ（ベンチオカ－ブ） 0.2 を超える 2 を超える

22 ベンゼン 0.1 を超える 1 を超える

23 セレンまたはその化合物 0.3 を超える 1 を超える
 
＊１：金属等を含む産業廃棄物に係る判定基準を定める総理府令 
＊２：廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則 
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(c) 産業廃棄物の処分基準 

産業廃棄物は，種類ごとに埋立方法が決まっており，最終処分場はこれに合

わせて，３つの種類がある。それぞれ構造基準及び維持管理基準が定められて

いる。 

Ａ．安定型最終処分場 

腐敗性がなく性状が安定した産業廃棄物５品目（①廃プラスチック類，

②ゴムくず，③金属くず，④ガラス及び陶磁器くず，⑤がれき類）のみ

を埋立することができる最終処分場をいう。  

Ｂ．管理型最終処分場 

燃え殻，汚泥，その他腐敗性がある産業廃棄物のうち遮断型最終処分

場に埋立てなければならない産業廃棄物以外の産業廃棄物を埋立てるこ

とができる最終処分場で，地下水への影響を防止するための遮水工や浸

出液を浄化する浸出液処理設備等を備えている。 

Ｃ．遮断型最終処分場 

埋立基準以上の有害物質を含む産業廃棄物を埋立することができる最

終処分場で，強固なコンクリ－ト製の外周仕切設備を備え，浸出液等が

外部に浸出するのを防止するとともに，雨水及び表流水が外部から流出

するのを防止する設備を備えており，埋立場所が外部と完全に遮断され

ている。 

 

各々の産業廃棄物の処分の個別基準を表 4-4 に，最終処分場の構造基準と維

持管理基準を表 4-5 および図 4-1 にそれぞれ示した。 

それによると，有害物質を含まない場合は管理型処分場での処分が可能であ

るが，処分場からの排出水については水質汚濁防止法の排水基準（4.2.2 参照）

が適用されることになるため，排水基準以上の硝酸態窒素またはほう素の排出

が予想される場合は浸出液処理設備を設ける必要がある。また，その処理によ

っても排水基準を満たさない可能性がある場合は，遮断型の処分場で処分する

ことが必要である。 
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表 4-4  産業廃棄物および特別管理産業廃棄物の埋立処分基準 
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4.2.3 環境汚染，生物及び人の健康影響の発生状況に関する事例調査 

(1) 調査概要 

硝酸態窒素（硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素）及びほう素について，環境汚染，

生物及び人の健康影響の発生事例に関する資料を収集し，以下の事項についてと

りまとめた。 

① 環境汚染の発生事例 

② 生物影響の調査と影響評価事例 

③ 人の健康に係わる調査と影響評価事例 

収集した資料は，次のとおりである。 

 

〔環境汚染の発生事例に関する資料〕 

○硝酸態窒素関係 

① 高屋敷将也 他，硝酸・亜硝酸性窒素による地下水汚染とその要因，第 44

回全国水道研究発表会講演集，747-749 (1993) 

② 上山博明 他，北海道における深層地下水中の硝酸，地下水・土壌汚染と

その防止対策に関する研究集会講演集，Vol.4，241-244 (1995) 

③ 吉羽雅昭 他，都市近郊農業地帯の地下水の硝酸汚染について 神奈川県伊

勢原市の事例，農業生態系における環境汚染物質の動態に関する安定同位

体研究 平成４年度 

 No.04403022，181-198 (1995) 

④ 環境庁，硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素による汚染の現状，要監視項目調査

結果 (1994～1997 

⑤ 熊澤喜久雄，地下水の硝酸態窒素汚染の現況，日本土壌肥料学雑誌，Vol.70，

No.2，207-213 (1999) 

⑥ 小瀬洋喜，面汚染と地下水汚染，環境管理，Vol.35，No.9，873-878 (1999) 

 

○ほう素関係 

① 橋本秀樹 他，輸入ウニ加工品からのホウ酸検出事例，東京都立衛生研究

所研究年報，No.48，126-128 (1997) 

② 環境庁，要監視項目としての調査結果 (1994～1998) 
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③ 環境庁，ほう素，フッ素及びモリブデンの検出状況における海水の影響に

ついて，第１８回中央環境審議会水質部会配付資料 (1999) 

④ 環境庁，ふっ素，ほう素地下水汚染事例，第７回土壌農薬部会土壌専門委

員会配付資料 (2000) 

 

〔生物影響の調査と影響評価事例に関する資料〕 

○硝酸態窒素関係 

① 小島俊爾 他，キウリと水稲の発育およびインド－ル酢酸含量におよぼす

アンモニア態窒素と硝酸態窒素の影響，日本土壌肥料学雑誌，Vol.56，No.5，

384-388 (1985) 

② 中路達郎 他，アカマツ苗の生育に対するオゾンと土壌窒素の単独および

複合影響，大気環境学会年会講演要旨集，Vol.39，235 (1998) 

 

○ほう素関係 

①  R.Kluge et al., Plant Critical Levels for the Evaluation of Boron 

Toxicity in Spring Barley (Hordeum vulgare L.) [春オオムギのほう素被

害評価のための植物体内ほう素臨界レベル], Plant and Soil, No.83, 

381-388 (1985) 

② 沖野英男 他，ほう素過剰によるモモの開花障害，愛知県農業総合試験場

研究報告，No.18，244-246 (1986) 

③ F.J.Lang et al., Boron Deposition on Soil and Native Vegetation from 

Geothermal Emissions [地熱源より放出するほう素の土壌および地域植

物への沈着], J. Environ. Qual., Vol.15, No.3, 260-265 (1986) 

④ 許 博文 他，ホウ素がアマハステビア（Stevia rebaudiana Bertoni）の生

育，収量並びに甘味成分含有量に及ぼす影響，東京農業大学農学集報，

Vol.31，No.4，265-272 (1987) 

⑤ R.L.Powell et al., Ecological Risk Assessment of a Wetland Exposed to 

Boron [ほう素に暴露した湿地の生態リスク評価 ], Environ. Toxicol. 

Chem., Vol.16, No.11, 2409-2414 (1997) 

⑥ 織田久男，水質中のホウ素濃度と作物に対する影響，第７回土壌農薬部会
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土壌専門委員会配付資料 (2000) 

〔人の健康に係わる調査と影響評価事例に関する資料〕 

○硝酸態窒素関係 

① 国包章一，硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の健康影響，水環境学会誌，Vol.19，

No.12，965-968 (1996) 

② 中央環境審議会，硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素，水質汚濁に係る人の健康

の保護に関する環境基準の項目の追加等について（第１次答申）別添１ 検

出率が高い７項目に関する毒性評価の詳細，1-4 (1999) 

1 ） G.Walton, Survey of Literature Relating to Infant 

Methemoglobinemia Due to Nitrate-Contaminated Water, Am. J. 

Public Health, 41, 986-996 (1951) 

2）E.R.Kinkead et al., Reproductive Toxicity Screen of Liquid Propellant 

XM46 Administered in the Drinking Water of Sprague-Dawley Rats, 

NTIS, AL/OE-TR-1994-0101, WRAIR-TR-1994-0008 (1994) 

3）E.R.Kinkead et al., Reproductive Toxicity screen of Ammonium 

Dinitramide Administered in the Drinking Water of 

Sprague-Dawley Rats, NTIS, AL/OE-TR-1994-0162, 

WRAIR-TR-94-0015 (1994) 

4）J.R.Bucher et al., No Evidence of Toxicity or Carcinogenicity of 

Pentaerythritol Tetranitrate Given in the Diet to F344 Rats and 

B6C3F1 Mice for up to Two Years, J. Appl. Toxicol., 10, 353-357 

(1990) 

③ 中央環境審議会，亜硝酸性窒素，水質汚濁に係る人の健康の保護に関する

環境基準の項目の追加等について（第１次答申）別添１ 検出率が高い７

項目に関する毒性評価の詳細，5-7 (1999) 

1）H.I.Shuval et al., Epidemiological and Toxicological Aspects of 

Nitrates and Nitrites in the Envirronment, Am. J. Public Health, 62, 

1045-1052 (1972) 

2）D.K.Gulati et al., Final Report on the Reproductive Toxicity of 

Sodium Nitrite in CD-1 Swiss Mice, NTP90-266, PB91132027 (1990) 
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3）C.H.Hawkes et al., Chronic Low-Dose Exposure of Sodium Nitrite in 

VM-Strain Mice: Central Nervous System Changes, Hum. Exp. 

Toxicol., 11, 279-281 (1992) 

4）H.P.Til et al., Evaluation of the Oral Toxicity of Potassium Nitrite in 

a 13-Week Drinking Water study in Rats, Food Chem. Toxic., 26, 

851-859 (1988) 

④ 環境庁，硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素，第１８回中央環境審議会水質部会

配付参考資料 1-3 検討対象項目に係るデ－タシ－ト，24-26 (1999) 

⑤ 環境庁，硝酸性窒素等によるメトヘモグロビン血症報告例，第２回中央環

境審議会 水質部会排水規制等専門委員会配布資料 4-3，3-4 (2000) 

1 ） G.Walton, Survey of Literature Relating to Infant 

Methemoglobinemia Due to Nitrate-Contaminated Water, Am. J. 

Public Health, 41 (1951) 

2）E.F.Winton et al., Nitrate in Drinking Water, J. Am. Water Works 

Assoc., 63 (1971) 

3）WHO, Environmental Health Criteria 5-Nitrates, Nitrites, And 

N-Nitoroso Compounds, Geneva, World Health Organization (1978) 

 

○ほう素関係 

① U. S. Environmental Protection Agency, OH, USA., Health Effects 

Assessment for Boron and Compounds [ほう素及びその化合物の健康影

響評価], PB Rep., PB-88-178710, 1-40 (1987) 

② 中央環境審議会，ほう素，水質汚濁に係る人の健康の保護に関する環境基

準の項目の追加等について（第１次答申）別添１ 検出率が高い 12 項目に

関する毒性評価の詳細，11-15 (1999) 

 1）R. J. Weir et al., Toxicologic Studies on Borax and Boric Acid, Toxicol. 

Appl. Pharmacol., 23, 351-364 (1972) 

2）M. P. Dieter, Toxicity and Carcinogenicity Studies of Boric Acid in 

Male and Female B6C3F1 Mice, Environ. Health Perspect,. 102, 

93-97 (1994) 
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3）C. D. Seaborn et al., Boron and Silicon: Effects of Grouth, Plasma 

Lipids, Urinary Cyclic AMP and Bone and Brain Mineral Composition 

of Male Rats., Environ. Toxicol. Chem., 13, 941-947 (1994) 

4）J. J. Heindel et al., Developmental Toxicity of Boric Acid in Mice and 

Rats, Fundam. Appl. Toxicol., 18, 266-277 (1992) 

5）C. J. Price et al., Developmental Toxicity NOAEL and Postnatal 

Recovery in Rats Fed Boric Acid during Gestation, Fundam. Appl. 

Toxicol., 32, 179-193 (1996) 

6）C. J. Price et al., The Developmental Toxicity of Boric Acid in 

Rabbits, Fundam. Appl. Toxicol., 34, 176-187 (1996) 

7）P. A. Fail et al., Reproductive Toxicity of Boric Acid in Swiss (CD-1) 

Mice: Assessment Using the Continuous Breeding Protocol, Fundam. 

Appl. Toxicol., 17, 225-239 (1991) 

8）R. E. Chapin et al., The Reproductive Toxicity of Boric Acid, Environ. 

Health Perspect., 102, 87-91 (1994) 

9）W. W. Ku et al., Testicular Toxicity of Boric Acid(BA): Relationship of 

Dose to Lesion Development and Recovery in the F344 Rat, 

Reproductive Toxicol., 7, 305-319 (1993) 

③ 環境庁，ほう素，第１８回中央環境審議会水質部会配付参考資料 1-3 検討

対象項目に係るデ－タシ－ト，10-12 (1999) 

 

(2) 環境汚染の発生事例 

(a) 硝酸態窒素関係 

硝酸態窒素による環境汚染の発生事例に関する資料は，地下水に対するものがほ

とんどで河川に対するものは１件（環境庁 1994～1997）のみであり，汚染の原因

は電子部品工場，化学工場，養鶏場等からの排水とされている。 
また，地下水については年々汚染が進む傾向にあることが指摘されており（高屋

敷他 1993，上山他 1995），汚染原因については，化学肥料および家畜排泄物によ

るとされており（高屋敷他 1993，吉羽他 1995，小瀬 1999），特に茶園地帯におけ

る汚染度が高いという報告（熊澤 1999）がある。 
以上の各資料の要旨を表 4-19 に示した。 
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表 4-19  硝酸態窒素による環境汚染の発生事例に関する資料の要旨 

（1） 

標  題 硝酸・亜硝酸性窒素による地下水汚染とその要因 

著  者 高屋敷将也，国包章一，眞柄泰基（国立公衆衛生院） 

出  典 第 44 回全国水道研究発表会講演集，747-749 (1993) 

内  容 

・硝酸・亜硝酸性窒素による全国的な地下水の汚染，特に深井戸の汚染が年々進む傾向

にある。 

・地下水中の硝酸・亜硝酸性窒素濃度は，単位面積当たりの化学肥料および家畜排泄物

による窒素発生負荷量，人口密度，降雨量を説明変数とする重回帰モデルによってある

程度まで説明できる。 

（2） 

標  題 北海道における深層地下水中の硝酸 

著  者 上山博明，久津那浩三（上山試錐工業株式会社） 

出  典 地下水・土壌汚染とその防止対策に関する研究集会講演集，Vol.4，241-244 (1995) 

内  容 

・企業で得られた深層地下水に関するデ－タについて北海道における最近の５年間（131

井）と 10 年前（114 井），20 年前（131 井）のそれぞれの５年間の硝酸の動向について

調査を行った。 

  硝酸の飲料水基準 10ppm を超す井戸は平成年代にわずか１点を見ただけで，全般的に

低い水準にあるものと思われた。しかし基準値内にあっても年次が新しくなるにつれ

て，硝酸濃度のより高い井戸の出現比率が増加する傾向が見られた。これらの濃度の高

い井戸は全てストレ－ナ－の平均深度が 100ｍ以内のものであった。 

（3） 

標  題 都市近郊農業地帯の地下水の硝酸汚染について ―神奈川県伊勢原市の事例― 

著  者 吉羽雅昭，麻生昇平，武長宏 

出  典 
農業生態系における環境汚染物質の動態に関する安定同位体研究  

平成４年度 No.04403022，181-198 (1995) 

内  容 

・都市近郊農業地帯の伊勢原市の地下水の水質汚染の実態を硝酸を中心に調査解析を試

みた。その結果，地下水の硝酸態窒素濃度は畑地帯の多くの地点で飲料水基準の 10mg/l

を上回った。また住宅地や農村集落などでは，住宅地で飲料水基準を上回る地点が存在

するが，農村集落では基準値より低く推移した。 

・住宅地の場合は家庭雑排水を含む複合的な汚染であり，畑地帯の場合は肥料や有機物

などからの窒素化合物による負荷が主要因となっている可能性が示唆された。 

 



 

－160－ 

JNC TJ8400 2002-056 

（4） 

標  題 硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素による汚染の現状 

著  者 環境庁 

出  典 要監視項目調査結果，(1994～1997) 

内  容 

・公共用水域の調査検体数 9,338 のうち指針値（10mg/l）を超えたものは，８件（７地

点）超過原因のうち，人為的発生源（電子部品工場，イットリウム製造工場，養鶏場，

化学工場，畜産事業場からの排水）に由来するものは，５件（５地点），その他の３件

は，複合汚染（２件・１地点），茶畑（１件）である。 

・地下水については 42 都道府県で延べ 8,202 本の井戸を調査，そのうち指針値（10mg/l）

を超過した井戸は延べ 412 本（超過率 5.0％），20mg/l を超過した地区は 56 区あり，汚

染の主な推定原因は施肥，畜産ふん尿，生活排水等である。 

（5） 

標  題 地下水の硝酸態窒素汚染の現況 

著  者 熊澤喜久雄（東京農業大学農学部） 

出  典 日本土壌肥料学雑誌，Vol.70，No.2，207-213 (1999) 

内  容 

・わが国における地下水の硝酸態窒素汚染の状況については次のように考えることがで

きる。 

ⅰ）全国的に地下水の硝酸態窒素汚染は，欧米並みに進行している。 

ⅱ）面積あたりの施肥量の増大とともに，地下水の硝酸態窒素濃度が上昇してきた。 

ⅲ）茶園地帯においては，特に硝酸態窒素汚染度が高まっている。 

ⅳ）果樹園，野菜畑において，硝酸態窒素汚染地が広く分布している。 

ⅴ）畜産経営は，近傍の地下水の硝酸態窒素の大きな点汚染源となっている場合が多い。

ⅵ）一般畑地帯でも硝酸態窒素汚染が進行しつつある。 

ⅶ）水田地帯においては，一般的に硝酸態窒素汚染は認められないか，軽微である。 

（6） 

標  題 面汚染と地下水汚染 

著  者 小瀬洋喜（大垣女子短期大学学長） 

出  典 環境管理，Vol.35，No.9，873-878 (1999) 

内  容 

・岐阜県各務原
かかみがはら

台地では窒素肥料が過剰に施肥された農地という広大な面汚染により，

窒素成分が浸透し約 50ｍ地下の岩盤上に存在する帯水層に達し，その帯水層の流れに

よって地下水の面汚染となった。 
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(b) ほう素関係 

ほう素による環境汚染の発生事例に関する資料は地下水，河川，湖沼に対す

るもののほか，輸入ウニ加工品からほう素が検出された事例が１件（橋本他

1997）みられたが，その汚染原因は明らかにされていない。 

また，地下水と公共用水域の汚染事例（環境庁 1994～1998，1999，2000）

では海水影響によるものが多くみられ，海水影響のない場合では人為的な汚染

原因は明らかでなく，もっぱら自然由来と考えられている。 

以上の各資料の要旨を表 4-20 に示した。 

 

表 4-20  ほう素による環境汚染の発生事例に関する資料の要旨 

（1） 

標  題 輸入ウニ加工品からのホウ酸検出事例 

著  者 
橋本秀樹，笹本剛生，堀井昭三，高橋巌，井草京子，宮崎泰之（東京都立衛生研究所生

活科学部乳肉衛生研究科），宮川弘之（東京都立衛生研究所生活科学部食品研究科） 

出  典 東京都立衛生研究所研究年報，No.48，126-128 (1997) 

内  容 

・輸入原料用ウニ加工品及びその製品（計 34 試料）から 0.13～13g/kg のホウ酸が検出

された。生ウニや蒸しウニからは検出されなかった。 

（2） 

標  題 要監視項目としての調査結果 (1994～1998) 

著  者 環境庁 

内  容 

・公共用水域の調査地点数 2,279 のうち，ほう素の指針値（1.0mg/l）を超えたものは

125 地点（超過率 5.5％）である。 

・地下水の調査地点数 1,276 のうち，指針値を超過したものは４地点（超過率 0.3％）

である。 
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（3） 

標  題 ほう素，フッ素及びモリブデンの検出状況における海水の影響について 

著  者 環境庁 

出  典 第１８回中央環境審議会水質部会配付資料 (1999) 

内  容 

・ほう素は天然海水中に環境基準値を超える濃度で含まれており，河川においても河口

部では高濃度となり，海水影響なしの地点の環境基準超過率が 0.7％に対し，海水影響

ありの地点の超過率は 27.0％となっている。 

（4） 

標  題 ふっ素，ほう素地下水汚染事例 

著  者 環境庁 

出  典 第７回土壌農薬部会土壌専門委員会配付資料 (2000) 

内  容 

・地下水のほう素について，平成 6年度から平成 10 年度まで延べ 1,276 地点について

調査した結果，環境基準を超過したのは４地点であり，いずれの事例についても人為的

な汚染原因が明らかでなく，もっぱら自然由来と考えられている。 
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(3) 生物影響の調査と影響評価事例 

(a) 硝酸態窒素関係 

硝酸態窒素による生物影響等に関する資料は，キウリおよび水稲に対するもの

（小島他 1985）とアカマツに対するもの（中路他 1998）の２件がある。 

キウリと水稲については，アンモニア態窒素との比較がなされており，硝酸態窒

素のほうがキウリと水稲の発育を促進させる効果があることが示されている。 

また，アカマツについては，土壌への窒素負荷量の増加によって苗の成長が

低下したことが報告されている。 

以上の各資料の要旨を表 4-21 に示した。 

 

表 4-21  硝酸態窒素による生物影響の調査と影響評価事例に関する資料の要旨 

（1） 

標  題 
キウリと水稲の発育およびインド－ル酢酸含量におよぼすアンモニア態窒素と硝酸態

窒素の影響 

著  者 小島俊爾，園池耕一郎（東京農工大学農学部） 

出  典 日本土壌肥料学雑誌，Vol.56，No.5，384-388 (1985) 

内  容 

・培養液中の窒素源として，ＮＨ4-Ｎ（アンモニア態窒素）とＮＯ3-Ｎ（硝酸態窒素）の

占める割合を変えてキウリを生育させたところ，ＮＯ3-Ｎの比率が上昇すると雌性花の

着生がわずかに低節位に移行し，また明らかに側枝の発生と伸長が促進された。 

・水稲の分けつは，ＮＨ4-Ｎに対してＮＯ3-Ｎの施用により促進された。 

（2） 

標  題 アカマツ苗の生育に対するオゾンと土壌窒素の単独および複合影響 

著  者 中路達郎（東京農工大学大学院農学研究科），伊豆田猛（東京農工大学農学部） 

出  典 大気環境学会年会講演要旨集，Vol.39，235 (1998) 

内  容 

・オゾンと土壌への窒素負荷量の増加によってアカマツ苗の乾物成長は低下し，その一

因として，Rubisco の含量の低下による純光合成速度の低下が考えられた。また，オゾ

ンと土壌への窒素負荷の複合処理を行ったアカマツ苗の乾物成長は著しく低下したが，

これはオゾンと土壌への窒素負荷量の増加が，乾物生産に対して相加的に作用した結果

であると考えられた。 

 



 

－164－ 

JNC TJ8400 2002-056 

(b) ほう素関係 

ほう素による生物影響等に関する資料は，作物に関するものの他，樹木およ

び湿地に対するものがある。 

作物については春オオムギの被害症状発現に対する臨界値と収量低下に対す

る臨界値を求めたもの（Kluge 他 1985），モモの開花障害の発生臨界値を求め

たもの（沖野他 1986），アマハステビア（甘味資源植物）への最適施用濃度を

求めたもの（許 他 1987），各種作物について潅漑水中の安全なほう素濃度を定

めたもの（織田 2000）がある。 

また，樹木については，地熱発電用水蒸気より放出される冷却水中のほう素

が周辺土壌や樹木に沈着する量とその影響を調査したもの（Lang 他 1986）が

ある。 

さらに，ほう素に暴露した湿地の生態リスク評価を行っているもの（Powell

他 1997）がある。 

以上の各資料の要旨を表 4-22 に示した。 

 

 

表 4-22  ほう素による生物影響の調査と影響評価事例に関する資料の要旨 

（1） 

標  

題 

Plant Critical Levels for the Evaluation of Boron Toxicity in Spring Barley 

(Hordeum vulgare L.) [春オオムギのほう素被害評価のための植物体内ほう素臨界レベ

ル]  

著  

者 

R.Kluge， W.Podlesak（ Institut fur Pflanzenernahrung Jena der Akademie der 

Landwirtschaftswissenschaften der DDR.） 

出  

典 
Plant and Soil, No.83, 381-388 (1985) 

内  

容 

・春オオムギのほう素被害に関し，被害症状発現に対する臨界値（Ⅰ）および収量低下

に対する臨界値（Ⅱ）を調査。茎および葉中のほう素含量と葉に現れる被害の程度の間

に有意な相関がみられ，それにより，Ⅰは，葉の個体発生段階にあまり関係なく，60

～80mg/kgＤＭと推定。Ⅱについては，茎中のほう素含量が 120～130 mg/kgＤＭを超え

ると収量が有意に低下した。 
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（2） 

標  題 ほう素過剰によるモモの開花障害 

著  者 沖野英男，豊田一郎（愛知県農業総合試験場環境保全部） 

出  典 愛知県農業総合試験場研究報告，No.18，244-246 (1986) 

内  容 

・土壌にほう素を過剰に施用すると倉方，白鳳種の両品種ともに開花障害が発生し，そ

の症状は冬芽のまま生育が止まったり，落蕾が著しかった。しかし 0.1％ほう酸水溶液

の散布では障害は発生しなかった。 

・モモの不完全花（落蕾又は冬芽）率は土壌のほう素濃度 0.90，1.15ppm では影響はな

かったが，1.65，2.65ppm でその率が高まり，3.65ppm 以上では 90％以上になることが

認められた。倉方種の不完全花率は白鳳種に比べて高い傾向が認められた。 

・樹体のほう素含量は土壌施用濃度が高まるに従って各部位とも高まり，花，蕾＞１年

枝＞幹の順に集積することが認められた。散布処理では各部位ともほとんど影響されな

かった。 

・以上から，土壌にほう素を過剰に施用すると樹体，特に花器のほう素含量が高まり，

その値が 90ppm 以上になると開花障害が発生するものと考察した。 

（3） 

標  題 
Boron Deposition on Soil and Native Vegetation from Geothermal Emissions [地熱

源より放出するほう素の土壌および地域植物への沈着] 

著  者 
F.J．Lang（Jones ＆ Stokes Assoc.，CA），F．t．Bingham（Univ．California），F.F.Hendrix

（Univ．Geogia），N.l.Crane（Pacific Gas and Electric CO.） 

出  典 J. Environ. Qual., Vol.15, No.3, 260-265 (1986) 

内  容 

・サンフランシスコ北方の Geyser 地方所在の地熱発電用水蒸気により冷却水中に移る

ほ 

う素が周辺土壌や樹木に沈着する様相を調査するため 1982 年試料採取し分析検討。稼

動歴 11 年と 2.5 年の旧新２設備について比較。土壌へのほう素沈着はそれぞれ 129.6

と 4.2kg/ha/yr と計算。土壌中のほう素の制限超過の有害域は，特に旧設備では風向，

地熱および植物種類により周辺的に不均一。同一条件下では落葉樹は常緑樹よりほう素

含有量が大であるが，ほう素による樹木損害率は同程度。 
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（4） 

標  題 
ホウ素がアマハステビア（Stevia rebaudiana Bertoni）の生育，収量並びに甘味成分

含有量に及ぼす影響 

著  者 許 博文（国立屏東農業専科学校），玉井富士雄，元田義春（東京農業大学作物学研究室）

出  典 東京農業大学農学集報，Vol.31，No.4，265-272 (1987) 

内  容 

・ほう素の施用量を０，５，10ppm の３水準としてアマハステビアを水耕栽培し，生育，

収量及び風乾葉中の甘味成分率を調査した結果，10ppm 区では生育が最も劣って収量も

低下し，過剰障害が観察された。また，ほう素欠乏は生育抑制がみられ，葉部収量，甘

味成分量等が減少した。一方，風乾葉中の甘味成分含有率は，ほう素の増加と共に高く

なった。従って，ほう素の至適濃度を約５ppm と推定した。 

（5） 

標  題 
Ecological Risk Assessment of a Wetland Exposed to Boron [ほう素に暴露した湿地

の生態リスク評価] 

著  者 
R.L.Powell，R.A.Kimerle，G.T.Coyle（Monsanto Co.，Missouri，USA），G.R.Best（Univ. 

Florida，Florida，USA） 

出  典 Environ. Toxicol. Chem., Vol.16, No.11, 2409-2414 (1997) 

内  容 

・米国南東部の湿地帯で調査を実施した。概念のモデルでは植物で一次的な取り込みが

起こると考えられるため，ここに着目して表面水と堆積物，植物を採取して分析した。

いずれのほう素濃度も周辺対照区よりも高かった。植物体の黄変や壊死も見られた

が，組織内濃度との相関性は見られなかった。ほう素の運命モデルによると湿地帯に

おける高濃度安定状態は長く続いており，増加する様子も見られないため，植生に対

する悪影響はほう素によるものではなく，周辺地域へのリスクはないと結論した。 

（6） 

標  題 水質中のホウ素濃度と作物に対する影響 

著  者 織田久男（農業環境技術研究所微量要素動態研究室長） 

出  典 第７回土壌農薬部会土壌専門委員会配付資料 (2000) 

内  容 ・潅漑水中の安全なほう素濃度 

  

安全なほう素濃

度 

（ｍｇ/ｌ） 

ほう素毒性に

対する感受性
作       物       名 

０．３ 高感受性 アボカド，リンゴ，マメ 

１～２ 中程度 エン麦，トウモロコシ，ジャガイモ 

２～４ 抵抗性 ニンジン，アウファルファ，サトウダイコン
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(4) 人の健康に係わる調査と影響評価事例 

(a) 硝酸態窒素関係 

硝酸態窒素による人の健康影響等に関する資料は中央環境審議会関係の資料

がほとんどであり，その原デ－タはすべて海外のものである。この点は審議会

でも問題となり，日本の研究体制を早急に構築する必要があると指摘されてい

る（第 18 回水質部会 1999）。 

硝酸態窒素による人の健康影響については幼児のメトヘモグロビン血症に関

するものが多く，死亡例も報告されており（中央環境審議会 1999，環境庁 2000），

水質環境基準は幼児に対するメトヘモグロビン血症の防止の観点から許容濃度

を定めている。 

また，動物実験では発ガン性があることが明らかになっているが，ヒトに対

しては可能性が示唆されているにすぎない（国包 1996）。 

以上の各資料の要旨を表 4-23 に示した。 
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表 4-23  硝酸態窒素による人の健康に係わる調査と影響評価事例に関する資料の要旨 

（1） 

標  題 硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の健康影響 

著  者 国包章一（国立公衆衛生院） 

出  典 水環境学会誌，Vol.19，No.12，965-968 (1996) 

内  容 

［メトヘモグロビン血症］ 

・ヒトの体内における亜硝酸塩の主な生物学的影響は，正常なヘモグロビンを酸素輸送

能力のないメトヘモグロビンに酸化することである。メトヘモグロビン血症と呼ばれ

るこのような状態は，チアノ－ゼそしてさらに高濃度では窒息を惹き起こす。 

・少量の硝酸塩摂取によるメトヘモグロビン血症の症例は幼児に限られるようである。

幼児のメトヘモグロビン血症の臨床例あるいは症状を伴わないメトヘモグロビン量

の増加例と，飲料水中の硝酸塩濃度との関連の可能性についての研究では，大半の症

例において硝酸塩濃度が 50mgN/l 以上であり，しかも患者はほとんど例外なく３ヵ月

未満の乳児であるという重要な関係が通常認められている。 

 

［発ガン性］ 

・亜硝酸塩はヒトの胃の中でニトロソ化され得る化合物と反応してＮ－ニトロソ化合物

を生成する。Ｎ－ニトロソ化合物の大半は，動物を用いた実験ではすべて発ガン性が

あることが明らかとなっているので，それらはヒトに対してもおそらく発ガン性があ

るであろうが，多くの疫学的調査研究によるデ－タからは単にその可能性が示唆され

るにすぎない。 

・胃ガンと硝酸性窒素濃度 45mgNO3/l 以下の飲料水の摂取とを，確信をもって関連づけ

る証拠は見当たらない。 

・カナダでの硝酸塩および亜硝酸塩の食品経由暴露量を詳しく検討した症例研究では，

内因性亜硝酸塩摂取量（その多くは加工肉による）と，胃ガン発生リスクの間に有意

な関係が認められている。 
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（2） 

標  題 硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 

著  者 中央環境審議会 

出  典 
水質汚濁に係る人の健康の保護に関する環境基準の項目の追加等について（第１次答申）

別添１ 検出率が高い７項目に関する毒性評価の詳細，1-4 (1999) 

内  容 ・硝酸性窒素の毒性に関するデ－タ 

試験種 被験物質 
投  与 

期  間 
動物種

投

与

経

路

投 与 量

（mgN/kg/day）

NOAEL 

無有害量 

（mgN/kg/day）

LOAEL 

最低影響量 

（mgN/kg/day） 

文   献

文献調査 

(疫学） 
硝酸態－N  

ヒト 

（幼児）

飲

水

10ppmは幼児に

対し許容濃度 
 

G.Walton

 (1951)

雄：0，2.3，

9.0，18.4 
― 

雄：[2.3] 

飲水量低下， 

貧血 

― 

雌：[3.4] 

飲水量低下， 

貧血 

生殖毒性 

（１） 

硝酸ﾋﾄﾞﾛｷ

ｼﾙｱﾝﾓﾆｳﾑ

（ 61 ％ ） と

硝酸ﾄﾘｴﾀﾉ

-ﾙｱﾝﾓﾆｳﾑ

（ 19 ％ ） と

水（20％） 

の混合物 

28日間 

（雄）， 

90日間 

 

SD ﾗｯﾄ 

飲

水

添

加 雌：0，3.4，

14.4，20.9
胎児：[20.9]

影響なし 
 

Kinkead

他(1994)

雄：0，3.84，

19.9，33.0 
[3.84] 

[19.9] 

飲水量低下， 

血清 Ca，K の低

下 

[6.55] 

[23.3] 

飲水量低下， 

貧血，血清 Ca，K

の低下，妊娠率

産児数低下 

生殖毒性 

（２） 

ｼﾞﾆﾄﾛｱﾐﾄﾞ 

ｱﾝﾓﾆｳﾑ 

28日間 

（雄）， 

90日間 

SD ﾗｯﾄ 

飲

水

添

加 雌：0，6.55，

23.3，36.6 

胎児：[36.6]

影響なし 
 

Kinkead

他(1994)

F344 ﾗｯﾄ

雄：0，42.5，

86.9 

雌：0，14.2，

29.3 

― 

雄：[42.5]， 

雌：[14.2] 

雌雄ともに外耳

道腺腫瘍 
癌原性 

四硝酸ﾍﾟﾝ 

ﾀｴﾘｽﾘﾄ-ﾙ 
２年間 

B6C3F1 

ﾏｳｽ 

混

餌
雄：0，144，

288 

雌：0，181，

343 

雄：[288] 

雌：[343] 
― 

Bucher 

他(1990)
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（3） 
標  題 亜硝酸性窒素 

著  者 中央環境審議会 

出  典 
水質汚濁に係る人の健康の保護に関する環境基準の項目の追加等について（第１次答申）

別添１ 検出率が高い７項目に関する毒性評価の詳細，5-7 (1999) 

内  容 ・亜硝酸性窒素の毒性に関するデ－タ 

試 験 種 
被 験 

物 質 

投  与 

期  間 
動物種 

投

与 

経

路 

投 与 量

（mgN/kg/day）

NOAEL 

無有害量 

（mgN/kg/day）

LOAEL 

最低影響量 

（mgN/kg/day） 

文   献

慢性毒性 

（１） 

亜硝酸 

ﾅﾄﾘｳﾑ 
２年間 ﾗｯﾄ 

飲

水

添

加 

0，20.3，203，406，

609 mgN/kg/l 

(概算0，2，20，

40， 

60 mgN/kg/day)

 

[20.3mgN/l(概算

2mgN/kg/day)]血

中ﾒﾄﾍﾓｸﾞﾛﾋﾞﾝの上

昇，気管支の拡張，

ﾘﾝﾊﾟ球浸潤，粘膜/

筋肉の萎縮，心臓

の小病変/繊維化

Shuval

他

(1972)

慢性毒性 

（２） 

亜硝酸 

ﾅﾄﾘｳﾑ 
２年間 

ﾗｯﾄ 

（雄） 

飲

水

添

加 

0，6.7，67，134，

201 
6.7 

[67]ﾒﾄﾍﾓｸﾞﾛﾋﾞﾝ濃

度の増加，心臓･

肺の組織学的変化

Shuval

他

(1972)

亜急性毒

性 

亜硝酸 

ﾅﾄﾘｳﾑ 
90日間 

Wistar

ﾗｯﾄ 

飲

水

添

加 

0，5.4，16.2，

54，162 
5.4 

[16.2] 副腎球状 

体の過形成 

Til 他

(1988)

生殖毒性 
亜硝酸 

ﾅﾄﾘｳﾑ 
98日間 

CD-1 

ﾏｳｽ 

飲

水

添

加 

0，38.0，79.1，

129.3 
79.1 

[129.3] 

飲水量の低下 

Gulati

他

(1990)

癌原性 
亜硝酸 

ﾅﾄﾘｳﾑ 
生涯 VM ﾏｳｽ 

飲

水

添

加 

0，0.04%(概算 0，

100mgN/kg/day)

0.04%( 概 算

100 

mgN/kg/day) 

― 

Hawkes

他

(1992)
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（4） 

標  題 硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 

著  者 環境庁 

出  典 
第１８回中央環境審議会水質部会配付参考資料 1-3 検討対象項目に係るデ－タシ－

ト，24-26 (1999) 

内  容 

・急性毒性に関するデ－タ 

（経口）硝酸               ヒト          LDLo＊ ：    430mg/kg    1980 

          硝酸ナトリウム     ラット        LD50
＊   ：  1,267mg/kg    1981 

                             ウサギ        LD50     ：  2,680mg/kg    1974 

          亜硝酸ナトリウム   ヒト（男性）  LDLo  ：    321mg/kg    1992 

                             ヒト          LDLo  ：     71mg/kg    1969 

                             ラット        LD50     ：    180mg/kg    1969 

                             マウス        LD50     ：    175mg/kg    1974 

                             イヌ          LDLo  ：    330mg/kg    1973 

                             ウサギ        LD50     ：    186mg/kg    1974 

 

          ＊LDLo ： Lowest Published Lethal Dose 最小致死量 

          ＊LD50   ： Lethal Dose 50％ kill 半数致死量 

 



 

－172－ 

JNC TJ8400 2002-056 

（5） 

標  題 硝酸性窒素等によるメトヘモグロビン血症報告例 

著  者 環境庁 

出  典 第２回中央環境審議会水質部会排水規制等専門委員会配布資料 4-3，3-4 (2000) 

内  容 

・1950 年の American Public Health Association の調査によれば，全米 48 州及びア

ラスカ，ハワイへ送ったアンケ－トの回答から，278 以上の発症例が回答（１州が未

回答），そのうち，死亡例が 39。 

    それらが飲用する井戸水中の硝酸性窒素濃度を測定した結果，10ppm 以下で発症例

が０％，11～20ppm で発症例が 2.3％。 

・飲料水中の硝酸性窒素に起因した幼児のメトヘモグロビン血症は，1945 年に初めて

報告。以来，北米とヨ－ロッパで約 2,000 の事例が報告され，そのうち７～８％が死

亡。これは，実際の発症の 10％に過ぎないと見積もられる。 

・Sattelmacher（1962）は，14 の国から飲料水中の硝酸性窒素によるメトヘモグロビ

ン血症について 1,060 事例を収集。このうち，硝酸性窒素濃度が得られている 467

例について，硝酸性窒素濃度が 100mg/l 未満は 10.5％（49 例），100mg/l を超えるも

のは 89.5％(418 例)。 

・Simon 他（1964）は，1956～1964 年にわたり，西ドイツの飲料水中硝酸性窒素による

メトヘモグロビン血症について 745 事例をアンケ－ト調査。このうち，硝酸性窒素濃

度が得られている 249 例について，硝酸性窒素濃度が 50 mg/l 未満のものは 4.4％（11

例），50～100 mg/l が 11.8％（29 例），100 mg/l を超えるものは 83.8％ (209 例)。

    また，この 249 例のうち，2.7％が上水道に関係。 

・1972 年の Committee on Nitrate Accumulation（National Academy of Sciences，USA）

  によれば，井戸水や食品に起因したメトヘモグロビン血症は，米国で約 350 例，うち

41 例が死亡，ヨ－ロッパで約 1,000 例，うち 80 例が死亡したと報告。 

    また，Vigil 他（1965）によれば，米国で上水道に起因した幼児のメトヘモグロビ

ン血症１例が報告。 

・飲料水中の硝酸性窒素による人の健康影響は，Comly（1945）により初めて報告。硝

酸性窒素濃度 619mg/l 及び 388mg/l の飲料水により，２人の幼児がメトヘモグロビン

血症発症。 

・Walton（1951）による米国の状況の他，Ciavaglia & Thompson（1969）により，飲料

水中の硝酸性窒素濃度が低いニュ－ヨ－クの都会とカナダ・オンタリオ州ではメトヘ

モグロビン血症が見られなかったことが報告。 

・Knotek & Schmidt（1964）によれば，1953～1960 年にチェコスロバキア中心部に生

まれた 5,800 人の子供のうち，115 人のメトヘモグロビン血症を報告。そのうち，８％

が死亡，52％が重症で，ほとんどの死亡が硝酸性窒素濃度 70～250mg/l の飲料水摂取

に関係。 
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(b) ほう素関係 

ほう素による人の健康影響等に関する資料は硝酸態窒素と同様に中央環境審

議会関係の資料がほとんどであり，その原デ－タはすべて海外のものである。 

ほう素による人の健康影響については，イヌおよびラットに対する毒性試験

によって精巣の萎縮，胎児体重の増加抑制等の生殖障害が認められており（U.S. 

E.P.A 1987，中央環境審議会 1999），水質環境基準はラットの生殖毒性試験を

もとに定められている。 

以上の各資料の要旨を表 4-24 に示した。 

 

表 4-24  ほう素による人の健康に係わる調査と影響評価事例に関する資料の要旨 

（1） 

標  題 
Health Effects Assessment for Boron and Compounds [ほう素及びその化合物の健康

影響評価]  

著  者 U. S. Environmental Protection Agency, OH, USA. 

出  典 PB Rep., PB-88-178710, 1-40 (1987) 

内  容 

・ほう素は食事によって通常 1.3～9-20mg/day の範囲で消費されている。人のほう素摂

取量が高く見積もられているにもかかわらず，動物実験では，NOEL（無影響量）の比

較的近くで精巣萎縮が生じることが示されている。これらの影響から保護するために

は，体重 70kg の人で１日許容摂取量として 6.2mg/day が勧められる。この値は，ラ

ットへの２年間の 350ppm（8.8 mg/kg/day）のほう素の投与による NOEL から導かれ

たものである。1,170ppm のほう素では，毒性とひどい精巣の退化が観察された。 
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（2） 

標  題 ほう素 

著  者 中央環境審議会 

出  典 
水質汚濁に係る人の健康の保護に関する環境基準の項目の追加等について（第１次答申）

別添１ 検出率が高い 12 項目に関する毒性評価の詳細，11-15 (1999) 

内  容 ・ほう素の毒性に関するデ－タ 

試験種 
被 験 

物 質 

投  与 

期  間 
動物種

投

与

経

路

投 与 量

（mgB/kg/day）

NOAEL 

無有害量 

（mgB/kg/day）

LOAEL 

最低影響量 

（mgB/kg/day） 

文   献

慢性毒性 

 
ほう酸 ２年間 

ﾋﾞ-ｸﾞﾙ

犬 

混

餌

0，1.45， 

2.93，8.75，

29.3 

8.75 

[29.3] 

精巣萎縮，精子

低形成 

Weir 他

 (1972)

亜急性毒性

（１） 
ほう酸 13 週間 

B6C3F1

ﾏｳｽ 

混

餌

0，23，48，

96，193，385
― 

[23] 

脾臓の髄外造血 

Dieter

(1994)

亜急性毒性

（２） 
ほう酸 ９週間 SD ﾗｯﾄ 

混

餌 
概算 0，25，  

[概算 25] 

体重増加抑制，

精巣重量減少等 

Seaborn

他(1994)

癌原性 ほう酸 ２年間 
B6C3F1

ﾏｳｽ 

混

餌 
0，48，96 ― 

[48] 

死亡率の増加 

Dieter

(1994) 

親動物 14 
親動物[29] 肝，

腎相対重量増加 

20 日間 SD ﾗｯﾄ 
混

餌 

0，14，29，

58 

胎児 ― 
胎児[14] 

体重減少 

親動物 ― 

親動物[43] 

腎尿細管拡張，

再生性変化 

生殖毒性 

（１） 
ほう酸 

17 日間 CD-1 ﾏｳｽ 混餌
0，43，79，

176 

胎児 43 
胎児[79] 

体重減少 

Heindel

他(1992)

親動物 13 
親動物[25] 

腎臓重量増加 

胎児 10 

胎児[13]  

13 本肋骨の短小，

波状肋骨の増加，

体重減少 

生殖毒性 

（２） 
ほう酸 20 日間 SD ﾗｯﾄ 

混

餌

0，3，6，10，

13，25 

新生児 

（21day） 13

新生児[25]  

13 本肋骨の短小，

Price 

他(1996)
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試験種 
被 験 

物 質 

投  与 

期  間 
動物種

投

与

経

路

投 与 量

（mgB/kg/day）

NOAEL 

無有害量 

（mgB/kg/day）

LOAEL 

最低影響量 

（mgB/kg/day） 

文   献

親動物 22 

親動物[44] 

体重増加抑制，

摂餌量減少，子

宮重量減少，黄

体数減少 生殖毒性 

（３） 
ほう酸 

妊娠 6～

19 日（14

日間） 

ﾆｭ-ｼﾞ-ﾗ

ﾝﾄﾞﾎﾜｲﾄ

種ｳｻｷﾞ

強

制

経

口

0，11，22，

44 

胎児 22 

胎児 [44] 

生 存 胎 児 数 減

少，心室中隔欠

損増加 

Price 

他(1996)

生殖毒性 

（４） 
ほう酸 27 週間 CD-1 ﾏｳｽ

混

餌

雄：0，19，

105， 221，

雌：0，33，

148，291 

[19] 

[105] 

体重増加抑制，

生 殖 器 重 量 減

少，精子濃度／

運動能減少，精

細管変性，腎臓

／副腎重量減少 

Fail 他

(1991)

生殖毒性 

（５） 
ほう酸 21 週間 CD-1 ﾏｳｽ

混

餌 

0，24，120，

214 
 

[24] 

精子活動性の低

下 

Chapin

他(1994)

生殖毒性 

（６） 
ほう酸 ９週間 

F-344 

ﾗｯﾄ 

混

餌 

0，26，38，

52，68 
 

[26] 

精子形成抑制 

Ku 他 

(1993) 
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（3） 

標  題 ほう素 

著  者 環境庁 

出  典 
第１８回中央環境審議会水質部会配付参考資料 1-3 検討対象項目に係るデ－タシ－

ト，10-12 (1999) 

内  容 

・急性毒性に関するデ－タ 

（経口，LD50
＊）ほう素     ラット              ：    650mg/kg    1970 

                         マウス             ：    560mg/kg    1970 

                         イヌ               ：    310mg/kg    1970 

                         ネコ               ：    250mg/kg    1970 

                         ウサギ             ：    310mg/kg    1970 

                         モルモット         ：    310mg/kg    1970 

                 ほう酸     ラット             ：  2,660mg/kg    1945 

                           マウス             ：  3,450mg/kg    1945 

                           ヒト（男性，LDLo＊）：    429mg/kg    1993 

                 ほう砂     ラット             ：  2,660mg/kg    1991 

                           マウス             ：      2 g/kg    1964 

                           モルモット         ：  5,330mg/kg    1964 

     ＊LDLo ： Lowest Published Lethal Dose 最小致死量 

     ＊LD50   ： Lethal Dose 50％ kill 半数致死量 
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4.2.4 化学物質の環境中における挙動に関する調査 

(1) 調査概要 

土壌中の移行・拡散挙動および生物環境中の挙動に関する知見について，調査

を実施した。なお，環境中，特に生物環境中においては硝酸及びほう素はそれぞ

れ容易に化学形態を変化させると考えられるため，対象とする環境物質の化学形

態は限定していない。 

硝酸およびほう素について，土壌中の移行・拡散挙動および生物環境中の挙動

に関する知見を以下に整理した。 

 

(2) 硝酸 

(a) 概要 

土壌中の硝酸塩は，植物が吸収し有機窒素化合物を合成する。 

余剰の硝酸塩は地下水へ移行する。好気的条件では分解や脱窒が起こりにく

いため，硝酸塩は大部分が帯水層へ移行する。嫌気的条件では，硝酸塩は脱窒

あるいは分解されて窒素となる。 

分解された窒素は，図 4-3 に示す窒素の循環に組み込まれ，バクテリアによ

って有機性窒素に固定され，さらに有機性窒素はバクテリアや菌類によってア

ンモニアに無機化され，アンモニアは硝化バクテリアによって硝酸・亜硝酸塩

となる。 
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有機化

（植物）

分      解 

（バクテリア）

窒 素

有 機 性 窒 素

ア ン モ ニ ア

硝酸・亜硝酸塩

固定（バクテリア）

無機化（バクテリア，菌類）

硝化（バクテリア）

好気的条件

嫌気的条件 

地下水への溶脱

図 4-3  窒素の循環 
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(b) 硝酸態窒素の溶脱 

硝酸態窒素は作物に適時吸収・利用されるが，余分なあるいは利用されない

硝酸態窒素は土壌中に存在することになる。しかし，硝酸態窒素は土壌に保持

されにくいため，雨水などにより容易に下層に溶脱し，地下水の汚染と水域の

富栄養化の原因となる恐れがある。 

硝酸態窒素の溶脱量はほぼ浸透水量に比例し，浸透水量と降水量は一次回帰

式で示されることから，窒素の溶脱は降雨量そのものに支配される。少雨年あ

るいは雨の少ない地方では，その保水力に応じて土性の影響（粗粒質≫細粒質）

が明らかに出るが，多雨年あるいは多雨地帯では，土壌間の違いが比較的少な

い。火山灰土では浸透水中の硝酸態窒素濃度が他の土壌の場合よりも低い傾向

が認められる。これは砂のように孔隙の大きさが比較的揃っている場合には，

移動が比較的均一に生じて硝酸態窒素が速やかに流出するが，火山灰土のよう

にいろいろな大きさの孔隙を含む土壌では，移動に乱れが起こり，また弱いな

がらも火山灰土の陰イオン吸着力の影響を受け，溶出時間が遅れる。さらに土

層中の滞留時間が長くなり，脱窒作用を受ける機会が多くなるためと説明され

ている。 

 

(c) 脱窒 

通気の良い畑土壌のような酸化的環境下では硝酸態窒素は安定であるが，何

らかの原因で還元的になったり，還元的な環境へ硝酸態窒素が移行した場合に

は，硝酸は酸素を奪われて亜酸化窒素や窒素ガスになって大気中に揮散する。

このような脱窒は水田で生じるほか，畑地でも有機物が局在していたり，小孔

隙など通気が悪く酸素分圧が７％以下になるところで発生する。脱窒に及ぼす

影響因子を検討した報告では，酸素濃度 0.1％以下の嫌気的条件で顕著な脱窒が

生じ，酸素約 15％の好気的条件においても少量ながら明らかに脱窒が認められ

ている。また，土壌水分 30％以下では，脱窒が認められず，45％ではきわめて

顕著な発生が確認されている。さらに，５℃では脱窒は起こらず，約 13℃でわ

ずかに生じ，35℃ではきわめて顕著な発生が認められている。 
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(3) ほう素 

ほう素は地殻や岩石中の自然界に幅広く存在しているが，単体では存在しない。

自然界ではほう素は＋３価をとり，酸素との親和性が高く，３配位（ＢＯ33‐）

または４配位（ＢＯ45‐）の強い共有結合を作る。 

岩石中のほう素は変成作用を受けると一般的に移動が起こり，岩石中のほう

素濃度は低下する。土壌中では水に溶けにくく，土壌に吸着されやすい。土壌

からのほう素の溶出は，土壌中でのほう素の存在状態，水溶液のｐＨ，土壌の

粒径等に大きく左右される。 

植物は土壌から，普通，ほう酸またはほう酸塩の可溶性化合物の形で，根か

らとるが，ときに葉からもとる。ほう素は植物体に必ず含まれ，生理的に必須

な元素である。個々の植物のほう素含有量は非常にまちまちであるが，野生の

草本では 10ppm 程度（乾燥体に対して）含み，キャベツ，人参，トマト等の栽

培植物では 30～40ppmＢとなる。植物のほう素含有量は土壌中のほう素含有量

によって変化し，季節によっても変化する。ホップ，大麦，チュ－リップ等で

はほう素の欠乏障害が知られており，ほう素はある種の植物疾病（花粉や種子

の不実性等）を防止する働きがある。そのため，少量のほう素は肥料に添加し

て施される。 

高等動物のほう素含有量は一般的に大変低い（～0.5ppmＢ）が，海洋性のサ

ンゴは～300ppm のほう素を含有する。また，海洋性プランクトンも高いほう

素含有量を示す（50～760ppm，平均 240ppm）。これらのほう素は，生物の死

後，海洋堆積物や海水にリサイクルされる。 

 

（参考とした資料） 
① 柴田雄次，無機化学全書 Ⅳ-1-1 窒素，丸善出版株式会社（1949） 
② 柴田雄次，無機化学全書 Ⅹ-2 ほう素，丸善出版株式会社（1965） 
③ 農林水産技術会議事務局，土壌中でのふん尿成分の動態，農林水産研究

文献解題 No.20 家畜ふん尿処理・利用技術，164-180（1994） 
④ 環境庁，検討対象項目に係るデ－タシ－ト，第４回中央環境審議会水質

部会環境基準健康項目専門委員会 配付資料３（1998） 
⑤ 環境庁，土壌中のほう素についての文献調査，第５回中央環境審議会土

壌農薬部会土壌専門委員会 配付資料５－５（2000） 
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4.2.5 産業廃棄物の処分として捉えた場合の環境上の問題点に関する検討 

上記の調査結果を整理し，それに基づいて硝酸及びほう素を含むＴＲＵ廃棄物

を産業廃棄物として捉えた場合の環境上の問題点について，以下に整理した。 

 

(1) 処分方法の問題 

硝酸およびほう素は水質環境基準の改正で有害物質とされたが，廃棄物処理法

上は有害物質とはされておらず，現段階では見直しの動きはない。 

有害物質を含む廃棄物は，遮断型の処分場で処分する必要があるが，そうでな

い場合は管理型の処分場でも処分が可能となる。 

管理型の処分場には浸出液処理設備が必要であり，その放流水は水質汚濁防止

法の排水基準が適用され，ほう素については 10mg/l，硝酸性窒素，亜硝酸性窒素

及びアンモニア性窒素の合計として 100mg/l をそれぞれ超えないこととされてお

り，それを満足させるための処理設備が必要となる。もし，この処理が技術的に

できない場合は，遮断型の処分場で処分することが必要になる。 

また，管理型又は遮断型の処分場の場合は，維持管理基準によって「埋立地周

縁の地下水の水質検査を定期的に行うこと」とされており，水質検査の結果「水

質の悪化（その原因が当該最終処分場以外にあることが明らかであるものを除

く。）が認められる場合には，その原因の調査その他の生活環境の保全上必要な措

置を講ずること」となっている。この場合に対象となる地下水やその判断基準は，

次のとおりである。 

① 水質検査の対象となる地下水 

埋立地からの浸出液による最終処分場の周縁の地下水の水質への影響の有

無を判断することができる２以上の場所から採取され，又は地下水集排水設

備により排出された地下水。 

② 水質検査項目 

地下水等検査項目（人の健康の保護に関する環境基準項目と同一。但し，

現時点では硝酸態窒素，ふっ素及びほう素は含まれていないが，環境基準の

主旨から考えると含めることが適当である。），電気伝導率及び塩化物イオン 

③ 水質検査の頻度 

埋立処分開始前：全項目  １回 
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埋立処分開始後：ａ．地下水等検査項目      年１回以上 

        ｂ．地下水等検査項目以外  月１回以上 

但しｂで異常が認められた場合は，速やかにａを測定する。 

④ 水質悪化の判定の考え方（環境省ヒアリング） 

埋立処分前との比較又は地下水の上流側地点との比較などによって数値が

増加している場合は環境基準（表 4-25，図 4-4）以下であっても悪化と認め

られる。 

 

(2) 環境影響評価の問題 

一定規模以上の産業廃棄物最終処分場を設置する場合は，環境影響評価が必要

となる。 

環境影響評価の実施については，国が定めたもの以外に，地方自治体の条例で

も定めており，設置場所の当該条例を調査する必要がある。 

環境影響評価の方法は廃棄物処分場に特有なものは特になく，通常の宅地開発

等と手法的には同じである。 

これは，有害物質の排出は，遮断型処分場では構造基準や維持管理基準によって

生じないこととされていること，管理型処分場では浸出液処理設備等を備えている

ことから，有害物質の環境影響予測の必要性がないことによる。 

但し，環境影響評価方法書や準備書について意見を提出できる住民の範囲が無

限定となったため，立地場所によっては意見書の数が膨大になる可能性があり，

その場合は手続的な時間や手間を要することになる。 

 

(3) 環境汚染の問題 

産業廃棄物最終処分場の構造基準および維持管理基準に適合した処分場は，基

本的に環境汚染のおそれは生じないと考えられるが，大地震等の不測の事態が発

生した場合は，有害物質が周辺に流出する可能性もある。その場合に想定される

問題は，次のとおりである。 

硝酸の場合は，自然界の窒素循環に取り込まれる分は問題がないが，それ以外

は主に地下水に溶脱することになる。硝酸性窒素が高濃度で含まれる地下水を飲

用した場合は，幼児のメトヘモグロビン血症が発症し，死亡の例も報告されてい
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る。 

また，生物については，窒素過剰によって植物の生育障害が生じることも報告

されている。 

ほう素の場合は，水に溶けにくく土壌に吸着されやすいため，植物への影響

が生じる可能性があり，ほう素の過剰によって，開花障害や生育障害が生じる

ことが報告されている。また，一部は地下水に溶脱する可能性もある。 

人への影響については明らかでないが，動物実験では過剰に摂取した場合は，

生殖障害が生じることが報告されている。 
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表 4-25  人の健康の保護に関する環境基準 

項 目 基 準 値 測 定 方 法 

カ ド ミ ウ ム 0.01mg／l 以下 日本工業規格Ｋ0102（以下「規格」という。）55 に定める方法 

全 シ ア ン 検出されないこと
規格 38.1.2 及び 38.2 に定める方法又は規格 38.1.2 及び 38.3 に定め

る方法 

鉛 0.01mg／l 以下 規格 54 に定める方法 

六 価 ク ロ ム 0.05mg／l 以下 規格 65.2 に定める方法 

砒 素 0.01mg／l 以下 規格 61.2 又は 61.3 に定める方法 

総 水 銀 0.0005mg／l 以下付表１に掲げる方法 

ア ル キ ル 水 銀 検出されないこと 付表２に掲げる方法 

Ｐ Ｃ Ｂ 検出されないこと 付表３に掲げる方法 

ジクロロメタン 0.02mg／l 以下 日本工業規格Ｋ0125 の 5.1，5.2 又は 5.3.2 に定める方法 

四 塩 化 炭 素 0.002mg／l 以下 日本工業規格Ｋ0125 の 5.1，5.2，5.3.1，5.4.1 又は 5.5 に定める方法

1,2-ジクロロエタン 0.004mg／l 以下 日本工業規格Ｋ0125 の 5.1，5.2，5.3.1 又は 5.3.2 に定める方法 

1,1-ジクロロエチレン 0.02mg／l 以下 日本工業規格Ｋ0125 の 5.1，5.2 又は 5.3.2 に定める方法 

シス-1,2-ジクロロエチレン 0.04mg／l 以下 日本工業規格Ｋ0125 の 5.1，5.2 又は 5.3.2 に定める方法 

1,1,1-トリクロロエタン １mg／l 以下 日本工業規格Ｋ0125 の 5.1，5.2，5.3.1，5.4.1 又は 5.5 に定める方法

1,1,2-トリクロロエタン 0.006mg／l 以下 日本工業規格Ｋ0125 の 5.1，5.2，5.3.1，5.4.1 又は 5.5 に定める方法

トリクロロエチレン 0.03mg／l 以下 日本工業規格Ｋ0125 の 5.1，5.2，5.3.1，5.4.1 又は 5.5 に定める方法

テトラクロロエチレン 0.01mg／l 以下 日本工業規格Ｋ0125 の 5.1，5.2，5.3.1，5.4.1 又は 5.5 に定める方法

1,3-ジクロロプロペン 0.002mg／l 以下 日本工業規格Ｋ0125 の 5.1，5.2 又は 5.3.1 に定める方法 

チ ウ ラ ム 0.006mg／l 以下 付表４に掲げる方法 

シ マ ジ ン 0.003mg／l 以下 付表５の第１又は第２に掲げる方法 

チオベンカルブ 0.02mg／l 以下 付表５の第１又は第２に掲げる方法 

ベ ン ゼ ン 0.01mg／l 以下 日本工業規格Ｋ0125 の 5.1，5.2 又は 5.3.2 に定める方法 

セ レ ン 0.01mg／l 以下 規格 67.2 又は 67.3 に定める方法 

硝酸性窒素及び 

亜硝酸性窒素 
10mg／l 以下

硝酸性窒素にあっては規格43.2.1，43.2.3又は43.2.5に定める方法，

亜硝酸性窒素にあっては規格 43.1 に定める方法 

ふ っ 素 0.8mg／l 以下 規格 34.1 に定める方法又は付表６に掲げる方法 

ほ う 素 1mg／l 以下 規格 47.1 若しくは 47.3 に定める方法又は付表７に掲げる方法 

備考 

１．基準値は年間平均値とする。ただし，全シアンに係る基準値については，最高値とする｡ 

２．「検出されないこと」とは，測定方法の欄に掲げる方法により測定した場合において，その結果が 

当該方法の定量限界を下回ることをいう。別表２において同じ。 

３．海域については，ふっ素及びほう素の基準値は適用しない。 

４．硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の濃度は，規格 43.2.1，43.2.3 又は 43.2.5 により測定された硝酸イ

オンの濃度に換算係数 0.2259 を乗じたものと規格 43.1 により測定された亜硝酸イオンの濃度に換

算係数 0.3045 を乗じたものの和とする。 
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4.3 処分場からの化学物質の移行評価 

本検討では，化学物質（硝酸及びホウ素）の埋設施設からの物質移行を解析し，

評価ポイントにおける化学物質濃度と現行環境基準とを比較検討する。 

 

4.3.1 評価対象及び評価条件 

本検討においては，坑道型の処分施設を想定し，処分施設は，地下水流れ方向

と垂直に交差するように配置されるとする。施設は，廃棄体・充填材領域，拡散

バリアおよび緩衝材から成り立つものとする。本検討に使用する施設寸法を表

4-26 に示す。 

解析には２次元物質移行解析コード「ＡＺＵＲＥ」を用いる。本検討では３次

元の事象を２次元で表現することになるために，処分施設の上面および側面の両

面を対象として検討することとする。本検討における解析体系を図 4-5 および図

4-6 に示す。 

また，本検討の基本ケースにおいて使用するパラメータを表 4-27 に示す。さら

に，本検討において変動させるパラメータを表 4-28 に示す。 

 

4.3.2 評価指標 

現状においては，環境基準が適用される位置等が不明確であるため，本検討で

はいくつかの評価対象を用意する。つまり，施設の下流数 100ｍの中央点におけ

る対象物質の濃度，および施設下流数 100m の，ある断面を通過する濃度の平均

値を評価対象とする。本検討における評価ポイントを図 4-5 及び図 4-6 中に示す。 

 

表 4-26 本検討に使用する施設寸法 

部位 寸法 

廃棄体・充填材領域 10m×10m×200m 

（廃棄体量がおよそ 6,000m3，廃棄体充填率が

30%として坑道の長さを算出。） 

拡散バリア厚さ 1m 

緩衝材厚さ 1m 
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4.3.3 解析結果 

(1) レファレンスケース 

処分施設を側面から見たケース（側面ケース）と，上面から見たケース（上面

ケース）について，それぞれのメッシュ図とレファレンスケースの水頭コンター

図を図 4-7～図 4-8 に示す。また，処分場付近の化学物質濃度分布を，コンター図

にして経過時間毎に示したものを図 4-9 及び図 4-10 に示す。 

側面ケースでは，施設上方からの拡散／分散により，化学物質が地上へ放出さ

れるような解析結果が得られている。しかしながら，本検討では，地上付近では

降雨等による希釈が期待できることも考慮に入れて，地下水の汚染の拡がりのみ

に着目することとする。 

また，評価点における濃度及び評価線におけるフラックスの規格化したものを

図 4-11 に示す。評価点における濃度は，上面ケースの方が側面ケースと比較して

高くなっている。これは，上面ケースの場合は坑道の中心近くにある化学物質が

拡散しないため，高濃度のまま地下水流によって移行するためと考えられる。た

だし，フラックスで見た場合は，上面ケースと側面ケースとでは大きな差はなく，

最も高い時期で，初期に施設に含有されている量のおよそ 5,000 分の１が評価線

を通過するという結果が得られた。なお，これらの結果は評価点あるいは評価線

の施設からの距離を変化させても，結果に大きな差異はなかった。 

 

(2) 感度解析 

本検討では，化学物質の移行速度に影響を及ぼす可能性のあるパラメータにつ

いて感度解析を実施した。その結果を図 4-12 及び図 4-13 に示す。 

側面ケース及び上面ケースの間で，感度を有するパラメータに若干の差異が認

められるが，分配係数および動水勾配については，どちらもフラックスへの影響

が大きいことがわかる。ただし，硝酸イオンおよびホウ酸イオンは共に陰イオン

であり，吸着性は小さいと考えられるため，吸着による遅延の効果は期待できな

いと考えられる。また，動水勾配はサイトに依存する。 

その他のパラメータについても，若干の感度を有するパラメータも存在するが，

その効果はフラックスを２倍，あるいは２分の１倍程度に変化させる程度であり，

地下水あるいは地表水による希釈水量と比較すればその効果は小さいと考えられ
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る。 

 

4.3.4 考察 

(1) 廃棄体中の硝酸性窒素／ホウ素の量及び濃度 

アスファルト固化体，低ＲＯＢＥ固化体及び高ＲＯＢＥ固化体中の硝酸塩及び

ホウ酸塩の量は以下のとおりである。 

 

硝酸塩 アスファルト固化体 103 kg/本 

 低ＲＯＢＥ固化体 94 kg/本 

 高ＲＯＢＥ固化体 67 kg/本 

 

ホウ酸塩 低ＲＯＢＥ固化体 40 kg/本 

 高ＲＯＢＥ固化体 46 kg/本 

 

硝酸塩を全て NaNO3（分子量 85），ホウ酸塩を全て Na3BO3（分子量 127.8）

と仮定すると，廃棄体中の硝酸性窒素及びホウ素の量は以下のとおりである。 

 

硝酸性窒素 アスファルト固化体 17.0 kg/本 

 低ＲＯＢＥ固化体 15.5 kg/本 

 高ＲＯＢＥ固化体 11.0 kg/本 

 

ホウ素 低ＲＯＢＥ固化体 3.4 kg/本 

 高ＲＯＢＥ固化体 3.9 kg/本 

 

処分施設（廃棄体・充填材領域）中の硝酸性窒素濃度及びホウ素濃度は，廃棄

体充填率 30%，廃棄体体積 200 L，間隙率 0.3，分配係数 0 m3/kg とすれば，以

下のとおりとなる。 

 

硝酸性窒素 アスファルト固化体 8.5×104 ppm 

 低ＲＯＢＥ固化体 7.7×104 ppm 
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 高ＲＯＢＥ固化体 5.5×104 ppm 

 

ホウ素 低ＲＯＢＥ固化体 1.7×104 ppm 

 高ＲＯＢＥ固化体 1.9×104 ppm 

 

(2) 濃度による検討 

前述までの解析結果では，評価点における濃度は，初期の処分施設中の濃度評

価から，多くても１００倍程度希釈されるのみである。そのため，硝酸性窒素及

びホウ素は，どちらも環境基準（硝酸性窒素 10 ppm, ホウ素 1 ppm）を満たす

ことは困難であると考えられる。 

 

 

(3) フラックスによる検討 

２次元の物質移行解析のリファレンスケースでは，ピークの時期で，１年間に

初期に施設に含有されている量のおよそ 5,000 分の１が評価線を通過するという

結果が得られた。これを，それぞれの廃棄体（アスファルト固化体 29,934 本，低

ＲＯＢＥ固化体 43,128 本，高ＲＯＢＥ固化体 4,367 本）にあてはめると，最大通

過フラックスは以下のとおりとなる。 

 

硝酸性窒素 アスファルト固化体 1.0×102  kg/y 

 低ＲＯＢＥ固化体 1.3×102  kg/y 

 高ＲＯＢＥ固化体 9.6      kg/y 

 

ホウ素 低ＲＯＢＥ固化体 2.9×101  kg/y 

 高ＲＯＢＥ固化体 3.4      kg/y 

 

これらが，環境基準（硝酸性窒素：10ppm，ホウ素：1ppm）を満足するために

必要な希釈水量は，以下のとおりである。 

 

硝酸性窒素 アスファルト固化体 1.0×104 m3/y 
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 低ＲＯＢＥ固化体 1.3×104 m3/y 

 高ＲＯＢＥ固化体 9.6×102 m3/y 

 

ホウ素 低ＲＯＢＥ固化体 2.9×104 m3/y 

 高ＲＯＢＥ固化体 3.4×103 m3/y 

 

以上のことから，サイト条件にもよるが，ある程度の希釈水量が見込めるなら

ば，硝酸性窒素およびホウ素のいづれについても，現行の環境基準を満足するこ

とが可能であると考えられる。 
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図4-12  感度解析結果（側面ケース）（１／３） 
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図4-12  感度解析結果（側面ケース）（２／３） 
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図4-12  感度解析結果（側面ケース）（３／３） 
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図4-13  感度解析結果（上面ケース）（１／３） 
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図4-13  感度解析結果（上面ケース）（３／３） 
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4.4 課題の摘出と解決策の検討 

以上の調査および評価結果から，サイト条件にもよるが，ある程度の希釈が見込

める場合は，対象廃棄体を余裕深度処分した場合においても環境基準を満足できる

見通しが得られた。しかしながら，サイトの下流側の境界までに十分な希釈が見込

めない場合は，何らかの対策を講じる必要がある。また，本検討では，硝酸および

ホウ素に着目して検討を行ったが，化学物質の観点では他の有害物が含まれる可能

性も否定できない。 

以上の観点から，ここでは硝酸およびほう素を含むＴＲＵ廃棄物の処分に関する

今後の課題を摘出・整理するとともに，それらの解決策について検討した。 

 

【シミュレーション・モデル信頼性の向上】 

今回実施したシミュレーションのモデルは，２次元物質移行解析コード

「AZURE」を用いて計算した。パラメーターは，透水係数，粒子密度，間隙率，

分配係数，拡散係数，などである。これらを用いて，窒素，ほう素の挙動解析に

ついて基本的な検討を行ったものである。 

既存の土壌中の窒素のシミュレーションでは，畑・森林など比較的土壌の浅い

場所を対象としたモデルの検討がなされている。なかには，硝酸性窒素，亜硝酸

性窒素，アンモニアなどの変化を考慮したモデルもある。 

シミュレーション・モデルのパラメータ決定に際しては，硝酸の化学変化を考

慮せず安全側の数値が用いられているが，さらにモデルの信頼性を向上させるに

は，脱窒速度を深度別に定めるなどの相変化も取り入れたより現実的な検討が重

要である。 

また，ほう素については，土壌中の挙動をシミュレーションした事例は現在ま

で収集できなかったが，窒素化合物のように相変化をすることがないので，地下

水挙動解析の手法の適用が可能である。 

 

【硝酸及びほう素の化学的挙動に関する検討】 

本研究では，化学物質の環境中の挙動に関する調査を実施した。その結果，硝

酸は嫌気性環境下においてバクテリア，菌類等により脱窒され，窒素まで分解さ

れることがわかった。また，ほう素についてもカルシウムと結合し，沈殿を生じ
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ることが示唆されている。このことより，帯水層などの希釈水量が十分に見込め

ないサイトの場合では，これらの挙動を評価に取り込むことにより化学物質の影

響をより現実的に評価でき，合理的な処分施設概念を構築できると考えられる。

しかしながら，現状ではこれらの微生物分解等についての知見は定量的な評価に

おいて考慮するまでには至っていない。そのため，今後はより詳細な調査を行う

とともに，挙動のモデル化および予備的な解析を実施することが必要であると考

えられる。 

 

【化学物質チェックリストの整備】 

TRU 廃棄物処分は，放射性廃棄物処分の法制度に則して実行されるが，産業廃

棄物処分の観点からの環境配慮も必要である。 

つまり，プラスチック固化体からはプラスチック素材に含まれる安定剤に由来

する環境ホルモン物質の持続的な溶出や，廃棄物からの二次汚染，副生物の生成

なども考えられる。 

そこで，廃棄物の種類ごとに具体的な環境配慮事項を前もって整備し，ガイド

ラインとしてまとめておくことが重要となってくる。処分に際しては，このガイ

ドラインを作業者への周知徹底させることによって「環境にやさしい」事業の推

進を図ることが可能となる。 
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5. 研究計画の策定 

ここでは，本研究での検討結果を踏まえて，今後解決すべき課題を抽出し，将来

の処分事業が円滑に進めるために必要な研究計画を策定する。なお，研究計画策定

においては，全体計画を検討すると共に，各課題に対する解決方法，試験項目，試

験実施内容および試験スケジュール等について整理する。 

 

5.1 余裕深度処分の適合性検討 

本研究において対象とする廃棄体について，技術的な観点から余裕深度処分の適

合性を判断するためには，以下の項目について検討する必要がある。 

・地下水移行シナリオ 

・接近シナリオ 

・化学物質の影響 

 

このうち，地下水移行シナリオについては，本研究の「合理的な処分システム仕

様及び地層環境条件の検討」において，核種移行評価の感度解析を行い，目標線量

を充分に下回るための人工バリアおよび天然バリアに関する十分条件を明らかにし

た。その結果，感度を有するパラメータのうち，いくつかのパラメータに対しては

今後検討する必要のあるものの，人工バリア条件および天然バリア条件ともに，全

ての対象廃棄体に対して余裕深度処分が可能である見通しが得られた。 

また，化学物質の影響に関しても，「環境影響評価に係る検討」において，ある程

度の希釈水量が確保できるサイトであれば，対象廃棄体に含有される化学物質であ

る硝酸性窒素及びホウ素による環境への影響は小さく抑えられることがわかった。 

また，接近シナリオについてもボーリングコア観察シナリオに対して被ばく評価

を実施し（添付５），その結果全ての廃棄体において ICRP Pub. 81（ICRP,1998）

での介入レベルである 10 mSv/y～100 mSv/y 以下に収まる見通しが得られた。 

 

今後は，本研究によって整理された核種移行解析に対する影響事象に関する検討

課題を解決する必要がある。また，本検討では目標線量を満足するための十分条件

が抽出されたが，人工バリア構成が非常に強固となったため，この処分概念をその

まま適用することは経済性の観点からは適当ではない。よって今後は，より合理的
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な処分システムを構築するための検討が必要であると考えられる。 

 

5.2 今後の研究計画 

本検討では，「合理的な処分システム仕様及び地層環境条件の検討」及び「ＦＥＰ

の再整理及び安全評価シナリオの検討」の結果得られた重要パラメータに対する影

響事象のうち課題とされたものに対して，研究計画を策定した。研究項目は以下の

とおりである。 

   

  ・プラスチック固化体の溶出試験（ＪＮＣ殿独自の課題） 

  ・アスファルト固化体の溶出試験（ＪＮＣ殿独自の課題） 

  ・ＲＯＢＥ固化体の固化方法に関する検討（ＪＮＣ殿独自の課題） 

  ・コンクリート部の劣化に関する検討 

  ・緩衝材の透水性上昇に関する検討 

  ・ＲＯＢＥ固化体における C-14 の分配係数確認試験（ＪＮＣ殿独自の課題） 

  ・ガス影響に関する検討 

  ・天然バリアの変動事象影響に関する検討 

  ・生物圏評価における変動事象影響に関する検討 

 

また，それぞれの研究計画を１件１葉にしてまとめたものを表 5-1 に示す。本研

究計画には，以下の項目を含む。 

  ・研究の目的および課題の解決方法 

  ・研究項目 

  ・研究内容 

  ・研究スケジュール 
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表
5-

1 
 
研

究
計
画
（
１
／
９
）
 
 
 
 
①
：
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
固
化
体
の
溶
出
試
験

 
 

１
．
研
究
の
目
的
お
よ
び
課
題
の
解
決
方
法

 
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
固
化
体
は
，
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
マ
ト
リ
ク
ス
に
よ
る
核
種
の
漏
出
に
対
す

る
遅
延
効
果
が
見
込
め
る
が
，
現
状
で
は
，
核
種
の
浸
出
率
に
関
す
る
デ
ー
タ
が
存
在
し

な
い
。
そ
の
た
め
，
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
固
化
体
に
対
し
て
浸
出
試
験
を
行
い
，
核
種
の
漏
出

率
デ
ー
タ
を
蓄
積
す
る
と
と
も
に
，
浸
出
メ
カ
ニ
ズ
ム
に
つ
い
て
確
認
す
る
。
な
お
，
本

研
究
に
関
す
る
課
題
は
Ｊ
Ｎ
Ｃ
独
自
の
課
題
で
あ
る
た
め
，
Ｊ
Ｎ
Ｃ
に
お
い
て
実
施
す
る

必
要
が
あ
る
。

 
 ２
．
研
究
項
目

 
 
①
試
験
計
画
の
策
定

 
 
②
試
験
体
の
作
製

 
 
③
予
備
的
浸
出
試
験

 
 
④
本
試
験

 
 
⑤
核
種
移
行
解
析
へ
の
反
映

 
 ３
．
研
究
内
容

 
①
試
験
計
画
の
策
定

 
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
固
化
体
に
要
求
さ
れ
る
浸
出
率
等
の
必
要
条
件
及
び
十
分
条
件
に
つ

い
て
整
理
す
る
。
ま
た
，
既
往
の
文
献
調
査
を
実
施
し
，
試
験
項
目
，
試
験
手
法
，
試
験

条
件
，
測
定
項
目
及
び
対
象
核
種
等
に
つ
い
て
調
査
す
る
。
そ
の
結
果
を
反
映
し
て
本
研

究
の
試
験
計
画
を
策
定
す
る
。

 
 ②
試
験
体
の
作
製

 
予
備
試
験
お
よ
び
本
試
験
に
必
要
な
模
擬
試
験
体
あ
る
い
は
実
試
験
体
を
作
製
す
る
。 

 ③
予
備
的
浸
出
試
験

 
処
分
施
設
を
模
擬
し
た
環
境
に
お
い
て
予
備
試
験
を
実
施
し
，
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
固
化
体

の
浸
出
挙
動
に
つ
い
て
概
要
を
把
握
す
る
。
そ
の
結
果
を
反
映
さ
せ
て
，
本
試
験
に
お
け

る
計
画
の
再
検
討
を
行
う
。

 
 ④
本
試
験

 
本
試
験
を
実
施
し
，
核
種
の
漏
出
率
に
つ
い
て
定
量
的
な
デ
ー
タ
を
取
得
し
，
核
種
の

溶
出
メ
カ
ニ
ズ
ム
を
解
明
す
る
。

 
 ⑤
核
種
移
行
解
析
へ
の
反
映

 
上
記
ま
で
の
試
験
結
果
を
核
種
移
行
解
析
に
反
映
さ
せ
，
線
量
へ
の
影
響
の
大
き
さ
を

確
認
す
る
。

 
  ４
．
研
究
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

 
工
 
程

 
20

02
 

20
03

 
20

04
 

20
05

 
20

06
 

備
考

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
①
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験
計
画
の
策
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②
試
験
体
の
作
製

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

③
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⑤
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表
5-

1 
 
研

究
計
画
（
２
／
９
）
 
 
 
 
②
：
ア
ス
フ
ァ
ル
ト
固
化
体
の
溶
出
試
験

 
 

１
．
研
究
の
目
的
お
よ
び
課
題
の
解
決
方
法

 
ア
ス
フ
ァ
ル
ト
固
化
体
の
安
全
評
価
上
重
要
な
核
種
は
，

I-1
29

お
よ
び

C-
14

等
の
難

吸
着
性
核
種
で
あ
る
た
め
，
人
工
バ
リ
ア
及
び
天
然
バ
リ
ア
に
よ
り
核
種
の
移
行
を
遅
延

さ
せ
る
こ
と
が
困
難
と
な
る
可
能
性
が
あ
る
。
そ
の
た
め
，
廃
棄
体
の
放
射
能
濃
度
お
よ

び
処
分
概
念
に
よ
っ
て
は
，
廃
棄
体
自
身
に
核
種
の
閉
じ
込
め
性
が
要
求
さ
れ
る
。

 
し
た
が
っ
て
，
ア
ス
フ
ァ
ル
ト
固
化
体
が
処
分
環
境
下
に
お
い
て
有
す
る
核
種
の
漏
出

に
対
す
る
遅
延
効
果
を
，
溶
出
試
験
を
行
う
こ
と
に
よ
り
定
量
的
に
確
認
す
る
。
な
お
，

本
研
究
に
関
す
る
課
題
は
Ｊ
Ｎ
Ｃ
独
自
の
課
題
で
あ
る
た
め
，
Ｊ
Ｎ
Ｃ
に
お
い
て
実
施
す

る
必
要
が
あ
る
。

 
 ２
．
研
究
項
目

 
 
①
試
験
計
画
の
策
定

 
 
②
試
験
体
の
作
製

 
 
③
模
擬
廃
棄
体
に
よ
る
予
備
試
験

 
 
④
実
廃
棄
体
に
よ
る
本
試
験

 
 
⑤
核
種
移
行
解
析
へ
の
反
映

 
 ３
．
研
究
内
容

 
①
試
験
計
画
の
策
定

 
ア
ス
フ
ァ
ル
ト
固
化
体
に
要
求
さ
れ
る
浸
出
率
等
の
必
要
条
件
及
び
十
分
条
件
に
つ

い
て
整
理
す
る
。
ま
た
，
既
往
の
文
献
調
査
を
実
施
し
，
試
験
項
目
，
試
験
手
法
，
試
験

条
件
，
測
定
項
目
及
び
対
象
核
種
等
に
つ
い
て
調
査
す
る
。
そ
の
結
果
を
反
映
し
て
本
研

究
の
試
験
計
画
を
策
定
す
る
。

 
 ②
試
験
体
の
作
製

 
予
備
試
験
お
よ
び
本
試
験
に
必
要
な
模
擬
試
験
体
あ
る
い
は
実
試
験
体
を
作
製
す
る
。 

③
模
擬
試
験
体
に
よ
る
予
備
試
験

 
予
備
試
験
を
行
い
，
ア
ス
フ
ァ
ル
ト
固
化
体
か
ら
の
核
種
の
浸
出
挙
動
に
つ
い
て
概
要

を
把
握
す
る
。
そ
の
結
果
を
反
映
さ
せ
て
，
本
試
験
に
お
け
る
計
画
の
再
検
討
を
行
う
。 

 ④
実
試
験
体
に
よ
る
本
試
験

 
本
試
験
を
実
施
し
，
核
種
の
漏
出
率
に
つ
い
て
定
量
的
な
デ
ー
タ
を
取
得
し
，
核
種
の

溶
出
メ
カ
ニ
ズ
ム
を
解
明
す
る
。

 
 ⑤
核
種
移
行
解
析
へ
の
反
映

 
上
記
ま
で
の
試
験
結
果
を
核
種
移
行
解
析
に
反
映
さ
せ
，
線
量
へ
の
影
響
の
大
き
さ
を

確
認
す
る
。

 
 ４
．
研
究
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

 
工
 
程
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20
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04
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備
考
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試
験
計
画
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製
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よ
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実
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表

5-
1 

 
研

究
計
画
（
３
／
９
）
 
 
 
 
③
：

RO
BE

固
化
体
の
固
化
方
法
に
関
す
る
検
討

 
 

１
．
研
究
の
目
的
お
よ
び
課
題
の
解
決
方
法

 
RO

BE
固
化
体
は
再
処
理
工
場
か
ら
発
生
す
る
低
レ
ベ
ル
濃
縮
廃
液
の
ス
ラ
リ
ー
に
，

ホ
ウ
酸
ナ
ト
リ
ウ
ム
を
固
化
助
材
と
し
て
添
加
し
，
蒸
発
固
化
し
た
中
間
貯
蔵
体
で
あ
る
。

Ｒ
Ｏ
Ｂ
Ｅ
固
化
体
は
，
こ
の
状
態
で
は
処
分
施
設
に
お
け
る
廃
棄
体
の
受
け
入
れ
基
準
を

満
足
し
な
い
た
め
，
何
ら
か
の
方
法
で
処
理
す
る
必
要
が
あ
る
。
一
方
，
Ｒ
Ｏ
Ｂ
Ｅ
固
化

体
は
，
種
類
に
よ
っ
て
は
放
射
能
濃
度
が
高
い
廃
棄
体
も
含
ま
れ
る
た
め
，
処
分
施
設
の

性
能
評
価
の
観
点
か
ら
，
廃
棄
体
に
核
種
の
閉
じ
込
め
性
を
期
待
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

可
能
性
が
あ
る
。

 
し
た
が
っ
て
，
処
分
施
設
の
性
能
評
価
の
観
点
か
ら
の
要
件
も
考
慮
し
て
，
Ｒ
Ｏ
Ｂ
Ｅ

固
化
体
の
合
理
的
な
処
理
方
法
及
び
処
分
方
法
を
検
討
す
る
。
な
お
，
本
課
題
は
Ｊ
Ｎ
Ｃ

独
自
の
課
題
で
あ
る
た
め
，
Ｊ
Ｎ
Ｃ
が
実
施
す
る
必
要
が
あ
る
。

 
 ２
．
研
究
項
目

 
 
①
Ｒ
Ｏ
Ｂ
Ｅ
固
化
体
に
要
求
さ
れ
る
要
件
の
抽
出

 
 
②
Ｒ
Ｏ
Ｂ
Ｅ
固
化
体
の
処
理
方
法
の
整
理

 
 
③
候
補
固
化
体
に
対
す
る
予
備
的
な
固
化
試
験

 
 
④
候
補
固
化
体
に
対
す
る
浸
出
試
験

 
 ３
．
研
究
内
容

 
①
Ｒ
Ｏ
Ｂ
Ｅ
固
化
体
に
要
求
さ
れ
る
要
件
の
抽
出

 
Ｒ
Ｏ
Ｂ
Ｅ
固
化
体
に
対
し
て
，
浅
地
中
処
分
を
想
定
し
た
場
合
に
要
求
さ
れ
る
要
件
に

つ
い
て
ま
と
め
る
。
核
種
移
行
の
観
点
で
は
，
想
定
さ
れ
る
い
く
つ
か
の
サ
イ
ト
条
件
お

よ
び
人
工
バ
リ
ア
条
件
に
対
し
て
，
廃
棄
体
が
保
持
す
る
必
要
の
あ
る
機
能
に
つ
い
て
整

理
す
る
。

 
 ②
Ｒ
Ｏ
Ｂ
Ｅ
固
化
体
の
処
理
方
法
の
整
理

 

Ｒ
Ｏ
Ｂ
Ｅ
固
化
体
を
対
象
と
し
た

SC
固
化
，
ガ
ラ
ス
固
化
，
塩
転
換
等
の
処
理
方
法

に
つ
い
て
整
理
し
，
そ
の
長
所
お
よ
び
欠
点
を
明
確
に
す
る
。
ま
た
，
上
述
①
の
検
討
結

果
を
参
考
に
，
候
補
の
中
か
ら
最
も
適
当
な
処
理
方
法
及
び
処
分
方
法
を
選
定
す
る
。
選

定
に
お
い
て
は
，
処
理
に
要
す
る
費
用
と
そ
れ
に
よ
る
人
工
バ
リ
ア
低
減
に
よ
る
コ
ス
ト

低
減
と
を
比
較
す
る
こ
と
に
よ
り
そ
の
経
済
的
効
果
を
確
認
す
る
。

 
 ③
候
補
固
化
体
に
対
す
る
予
備
的
な
固
化
試
験

 
上
記
②
で
選
定
さ
れ
た
処
理
方
法
に
対
し
て
，
そ
の
処
理
の
実
現
可
能
性
を
確
認
す
る

た
め
に
，
予
備
的
な
固
化
試
験
を
実
施
す
る
。

 
 ④
候
補
固
化
体
に
対
す
る
浸
出
試
験

 
上
記
②
で
選
定
さ
れ
た
処
理
方
法
に
対
し
て
，
性
能
評
価
上
要
求
さ
れ
る
機
能
を
確
保

で
き
る
か
ど
う
か
を
確
認
す
る
た
め
に
，
予
備
的
な
浸
出
試
験
を
行
う
。

 
 ４
．
研
究
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

 
工
 
程

 
20

02
 

20
03

 
20

04
 

20
05

 
20

06
 

備
考

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
①
Ｒ
Ｏ
Ｂ
Ｅ
固
化
体
に
要
求
さ
れ
る

要
件
の
抽
出

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

②
Ｒ
Ｏ
Ｂ
Ｅ
固
化
体
の
処
理
方
法
の

整
理

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

③
候
補
固
化
体
に
対
す
る
予
備
的
な

固
化
試
験

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

④
候
補
固
化
体
に
対
す
る
浸
出
試
験
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表
5-

1 
 
研

究
計
画
（
４
／
９
）
 
 
 
 
④
：
コ
ン
ク
リ
ー
ト
部
の
劣
化
に
関
す
る
検
討

 
 

１
．
研
究
の
目
的
お
よ
び
課
題
の
解
決
方
法

 
C-

14
及
び

I-1
29

等
の
難
吸
着
性
核
種
が
線
量
評
価
上
支
配
的
な
場
合
は
，
コ
ン
ク
リ

ー
ト
部
（
低
拡
散
バ
リ
ア
・
構
造
躯
体
）
の
止
水
性
が
劣
化
す
る
時
期
と
劣
化
後
の
透
水

性
が
評
価
上
重
要
な
パ
ラ
メ
ー
タ
と
な
り
う
る
。
そ
の
た
め
，
コ
ン
ク
リ
ー
ト
部
の
透
水

係
数
に
影
響
を
及
ぼ
す
力
学
的
劣
化
お
よ
び
化
学
的
劣
化
に
関
す
る
メ
カ
ニ
ズ
ム
を
整

理
し
，
処
分
環
境
に
お
け
る
コ
ン
ク
リ
ー
ト
部
の
性
能
の
経
時
的
な
変
化
を
予
測
す
る
た

め
に
必
要
な
デ
ー
タ
を
蓄
積
，
整
備
す
る
と
と
も
に
，
評
価
モ
デ
ル
を
検
討
す
る
。

 
 ２
．
研
究
項
目

 
 
①
コ
ン
ク
リ
ー
ト
部
の
劣
化
に
関
す
る
事
象
の
整
理

 
 
②
化
学
反
応
が
コ
ン
ク
リ
ー
ト
部
の
透
水
性
に
及
ぼ
す
影
響
に
関
す
る
検
討

 
 
③
力
学
的
劣
化
が
コ
ン
ク
リ
ー
ト
部
の
透
水
性
に
及
ぼ
す
影
響
に
関
す
る
検
討

 
 
④
解
析
に
よ
る
コ
ン
ク
リ
ー
ト
の
透
水
係
数
上
昇
の
予
測

 
 ３
．
研
究
内
容

 
①
コ
ン
ク
リ
ー
ト
部
の
劣
化
に
関
す
る
事
象
の
整
理

 
コ
ン
ク
リ
ー
ト
部
の
透
水
係
数
に
影
響
を
及
ぼ
す
力
学
的
劣
化
お
よ
び
化
学
的
劣
化

に
関
す
る
事
象
を
抽
出
・
整
理
す
る
。
整
理
に
あ
た
り
，
対
象
廃
棄
体
特
有
の
含
有
物
に

も
着
目
す
る
。

 
 

②
セ
メ
ン
ト
系
材
料
の
化
学
反
応
が
コ
ン
ク
リ
ー
ト
部
の
透
水
性
に
及
ぼ
す
影
響
に
関
す
る

検
討

 
セ
メ
ン
ト
鉱
物
の
溶
脱
及
び
硝
酸
塩
影
響
等
の
化
学
反
応
に
起
因
す
る
透
水
係
数
の

変
化
に
つ
い
て
検
討
す
る
。
ま
た
，
間
隙
率
の
変
化
と
透
水
係
数
と
の
関
連
も
明
確
に
し

た
上
で
，
化
学
反
応
と
間
隙
率
及
び
透
水
係
数
と
の
連
成
を
考
慮
す
る
。

 
 

③
力
学
的
劣
化
が
コ
ン
ク
リ
ー
ト
部
の
透
水
性
に
及
ぼ
す
影
響
に
関
す
る
検
討

 
エ
ト
リ
ン
ガ
イ
ト
生
成
，
金
属
の
腐
食
膨
張
及
び
，
ガ
ス
の
発
生
・
蓄
積
等
の
力
学
的

影
響
に
よ
る
コ
ン
ク
リ
ー
ト
部
の
透
水
係
数
に
及
ぼ
す
影
響
に
つ
い
て
検
討
す
る
。
ま
た
，

適
切
な
評
価
モ
デ
ル
の
構
築
，
デ
ー
タ
の
収
集
お
よ
び
解
析
に
よ
る
影
響
の
確
認
を
行
い
，

影
響
の
発
現
時
期
お
よ
び
影
響
の
及
ぶ
範
囲
と
規
模
に
つ
い
て
定
量
的
に
評
価
す
る
。
ま

た
，
必
要
に
応
じ
て
試
験
を
実
施
す
る
。

 
④
解
析
に
よ
る
コ
ン
ク
リ
ー
ト
の
透
水
係
数
上
昇
の
予
測

 
上
述
①
～
③
の
検
討
結
果
か
ら
，
コ
ン
ク
リ
ー
ト
の
劣
化
に
関
す
る
事
象
を
複
合
的
に

考
慮
し
た
モ
デ
ル
を
開
発
し
，
解
析
を
行
う
こ
と
で
定
量
的
な
検
討
を
実
施
す
る
。
最
終

的
に
，
コ
ン
ク
リ
ー
ト
バ
リ
ア
の
透
水
係
数
が
上
昇
す
る
時
期
及
び
影
響
の
程
度
に
つ
い

て
総
合
的
な
評
価
を
行
う
。

 
 ４
．
研
究
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

 
工
 
程

 
20

02
 

20
03

 
20

04
 

20
05

 
20

06
 

備
考

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
①
コ
ン
ク
リ
ー
ト
部
の
劣
化
に
関
す

る
事
象
の
整
理

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

②
セ
メ
ン
ト
系
材
料
の
化
学
反
応
が

コ
ン
ク
リ
ー
ト
部
の
透
水
性
に

及
ぼ
す
影
響
に
関
す
る
検
討

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

③
力
学
的
劣
化
が
コ
ン
ク
リ
ー
ト
部

の
透
水
性
に
及
ぼ
す
影
響
に
関

す
る
検
討

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

④
解
析
に
よ
る
コ
ン
ク
リ
ー
ト
の
透

水
係
数
上
昇
の
予
測
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表
5-

1 
 
研

究
計
画
（
５
／
９
）
 
 
 
 
⑤
：
緩
衝
材
の
透
水
性
上
昇
に
関
す
る
検
討

 
 

１
．
研
究
の
目
的
お
よ
び
課
題
の
解
決
方
法

 
緩
衝
材
が
化
学
的
に
劣
化
す
る
か
，
あ
る
い
は
力
学
的
に
卓
越
的
な
流
路
が
形
成
さ
れ

る
こ
と
に
よ
り
，
止
水
性
が
機
能
し
な
い
場
合
，
核
種
移
行
評
価
に
お
け
る
線
量
へ
の
影

響
は
大
き
い
。

 
し
た
が
っ
て
，
緩
衝
材
の
透
水
係
数
に
影
響
を
及
ぼ
し
う
る
事
象
に
関
す
る
知
見
を
整

理
し
，
対
象
廃
棄
体
を
余
裕
深
度
処
分
す
る
た
め
に
緩
衝
材
に
期
待
さ
れ
る
機
能
を
満
足

す
る
た
め
の
仕
様
を
明
ら
か
に
す
る
。

 
 ２
．
研
究
項
目

 
 
①
緩
衝
材
の
透
水
性
上
昇
に
関
す
る
知
見
の
整
理

 
 
②
緩
衝
材
の
化
学
的
変
質
に
よ
る
透
水
性
上
昇
に
関
す
る
検
討

 
 
③
緩
衝
材
の
力
学
的
健
全
性
に
関
す
る
モ
デ
ル
化
及
び
解
析

 
 
④
要
求
さ
れ
る
機
能
を
満
足
す
る
緩
衝
材
の
仕
様
の
検
討

 
 ３
．
研
究
内
容

 
①
緩
衝
材
の
透
水
性
上
昇
に
関
す
る
知
見
の
整
理

 
セ
メ
ン
ト
／
ベ
ン
ト
ナ
イ
ト
反
応
，
硝
酸
塩
影
響
及
び
ガ
ス
影
響
等
の
緩
衝
材
の
透
水

性
が
上
昇
す
る
事
象
を
抽
出
し
，
既
往
の
文
献
を
調
査
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
知
見
を
整
理

す
る
。

 
 ②
緩
衝
材
の
化
学
的
変
質
に
よ
る
透
水
性
上
昇
に
関
す
る
検
討

 
上
述
①
で
抽
出
さ
れ
た
セ
メ
ン
ト
／
ベ
ン
ト
ナ
イ
ト
反
応
，
硝
酸
塩
影
響
等
の
緩
衝
材

の
化
学
的
変
質
に
つ
い
て
水
化
学
解
析
を
行
い
，
変
質
の
時
期
お
よ
び
変
質
の
程
度
を
評

価
す
る
。
さ
ら
に
，
変
質
の
度
合
い
と
透
水
性
へ
の
影
響
の
関
連
性
を
明
ら
か
に
す
る
。 

 ③
緩
衝
材
の
力
学
的
健
全
性
に
関
す
る
モ
デ
ル
化
及
び
解
析

 

上
述
①
で
抽
出
さ
れ
た
ガ
ス
影
響
，
力
学
的
健
全
性
の
欠
如
に
よ
る
卓
越
経
路
形
成
等

の
緩
衝
材
の
力
学
的
劣
化
に
つ
い
て
影
響
事
象
の
モ
デ
ル
化
お
よ
び
解
析
を
行
う
。
解
析

で
は
，
化
学
的
な
変
質
に
よ
る
緩
衝
材
お
よ
び
周
辺
領
域
の
力
学
特
性
パ
ラ
メ
ー
タ
の
変

遷
も
考
慮
す
る
。

 
 ④
要
求
さ
れ
る
機
能
を
満
足
す
る
緩
衝
材
の
仕
様
の
検
討

 
①
～
③
の
検
討
結
果
に
基
づ
き
，
余
裕
深
度
処
分
に
お
い
て
緩
衝
材
に
要
求
さ
れ
る
機

能
を
満
足
す
る
仕
様
に
つ
い
て
総
合
的
な
検
討
を
行
う
。

 
    ４
．
研
究
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

 
工
 
程

 
20

02
 

20
03

 
20

04
 

20
05

 
20

06
 

備
考

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
①
緩
衝
材
の
透
水
性
上
昇
に
関
す
る

知
見
の
整
理

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

②
緩
衝
材
の
化
学
的
変
質
に
よ
る
透

水
性
上
昇
に
関
す
る
検
討

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

③
緩
衝
材
の
力
学
的
健
全
性
に
関
す

る
モ
デ
ル
化
及
び
解
析

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

④
要
求
さ
れ
る
機
能
を
満
足
す
る
緩

衝
材
の
仕
様
の
検
討
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表
5-

1 
 
研

究
計
画
（
６
／
９
）
 
 
 
 
⑥
：
Ｒ
Ｏ
Ｂ
Ｅ
固
化
体
に
お
け

る
C-

14
の
分
配

係
数
確
認
試
験

 
 

１
．
研
究
の
目
的
お
よ
び
課
題
の
解
決
方
法

 
Ｒ
Ｏ
Ｂ
Ｅ
固
化
体
に
は
，
放
射
能
濃
度
が
高
い
廃
棄
体
も
存
在
し
，
余
裕
深
度
処
分
す

る
た
め
に
は
，
性
能
評
価
上
重
要
核
種
で
あ
る

C-
14

に
対
す
る
遅
延
効
果
を
，
廃
棄
体

あ
る
い
は
充
填
材
に
期
待
す
る
必
要
が
あ
る
。
一
方
，
対
象
廃
棄
体
に
は
硝
酸
塩
，
ホ
ウ

酸
塩
等
が
多
く
含
ま
れ
て
お
り
，
こ
れ
ら
が
処
分
施
設
近
傍
で
高
濃
度
に
な
る
お
そ
れ
が

あ
り
，
そ
の
場
合
，
核
種
の
吸
着
性
に
影
響
を
及
ぼ
す
可
能
性
が
あ
る
。

 
そ
こ
で
本
検
討
で
は
，
対
象
廃
棄
体
を
余
裕
深
度
処
分
し
た
場
合
に
お
い
て
，
廃
棄
体

／
充
填
材
領
域
に
お
い
て

C-
14

の
吸
着
能
を
ど
の
程
度
見
込
め
る
か
に
つ
い
て
試
験
に

よ
り
確
認
す
る
。

 
な
お
，
本
研
究
に
関
す
る
課
題
は
Ｊ
Ｎ
Ｃ
独
自
の
課
題
で
あ
る
た
め
，
本
研
究
は
Ｊ
Ｎ

Ｃ
が
実
施
す
る
必
要
が
あ
る
。

 
  ２
．
研
究
項
目

 
 
①
試
験
計
画
の
策
定

 
 
②
試
験
体
の
作
製

 
 
③
模
擬
試
験
体
に
よ
る
予
備
試
験

 
 
④
実
試
験
体
に
よ
る
本
試
験

 
 

 
３
．
研
究
内
容

 
①
試
験
計
画
の
策
定

 
廃
棄
体
／
充
填
材
領
域
に
お
け
る

C-
14

の
分
配
係
数
に
つ
い
て
，
余
裕
深
度
処
分
し

た
場
合
に
要
求
さ
れ
る
要
件
に
つ
い
て
ま
と
め
る
。
ま
た
，
文
献
調
査
に
よ
り
想
定
さ
れ

る
処
分
環
境
に
お
け
る

C-
14

の
セ
メ
ン
ト
系
材
料
へ
の
吸
着
に
関
す
る
知
見
の
整
理
し
，

対
象
廃
棄
物
に
お
け
る
分
配
係
数
の
確
認
試
験
の
計
画
を
策
定
す
る
。

 
 

②
試
験
体
の
作
製

 
予
備
試
験
お
よ
び
本
試
験
に
使
用
す
る
，
模
擬
試
験
体
あ
る
い
は
実
廃
棄
物
を
使
用
し

た
実
試
験
体
を
作
製
す
る
。

 
 ③
模
擬
試
験
体
に
よ
る
予
備
試
験

 
廃
棄
体
／
充
填
材
領
域
を
模
擬
し
た
環
境
に
お
い
て
模
擬
試
験
体
を
使
用
し
た
予
備

試
験
を
行
う
こ
と
に
よ
り
，

C-
14

の
吸
着
性
能
に
つ
い
て
概
要
を
把
握
す
る
。
ま
た
，

C-
14

存
在
形
態
（
有
機
／
無
機
）
は
吸
着
性
の
重
要
な
因
子
で
あ
る
た
め
，

C-
14

の
存

在
形
態
に
つ
い
て
も
確
認
す
る
。
さ
ら
に
，
予
備
試
験
の
結
果
か
ら
本
試
験
の
計
画
を
再

検
討
す
る
。

 
 ④
実
試
験
体
に
よ
る
本
試
験

 
実
試
験
体
を
使
用
し
た
本
試
験
を
実
施
し
，

C-
14

の
分
配
係
数
を
取
得
す
る
。

 
 ４
．
研
究
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

 
工
 
程

 
20

02
 

20
03

 
20

04
 

20
05

 
20

06
 

備
考

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
①
試
験
計
画
の
策
定

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

②
試
験
体
の
作
製

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

③
模
擬
試
験
体
に
よ
る
予
備
試
験

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

④
実
試
験
体
に
よ
る
本
試
験
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表
5-

1 
 
研

究
計
画
（
７
／
９
）
 
 
 
 
⑦
：
ガ
ス
影
響
に
関
す
る
検
討

 
 

１
．
研
究
の
目
的
お
よ
び
課
題
の
解
決
方
法

 
人
工
バ
リ
ア
内
部
で
の
ガ
ス
発
生
量
が
大
き
い
場
合
，
ガ
ス
圧
に
よ
る
間
隙
水
の
押
し

出
し
が
核
種
漏
出
の
要
因
と
な
る
可
能
性
が
あ
る
。

 
し
た
が
っ
て
本
研
究
で
は
，
ガ
ス
発
生
に
よ
る
地
下
水
押
し
出
し
に
関
す
る
事
象
の
モ

デ
ル
化
を
行
い
，
核
種
移
行
に
対
す
る
ガ
ス
発
生
の
影
響
を
定
量
的
に
評
価
す
る
。

 
 ２
．
研
究
項
目

 
 
①
ガ
ス
影
響
に
関
す
る
知
見
の
整
理

 
 
②
ガ
ス
発
生
速
度
に
関
す
る
検
討

 
 
③
ガ
ス
に
よ
る
間
隙
水
の
押
し
出
し
に
関
す
る
モ
デ
ル
化
お
よ
び
解
析

 
 
④
核
種
移
行
解
析
へ
の
反
映

 
 ３
．
研
究
内
容

 
①
ガ
ス
影
響
に
関
す
る
知
見
の
整
理

 
ガ
ス
発
生
，
移
行
お
よ
び
核
種
移
行
評
価
へ
の
反
映
方
法
に
つ
い
て
，
既
往
の
文
献
を

調
査
し
，
現
状
の
知
見
を
整
理
す
る
。

 
 ②
ガ
ス
発
生
速
度
に
関
す
る
検
討

 
金
属
腐
食
，
有
機
物
分
解
，
微
生
物
活
動
及
び
放
射
線
分
解
等
の
処
分
施
設
内
の
ガ
ス

発
生
源
の
種
類
と
量
を
把
握
し
，
そ
れ
ぞ
れ
の
ガ
ス
発
生
の
プ
ロ
セ
ス
に
つ
い
て
検
討
し
，

処
分
施
設
に
お
け
る
ガ
ス
発
生
速
度
を
評
価
す
る
。
ま
た
，
必
要
が
あ
れ
ば
試
験
を
行
い
，

デ
ー
タ
を
取
得
す
る
。

 
 ③
ガ
ス
に
よ
る
間
隙
水
の
押
し
出
し
に
関
す
る
モ
デ
ル
化
お
よ
び
解
析

 
ガ
ス
発
生
に
伴
う
間
隙
水
の
押
し
出
し
に
関
す
る
モ
デ
ル
を
検
討
す
る
。
ま
た
，
解
析

を
行
い
，
間
隙
水
の
押
し
出
し
速
度
お
よ
び
押
し
出
し
水
量
に
つ
い
て
評
価
す
る
。
ま
た
，

必
要
が
あ
れ
ば
試
験
を
行
い
，
デ
ー
タ
を
取
得
す
る
。

 
 ④
核
種
移
行
解
析
へ
の
反
映

 
上
述
③
で
得
ら
れ
た
結
果
を
核
種
移
行
解
析
に
反
映
さ
せ
，
ガ
ス
に
よ
る
間
隙
水
の
押

し
出
し
の
線
量
へ
の
影
響
を
確
認
す
る
。

 
    ４
．
研
究
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

 
工
 
程

 
20

02
 

20
03

 
20

04
 

20
05

 
20

06
 

備
考

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
①
ガ
ス
影
響
に
関
す
る
知
見
の
整
理

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

②
ガ
ス
発
生
速
度
に
関
す
る
検
討

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

③
ガ
ス
に
よ
る
間
隙
水
の
押
し
出
し

に
関
す
る
モ
デ
ル
化
お
よ
び
解

析
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

④
核
種
移
行
解
析
へ
の
反
映
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表
5-

1 
 
研

究
計
画
（
８
／
９
）
 
 
 
 
⑧
：
天
然
バ
リ
ア
の
変
動
事
象
影
響
に
関
す
る
検
討

 
 

１
．
研
究
の
目
的
お
よ
び
課
題
の
解
決
方
法

 
 

天
然
バ
リ
ア
に
お
け
る
地
下
水
流
速
は
核
種
移
行
解
析
に
お
い
て
重
要
な
パ
ラ
メ
ー

タ
と
な
る
。
し
か
し
な
が
ら
，
長
期
に
わ
た
っ
て
担
保
で
き
る
地
下
水
流
速
の
値
を
設
定

す
る
た
め
に
は
，
想
定
さ
れ
る
種
々
の
変
動
要
因
が
地
下
水
流
速
に
及
ぼ
す
影
響
を
明
ら

か
に
す
る
必
要
が
あ
る
。

 
し
た
が
っ
て
，
人
工
バ
リ
ア
お
よ
び
天
然
事
象
が
地
下
水
流
速
に
及
ぼ
し
う
る
影
響
の

度
合
い
に
つ
い
て
評
価
す
る
。

 
 ２
．
研
究
項
目

 
 
①
天
然
バ
リ
ア
流
速
に
及
ぼ
す
影
響
の
整
理

 
 
②
人
工
バ
リ
ア
の
変
遷
が
天
然
バ
リ
ア
の
透
水
性
に
及
ぼ
す
影
響
の
評
価

 
 
③
天
然
事
象
が
天
然
バ
リ
ア
地
下
水
流
速
に
及
ぼ
す
影
響
の
評
価

 
 
④
核
種
移
行
解
析
へ
の
反
映

 
 ３
．
研
究
内
容

 
①
天
然
バ
リ
ア
流
速
に
及
ぼ
す
影
響
の
整
理

 
天
然
バ
リ
ア
の
透
水
性
，
動
水
勾
配
に
影
響
を
及
ぼ
す
事
象
を
Ｆ
Ｅ
Ｐ
リ
ス
ト
等
を
参

考
に
抽
出
・
整
理
す
る
。

 
 ②
人
工
バ
リ
ア
の
変
遷
が
天
然
バ
リ
ア
の
透
水
性
に
及
ぼ
す
影
響
の
評
価

 
高
ｐ
Ｈ
影
響
に
よ
る
天
然
バ
リ
ア
鉱
物
の
変
質
及
び
ク
リ
ー
プ
現
象
等
の
事
象
が
岩

盤
の
健
全
性
に
対
し
て
及
ぼ
す
影
響
の
評
価
手
法
を
検
討
し
，
解
析
に
よ
り
そ
の
影
響
を

把
握
す
る
。
必
要
が
あ
れ
ば
試
験
を
行
い
，
デ
ー
タ
を
取
得
す
る
。

 
 ③
天
然
事
象
が
天
然
バ
リ
ア
地
下
水
流
速
に
及
ぼ
す
影
響
の
評
価

 

隆
起
侵
食
，
海
水
準
変
動
及
び
地
震
等
の
岩
盤
の
健
全
性
と
動
水
勾
配
へ
の
影
響
に
つ

い
て
，
既
往
の
文
献
等
を
調
査
し
，
処
分
シ
ス
テ
ム
へ
の
影
響
の
程
度
に
つ
い
て
評
価
す

る
。
評
価
に
あ
た
っ
て
は
，
第
２
次
取
り
ま
と
め
の
成
果
を
有
効
に
活
用
し
，
余
裕
深
度

処
分
に
特
有
な
も
の
に
つ
い
て
注
力
す
る
。

 
 ④
核
種
移
行
解
析
へ
の
反
映

 
①
～
③
の
検
討
結
果
か
ら
，
天
然
バ
リ
ア
が
劣
化
す
る
シ
ナ
リ
オ
を
作
製
し
，
線
量
へ

の
影
響
を
確
認
す
る
。

 
     ４
．
研
究
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

 
工
 
程

 
20

02
 

20
03

 
20

04
 

20
05

 
20

06
 

備
考

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
①
天
然
バ
リ
ア
流
速
に
及
ぼ
す
影
響

の
整
理

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

②
人
工
バ
リ
ア
の
変
遷
が
天
然
バ
リ

ア
の
透
水
性
に
及
ぼ
す
影
響
の

評
価

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

③
天
然
事
象
が
天
然
バ
リ
ア
地
下
水

流
速
に
及
ぼ
す
影
響
の
評
価

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

④
核
種
移
行
解
析
へ
の
反
映
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表
5-

1 
 
研

究
計
画
（
９
／
９
）
 
 
 
 
⑨
：
生
物
圏
評
価
に
お
け
る

変
動
事
象
影
響
に
関
す
る
検
討

 
 

１
．
研
究
の
目
的
お
よ
び
課
題
の
解
決
方
法

 
対
象
廃
棄
体
を
余
裕
深
度
処
分
す
る
こ
と
を
想
定
し
た
安
全
評
価
を
行
っ
た
場
合
，

C-
14

，
I-1

29
等
の
核
種
の
生
物
圏
に
お
け
る
線
量
へ
の
換
算
係
数
は
，
線
量
に
対
し
て

感
度
を
有
す
る
パ
ラ
メ
ー
タ
で
あ
る
。
そ
の
た
め
，
こ
の
パ
ラ
メ
ー
タ
に
対
す
る
変
動
要

因
に
つ
い
て
整
理
し
て
検
討
し
て
お
く
こ
と
が
重
要
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。

 
し
た
が
っ
て
，
考
慮
す
べ
き
変
動
事
象
を
整
理
し
て
評
価
モ
デ
ル
お
よ
び
パ
ラ
メ
ー
タ

に
対
し
て
そ
の
影
響
の
程
度
を
検
討
す
る
。

 
 ２
．
研
究
項
目

 
 
①
考
慮
す
べ
き
変
動
事
象
の
抽
出

 
 
②
変
動
事
象
に
対
応
し
た
評
価
モ
デ
ル
の
構
築

 
 
③
生
物
圏
評
価
パ
ラ
メ
ー
タ
の
検
討

 
 
④
核
種
移
行
解
析
へ
の
反
映

 
 ３
．
研
究
内
容

 
①
考
慮
す
べ
き
変
動
事
象
の
抽
出

 
生
物
圏
評
価
が
有
す
る
不
確
実
性
を
考
慮
し
て
，
考
慮
す
べ
き
変
動
事
象
を
抽
出
す
る
。 

 ②
変
動
事
象
に
対
応
し
た
評
価
モ
デ
ル
の
構
築

 
上
述
①
で
抽
出
し
た
変
動
事
象
に
対
し
て
適
切
な
評
価
モ
デ
ル
を
検
討
す
る
。
特
に
，

C-
14

，
I-1

29
の
生
物
圏
で
の
核
種
の
移
行
に
関
し
て
文
献
調
査
を
行
い
，
既
往
の
評
価

で
使
用
さ
れ
て
い
る
評
価
モ
デ
ル
の
有
す
る
不
確
実
性
に
つ
い
て
検
討
す
る
。

 
 ③
生
物
圏
評
価
パ
ラ
メ
ー
タ
の
検
討

 
上
述
①
で
抽
出
し
た
変
動
事
象
が
生
物
圏
評
価
に
お
い
て
重
要
な
パ
ラ
メ
ー
タ
に
及

ぼ
す
影
響
に
つ
い
て
検
討
す
る
。

 

 ④
核
種
移
行
解
析
へ
の
反
映

 
以
上
ま
で
の
検
討
の
成
果
を
反
映
し
て
変
動
事
象
を
考
慮
し
た
場
合
の
線
量
へ
の
換

算
係
数
の
変
動
範
囲
を
評
価
し
，
線
量
へ
の
影
響
の
程
度
を
確
認
す
る
。

 
    ４
．
研
究
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

 
工
 
程

 
20

02
 

20
03

 
20

04
 

20
05

 
20

06
 

備
考

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
①
考
慮
す
べ
き
変
動
事
象
の
抽
出

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

②
変
動
事
象
に
対
応
し
た
評
価
モ
デ

ル
の
構
築

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

③
生
物
圏
評
価
パ
ラ
メ
ー
タ
の
検
討

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

④
核
種
移
行
解
析
へ
の
反
映
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6. おわりに 

本研究では，核燃料サイクル開発機構の再処理工場から発生するアスファルト固

化体，プラスチック固化体及びＲＯＢＥ固化体について，余裕深度処分への適合性

を検討した。 

検討では，まず，対象廃棄体の性状について整理し，安全評価に係るＦＥＰ

(Features, Events and Processes)を見直した。次に，地下水移行シナリオについて

感度解析を行い，線量に対して感度の高いパラメータについて，目標線量を下回る

ための人工バリアおよび天然バリアに関する十分条件を明らかにした。さらに，感

度解析の結果及びＦＥＰ辞書を利用して安全評価上重要となる事象を抽出した。そ

の結果，今後検討する必要のある課題もいくつか存在するが，人工バリア条件およ

び天然バリア条件ともに，全ての対象廃棄体に対して余裕深度処分が可能である見

通しが得られた。 

また，対象廃棄体中に含まれる硝酸およびほう素の化学物質としての環境への影

響について文献調査を行い，処分場からの化学物質の移行量を予備的な解析により

評価し，処分適合性を検討した。その結果，ある程度の希釈水量が確保できるサイ

トであれば，対象廃棄体に含有される化学物質である硝酸性窒素及びホウ素による

環境への影響は小さく抑えられることがわかった。 

最後に，上記検討を踏まえ，対象廃棄体を浅地中処分可能とするために必要な今

後の研究計画を策定した。今後はこれらの研究計画を実施する必要がある。また，

性能評価の観点のみではなく，経済性の観点等からの検討も重要であると考えられ

る。 
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1. 核燃料サイクル開発機構（1999）：アスファルト固化体の浸漬試験（試験報告）, JNC 

TN8430 99-007 

 

1.1 試験項目 

・アスファルト固化体からの核種の放出 

・アスファルト固化体の変質 

 

1.2 関連 FEP 

TW66：アスファルトマトリクスの特性 

TW77：廃棄体での核種の移行と放出 

 

1.3 内容 

アスファルト固化体の対象廃液には，再処理施設の第一蒸発缶で濃縮された比較

的放射能レベルの高い MA 濃縮廃液と，第二蒸発缶で濃縮された LA 濃縮廃液があ

る。MA 濃縮廃液をアスファルト固化したものを MA アスファルト固化体，LA 濃縮

廃液をアスファルト固化したものを LA アスファルト固化体と呼ぶ。 

本資料では，MA アスファルト固化体及び LA アスファルト固化体に対して，IAEA

浸出試験または MCC 浸出試験の試験方法に従って，浸漬試験を実施した。測定項

目は，γ核種，α核種，塩の浸出，浸漬液の pH，固化体の膨潤である。 

 

1.3.1 目的 

アスファルト固化体からのγ核種，α核種，塩の浸出の確認，及び浸漬液の pH，

固化体の膨潤の確認。 
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1.3.2 試験条件 
 試験 I 試験 II 試験 III 試験 IV 
試験方法 IAEA 浸出試験 IAEA 浸出試験 MCC 浸出試験 IAEA 浸出試験 

固相試料 

貯蔵直後の MA
固化体（45mmΦ

×45mmH） 

貯蔵 10 年後の

MA 固 化 体

（ 45mm Φ ×

45mmH） 

貯蔵直後の MA
固化体（45mmΦ

×45mmH） 

貯蔵直後のLA固

化体（45mmΦ×

45mmH） 

液相 脱 鉱 物 成 分 水

（170ml） 
脱 鉱 物 成 分 水

（170ml） 
脱 鉱 物 成 分 水

（162ml） 
脱 鉱 物 成 分 水

（170ml） 
温度 25℃ 25℃ 40℃ 25℃ 
浸漬期間 555 日 392 日 364 日 91 日 
 

1.3.3 試験結果 

(1) γ核種の浸出 

試験 I で浸出した核種は Co-60，Ru-106，Sb-125，Cs-134，Cs-137 であっ

た。最大浸出比は Co-60 の 7%であった。 

試験 II で浸出した核種は Co-60 で，浸出比は 8%であった。 

試験 III で浸出した核種は Co-60，Ru-106，Sb-125，Cs-134，Cs-137 であっ

た。最大浸出比は Co-60 の 60%であった。 

試験 IV で浸出した核種は Ru-106，Cs-134，Cs-137 であった。最大浸出比は

Cs-134 及び Cs-137 の 0.9%であった。 

以上から，温度による浸出比への影響が確認された。 

 

(2) α核種の浸出 

全ての試験に対して，浸漬液中のα核種濃度は検出限界以下であった。 

 

(3) 塩の浸出 

試験 I では，浸出比は 11%であった。以下，試験 II では 7%，試験 III では

65%，試験 IV ではほとんど浸出は見られなかった。以上から，温度による浸出

比への影響が確認された。 
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(4) 浸漬液の pH 

試験 I では，pH は 7～11 で推移し，傾向は見られなかった。 

試験 II では，20 日までの pH は 6～9 で推移し，以降は 3～8 で推移し，傾向

は見られなかった。 

試験 III では，56 日までに徐々にアルカリ側に推移し，以降は pH10.5～11

で安定した。 

試験 IV では，初期 pH は 10.5 であったが，7 日以降は pH3～6 で推移した。 

 

(5) 固化体の膨潤 

試験 I～III の試料について，針入度，外観観察から膨潤の観察を実施した。

その結果，いずれの試料についても膨潤が認められた。 
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2. JNC(2000)：Influence of Chemical and Radiolytic Degradation of Bitumen on Its 

Performance for Disposal, Journal of NUCLEAR SCIENCE and TECHNOLOGY, 

Vol. 37, No. 10, p.934 - 937 

 

2.1 試験項目 

・アスファルトの化学劣化，放射線劣化 

 

2.2 関連 FEP 

TW66：アスファルトマトリクスの特性 

 

2.3 内容 

 アスファルトの化学劣化及び放射線劣化を測定するために，浸漬試験及び照射

試験を行い，浸漬液中の全有機炭素（TOC）及び有機生成物を測定した。 

 

2.3.1 化学劣化 

(1) 試験条件 

 大気雰囲気 還元雰囲気 

雰囲気 大気 酸素<1ppm， 
-200～-300mV(SHE) 

アスファルト試料 ブローンビチューメン 
液相 イオン交換水，Ca(OH)2，NaNO3，NaOH 等 
固液比（g/cm3） アスファルト 1：液相 10 
温度(K) 363（恒温槽） 
浸漬期間 3 年 241 日 
 

(2) 試験結果 

・浸漬試験の後に浸漬液中の TOC を測定した結果，大気雰囲気では 600～

1200mg-C/dm3であった。還元雰囲気では，TOC 濃度は 17mg-C/dm3であっ

た。これから，アスファルトの酸化性劣化が顕著であったことが示唆される。 

・化学的劣化による主な可溶性有機生成物はギ酸及び酢酸であった。その最大

濃度は，3 年の浸漬期間（大気雰囲気）の後，ギ酸が 1530mg/dm3，酢酸が

530mg/dm3であった。 
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2.3.2 放射線劣化 

(1) 試験条件 

照射線源 γ線源として Co-60 
アスファルト試料 ブローンビチューメン 
固液比 ビチューメン 50g：イオン交換水 1000cm3 
温度 室温 
照射時間 94.79h(1Mgy)，951.48h(10MGy) 
照射率 10.65kGy/h(1MGy)，10.61kGy/h(10MGy) 
吸収線量 1MGy，10MGy 

 

(2) 試験結果 

・浸漬液中の全有機炭素（TOC）が 1MGy では約 5mg-C/dm3，10MGy では約

15mg-C/dm3検出され，放射線劣化は線量に比例することが示された。 

・アスファルトの放射線劣化による主な可溶性有機生成物はシュウ酸であり，

10MGy の照射試験において約 10mg/dm3検出された。 

・化学劣化試験で検出されたギ酸及び酢酸は，検出されなかった。 
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3. 核燃料サイクル開発機構(2000)：微生物によるアスファルト劣化に関する実験的

研究（試験報告）, JNC TN8430, 2000-003 

 

3.1 試験項目 

アスファルトの微生物劣化 

 

3.2 関連 FEP 

TW66：アスファルトマトリクスの特性 

TW101：廃棄体での微生物 

 

3.3 内容 

微生物によるアスファルト劣化を検証するために，アスファルトの微生物劣化試

験を行った。試験方法として，微生物を含む培養液を加えた培地にアスファルトを

入れ，高温槽で微生物を培養した。アスファルトの劣化は，アスファルトの重量減

少から求めた。また，劣化の指標として，培養液中の溶存有機炭素量を測定した。 

 

3.3.1 試験条件 
 好気条件（中性） 有機炭素（中性） 嫌気条件（中性） 好気条件（ｱﾙｶﾘ） 
培地 M56 培地(100ml) M56 培地(200ml) DCM 培地(50ml) M56 培地(100ml) 
ｱｽﾌｧﾙﾄ 円板状試料（2 個） 4g（粒径＜1mm） 円板状試料（2 個） 
酸素 有り 無し 有り 
pH 7,9 7.2 7.5 11 
期間 最大 76 日 最大 91 日 最大 62 日 最大 76 日 
項目 ｱｽﾌｧﾙﾄ重量変化 溶存有機炭素 アスファルト重量変化 
温度 30℃ 
・アスファルト材質：ブローンアスファルト 

・円板状試料寸法：直径 2cm，厚さ 0.25cm，表面積 7.85cm2，重量約 1g 

・アスファルトの劣化速度は，以下のように定義した。 

アスファルト劣化速度（g/m2･y）＝（M0―Mt）／Ｓ・ｔ 

  M0：アスファルト初期重量（g） 

  Mt：試験後のアスファルト重量（g） 

  Ｓ：アスファルト表面積(m2) 
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  ｔ：試験期間（y） 

 

3.3.2 試験結果 

(1) アスファルト劣化試験 

・好気条件，pH9 のアスファルト劣化が最も大きく，その値は 423 g/m2･y であっ

た。 

・嫌気条件（pH7.5）でのアスファルトの劣化速度は，好気条件の 1/10 であった。 

・pH を 11 とした試験では，アスファルトの劣化速度は pH9 の場合の 1/30 程度

であった。 

・試験結果を用いた計算から，低酸素・アルカリ条件でのアスファルト劣化速度

は，微生物に最適な環境での劣化速度の 1/300 以下との結果が得られた。 

 

(2) 可溶性有機物の確認試験 

・可溶性有機物は経時的に増加し，370ppm 程度に達した。しかしながら，可溶

性有機物については定性分析をしていないため，有機物の種類は特定できてい

ない。 
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4. M.H.Bradbury and Flurin-Andry.Sarott（ 1995）：Sorption Databases for the 

Cementitious Near-Field of a L/ILW Repository for Performance Assessment，PSI 

Bericht Nr.95-06． 

 

4.1 試験項目 

・セメント内での吸着に対する高分子有機物（重合体）の影響 

 

4.2 関連 FEP 

TW74：廃棄体での核種の吸着 

TC74：コンクリート部での核種の吸着 

 

4.3 内容 

ここでは，主に，ポリエチレン，ネオプレン，ナイロン，ポリウレタンなどの有

機物ポリマーの分解生成物を考慮している。 

加速した溶出試験（80℃）を多様なセメントに（主に）10wt-%の種々のポリマー

を入れて 500 日まで行った。これは，処分場条件下では，50～100 年に相当すると

考えられる。Pu の溶解度は様々な時間間隔で取られた溶出物の aliquots で測定さ

れた。 

一般に，Pu 溶解度制限に対するポリマーの分解生成物の効果は，セルロースの場

合より数桁小さい。α及びγ線場を賦課しても結果に大きな影響がないので，化学

的分解が支配的と思われる。 

ポリマー試験のどれについても，溶出物中で測定された Pu 溶解度制限の最大値

は，～10-7M であった。ほとんどのケースで，Pu の溶解度は，ポリマー分解生成物

の存在下で，≦10-8M が測定された。EWART 等（1991）は，“最適値”10-8M を考

えている。Pu 溶解度の 5×10-10M から 10-8M への増加は，吸着の低下を意味する。 

もし，ポリマーが～1wt-%以上存在するときはいつでも，Pu の SRF（sorption 

reduction factor）50 を適用するならば，実験は 10wt-%で処分場の時間スケール 50

から 100 年を模擬して行われたので，これは保守的である。1wt-%以下に対しては，

ここでは，Pu の SRF1 を提案している。Am，Zr，Np，Th，U，Cm，Pa の SRF

は Pu と同じとしている。 
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種々のプラスチックを～10wt-％含む様々なセメント混合物からの溶出物（分解時

間～750 日，温度 80℃）中で，PILKINGTON&STONE（1990）は，Ni の溶解度

がおよそ一桁増加し，それに相当する吸着の減少を測定した。その結果，Ni の SRF

を 10 とした。同じ値を Mn，Nb，Tc，Pd，Sn，Pb（還元条件）についても仮定し

ている。H（HTO），CO32-，Cl，Se，Sr，Zr，Mo，I，Cs，Ra，Th，Pa，U，Np，

Pu，Am，Cm については，プラスチック分解生成物の吸着に対する効果はないと

思われている。 

 

4.4 参考文献 

EWART.F., GREENFIELD.B., HAWORTH.A., ROSEVEAR.A. & WILLIAMS.S.

（1991）：The effects of organics in SFR on sorption coefficient.，SKB Progress 

Report SKB/SFR 91-01，SKB Stockholm，Sweden. 

 

PILKINGTON.N. & STONE N.（1990）：The solubility and sorption of nickel 

and niobium under high pH conditions.，UK Nirex Ltd Report NSS/R186，

Harwell，UK. 
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表 ポリマーを（1～10wt-%）含む廃棄物キャニスタ内の放射性核種の SRF 

 
元素 酸化 還元 

H (HTO) 1 1 
CO32- 1 1 

Cl 1 1 
Mn 10 10 
Ni 10 10 
Se 1 1 
Sr 1 1 
Zr Pu Pu 
Nb 10 10 
Mo 1 1 
Tc 1 10 
Pd 10 10 
Sn 10 10 
I 1 1 

Cs 1 1 
Pb 10 10 
Ra 1 1 
Th Pu Pu 
Pa Pu Pu 
U Pu Pu 

Np Pu Pu 
Pu 50 50 
Am Pu Pu 
Cm Pu Pu 

 



 

 付-1(237) 

JNC TJ8400 2002-056 

5. M.H.Bradbury and L.R.Van Loon（1997）：Cementitious Near-Field Sorption Data 

Bases for Performance Assessment of a L/ILW Repository in a Palfris Marl Host 

Rock CEM-94 : UPDATE I, June 1997，PSI-Bericht Nr.98-01． 

 

5.1 試験項目 

セメント系処分場におけるニアフィールド条件下でのアクチニドの溶解度及び収

着への，“高分子有機化合物”のアルカリ劣化生成物の影響。 

 

5.2 関連 FEP 

TW73：廃棄体での核種の沈殿・溶解 

TW74：廃棄体での核種の吸着 

TC73：コンクリート部での核種の沈殿・溶解 

TC74：コンクリート部での核種の吸着 

 

5.3 内容 

GREENFIELD 等（1994）に記載されている試験では，水及び有機物質を～10％

付加した破砕セメントの存在する，80℃での嫌気性環境で，500 日までの劣化試験

が行われた。さらに，アルカリ条件下（pH＝11.8～12.4）で，線量が～5.5×108 Gy

となるα照射試験を 8 年まで実施した。 

これら広範囲な調査の結果，アルカリ条件下での劣化に対してのみ，（多くとも）

10 倍（PVC に対して）の Pu 溶解度の増加が観察された。PVC 以外のポリマーの

影響はさらに弱いものであった。したがって，高分子有機化合物の影響はセルロー

スの影響よりも小さいことがわかった。 

α照射試験は反応速度論の問題を取り扱うように意図されたものであった。広範

囲な有機物質（ポリエチレン，ネオプレン，ホワイトハイパロン，ポリスチレン，

ポリプロピレン，ポリメチルペンテン，ポリカーボネート，ラテックス，ナイロン，

ポリテトラフルオロエチレン，ポリメタクリル酸メチル，ポリ塩化ビニル）に対し

て示された結果は，Pu の溶解度への影響はセルロース化合物よりもかなり劣ること

を示した。 
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5.4 参考文献 

GREENFIELD,B., LINKLATER,C.M., MORETON,A.D., SPINDLER,M. & 

WILLIAMS,S.J.（1994）：The effects of organic degradation products on actinide 

disposal. - Actinide processing : Methods and materials. Ed. B. Mishra., The 
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6.  S. Stroes-Gascoyne, M. Gascoyne（1998）：The Introduction of Microbial 

Nutrients into A Nuclear Waste Diposal Vault during Excavation and Operation, 

AECL, Environmental Science & Technology, Vol.32, No.3, 1998, pp317-326 

 

6.1 記載内容 

地下における微生物活動 

 

6.2 関連 FEP 

TX101：境界領域での微生物 

 

6.3 内容 

・微生物が坑道内の熱や放射線で死滅することがなく，かつ十分な栄養素が存在す

るような場所では，微生物活動が予測される。 

・天然の花崗岩環境は栄養素に乏しいが，坑道の掘削で使用される火薬（発破）の

残滓からかなりの栄養素が持ち込まれる可能性がある。 

・AECL の URL の掘削岩，坑道壁及び鉱山水道水中の残滓濃度が測定され，これ

ら残滓が地下水中のバクテリア集団サイズへの影響が評価された。 

・その結果，坑道への栄養素（N 及び C）の最大の潜在供給源は埋め戻し材として

使用される未処理の砕石であることが示された。残滓中の硝酸塩は地下水中のバ

クテリアを数オーダー増加させる可能性がある。 

 

6.4 結果及び議論：廃棄物処分に対する影響 

・結晶質岩中に掘削される処分坑道への栄養素（N および C）の潜在的な最大供給

源は，埋め戻し材の一部として使用される未処理の掘削岩（ズリ）である。発破

材に含まれる全 N の 6.5～47％が取り込まれる。有機 C は発破材以外の物質（オ

イル，グリース，ペイント）からのものと思われる。ズリの浸出液は，主として

その高 NO3－濃度によって地下水中のバクテリアの成長を 30 倍も高める。 

・バクテリア活動によって埋め戻し材の透水係数が低下し，核種の移行が制限され

る可能性はあるが，それよりも錯化剤（バクテリアからの排泄物）の増加をもた

らし，核種の溶解度を高め，核種の移行を促進させる可能性の方が大きい。また，
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硫酸塩還元バクテリアの活性化や生成する硫化物が廃棄体容器まで移行し，容器

の腐食をもたらす可能性がある。 

・微生物活動の長期的影響は不明なことから，活動を最小化することが望ましく，

そのためには，埋め戻し材に用いるズリは十分な期間地表に晒して残留 NO3－を及

び有機物を除去するか，洗浄あるいは浸出して栄養素を除去する必要がある。 

・掘削に用いられる全 N の約 3％は貯水池（鉱山水道水源）に入る。緩衝材及び埋

め戻し材の準備に貯水池の水を用いる場合は，NO3－と DOC（溶存有機炭素）を

出来るだけ取り除く処理をすべきである。 

・掘削に用いられる全 N の 0－1％は掘削影響領域及び坑道に残留するが，微生物活

動に有意な影響を及ぼすとは思えない。但し，ペイント，グリース及びオイルの

残滓，またグラウトの使用は C の追加源となる可能性がある。 
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7. G. M. N. Baston, et al.,（1995）：Sorption of Plutonium and Americium on 

Repository, Backfill and Geological Materials relevant to the JNFL Low-Level 

Radioactive Waste Repository at Rokkasho-Mura, AEA Technology, Mat. Res. 

Symp. Proc. Vol.353, 1995, pp957-964 

 

7.1 記載内容 

核種の吸着試験及びモデル化 

 

7.2 関連 FEP 

TW63：廃棄物（有機物）の特性 

 

7.3 概要 

・六ヶ所村の JNFL 低レベル放射性廃棄物処分場の処分場材料，埋め戻し材及び地

質媒体への Pu 及び Am の吸着に関する研究として，バッチ吸着実験及び数学的モ

デル化を行う統合プログラムが実施された。 

・Pu 及び Am のコンクリート，モルタル，砂／ベントナイト，凝灰岩，砂岩及び覆

土の各サンプルへの吸着研究が実施された。さらに，ビチューメン，陽イオン交

換樹脂，陰イオン交換樹脂，及びポリエステルが化学的に劣化された。得られた

劣化生成物溶液は，フミン酸及びイソサッカリン酸の溶液とともに，Pu のコンク

リート，砂／ベントナイト及び砂岩への吸着研究に用いられた。 

・Pu 及び Am の吸着挙動は，HATCHES データベースとともに地球化学的スペシ

エーションプログラム HARPHRQ を用いてモデル化された。 

 

7.4 結果及び議論 

・先行研究において，Pu の ISA による錯形成が重要であることが示されたが，こ

こでの実験でも，ISA の存在下で Pu の分配係数の顕著な低減が観測された。この

ため，モデル化に際しては，ISA による Pu の錯形成が支配的メカニズムであると

された。高 pH，非還元条件下での Pu(Ⅴ)-ISA 錯体の形成が考慮された。 
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7.5 結論 

・処分場材料，埋め戻し材及び地質媒体への Pu 及び Am の吸着は一般に強かった。 

・Pu のコンクリートへの吸着は ISA によってのみ低減した。砂／ベントナイトへ

の吸着についても，同様の大きな低減が観測されたが，その他の劣化生成物によ

る低減は僅かであった。砂岩への Pu の吸着についても，一般に分配係数 RDの低

減は僅かであったが，最大の低減は陰イオン交換樹脂の劣化生成物が存在する場

合であった。この効果はトリメチルアミンによる Pu イオンの錯形成によるものと

考えられる。 

・各種材料への Pu 及び Am の吸着特性に関する観測結果が，平衡表面錯形成モデ

ルを用いてモデル化された。 

 



 

 付-1(243) 

JNC TJ8400 2002-056 

8.  Keiji Miyamoto , et al.（1993）：Correlation between Cumulative Leaching Ratio 

and pH of Leachate from Cementation and Plastic Solidified Radwaste Form，

Memoirs of the Faculty of Engineering，Kyushu University，Vol.53，No.4，

December 1993 

 

8.1 試験項目 

・セメント固化体及びプラスチック固化体の浸出試験 

 

8.2 関連 FEP 

TW77：廃棄体での核種の移行と放出 

 

8.3 内容 

20℃で陸水中に浸水した，実サイズのセメント固化体及びプラスチック固化体か

らの累積浸出比に対する，浸出液の pH の影響を検討した。供試体として，137Cs，
90Sr，60Co を添加した，セメント固化体及びプラスチック固化体を各々6 種類及び 2

種類製作した。各供試体の詳細を下表に示す。 

 
初期追加核種 [mCi] 供試体 

No. 
廃棄体 
の分類 

名目容

積 [l] 固化剤 廃棄物の 
化学形式 

廃棄物の

混合比 60Co 137Cs 90Sr 
R1 0.67 0.45 0.31 
R2 

Ca15%Na2SO4
溶液+Fe2O3 

0.05 
0.66 0.44 0.31 

R3 0.78 0.52 0.30 
R4 

200 

Ca20%Na2SO4
溶液+Fe2O3 

0.067 
0.78 0.52 0.31 

R5 Ca15%Na2SO4
溶液+Fe2O3 

0.05 0.19 0.13 9.1×10-2 

R6 

模擬BWR 
セメント 
廃棄物 

50 

スラグセメ

ント 
JIS タイプ

C 

Ca20%Na2SO4
溶液+Fe2O3 

0.067 0.19 0.13 9.1×10-2 

R9 0.60 0.36 1.1 
R10 

模擬BWR 
プラスチ

ック廃棄

物 

50 不飽和ポリ

エステル 
Na2SO4溶液 
+Fe2O3 

0.60 
0.60 0.36 1.1 

 

8.4 試験条件 

セメント固化体及びプラスチック固化体は，処分後まもなく地下水により腐食す

るとされている。したがって，保守性のために，試験ユニットへ入れる前にこれら

固化体の全てのスチールドラムをはがしておく。 
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固化体定置後，試験ユニットは約 20℃の陸水で満たされ，絶えず攪拌する。浸出

液は約 50 日ごとにサンプルし，pH を測定する。エバポレータで濃縮した浸出液中

の 137Cs 及び 60Co といったγ放射体は直接γ線スペクトロメータで測定し，90Sr の

ようなβ放射体はγ放射体から化学的（発煙硝酸法により）に分離する。90Sr は，

90Y への放射平衡後に，2 pi ガスフロー計数管によって測定する。 

 

8.5 試験結果 

サンプリング浸出液容量，放射線測定器の計数効率，核種の減衰期間を考慮して，

サンプリング浸出液中の核種の放射能を補正した後，60Co，137Cs，90Sr の累積浸出

比 F を次式により算出した。 

 ∑=
i

i AAF 0/  

ここで， 0A ：固化体中の初期放射能 

    iA ：サンプリング時間 ( )1−i から ( )i までの浸出液中の放射能 

 

崩壊定数＝０と仮定し，分配係数（Kd）の pH 依存性を考慮して，F を次式で表

し，セメント固化体の F と pH 値の関係を，90Sr について解析的に算出した。 
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ここで， D ：グロスの拡散係数 [cm2/day] 

    ρ ：バルク密度 [g/cm3] 

    ε ：媒体の空隙率 [cm3/cm3] 
    HR /2=β  

    R ：固化体の半径 [cm] 

    H ：固化体の高さ [cm] 

    Kd ：分配係数 [ml/g] 
    mµ ：ベッセル関数 ( ) 00 =mJ µ の正根 

    maxpH ：最大分配係数（ maxKd ）での pH 値 

    χ ：pH ファクタ [ml/g] 

    iT∆ ：サンプリング時間 ( )1−i から ( )i までの浸出期間 
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以上の解析及び実験の結果，セメント固化体及びプラスチック固化体からの核種

の浸出挙動に対して，以下のようなプロセスが推定される。 

①核種は固化体中ではほとんど拡散しない。 

②陸水により，固化体中で劣化及び／またはクラックが進展する。 

③劣化部分及び／またはクラック表面部分に存在する核種が陸水へと浸出していく。 

④劣化部分及び／または新たなクラック表面と接することで陸水のpHが変化する。 

⑤pH に依存した分配係数（Kd）に従って，核種が固化体から陸水へと浸出してい

く。 

 

以上の結果，長期浸出現象は拡散理論だけでは説明できないことがわかった。な

ぜならば，劣化および／またはクラックにより，固化体の初期条件及び境界条件が

適用できないからである。 

 

8.6 まとめ 

浸出試験の結果，累積浸出比 F と浸出液の pH との間に以下のような関係が見つ

かった。 

・セメント固化体の場合，137Cs の F の pH 依存性は 90Sr と同じパターンであ

った。一方，60Co の放射能は全ての供試体において検出限界以下であった。 

・プラスチック固化体の場合，F の pH 依存性は 137Cs と 60Co とで異なるパタ

ーンを示した。137Cs の F が急に増加するとき，60Co の F は飽和している。

一方，137Cs の F が飽和すると，60Co の F は急に増加する。 

・したがって，劣化および／またはクラックが新たに長期に形成される場合，

陸水の pH が変化することがあり，核種の浸出現象に影響を及ぼす。 
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9. K. Miyamoto et al. (1996)：Three Year Study on Leaching Behavior from Low 

Level Radioactive Plastic-Based Waste, Journal of NUCLEAR SCIENCE and 

TECHNOLOGY, Vol.33, No.3, p.268-270, March 1996 

 

9.1 試験項目 

・プラスチック固化体の海水中浸出試験 

・プラスチック固化体の淡水中浸出試験 

・プラスチック固化体の土壌中浸出試験 

 

9.2 関連 FEP 

TW77：廃棄体での核種の移行と放出 

TX74：境界領域での核種の吸着 

 

9.3 まえがき 

低レベル放射性液体廃棄物は濃縮後，プラスチック，セメントあるいはビチュー

メンで固化され，原子力発電所サイトで貯蔵される。 

これまで，IAEA サイズ（45 mmφ×44mmH）のような，廃棄体の小サンプルを

用いた放射性核種浸出試験が数多く行われてきた。試験期間は数ヶ月～約 2 年であ

る。こうした小サンプルを用いた試験は，特定のパラメータに関する基本データを

得るのに有効である。一方，実規模の廃棄体を用いた実証試験を行うことも重要で

ある。我々の浸出試験は，50 l サイズの模擬プラスチック廃棄体の長期浸出挙動を

研究するため，海水，淡水及び土壌を模擬した処分環境下で約 3 年間にわたり実施

された。 

 

9.4 試験 

1～2 ヶ月間隔で浸出液をサンプリングし，サンプル中の放射能を測定した。浸出

試験は以下に示す環境で実施した。 

 

9.4.1 海水 

海洋処分を模擬するため，廃棄体 2 体（表 1 の K7 と K8）を海水試験ユニット
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内に浸漬，温度は 2℃に保持。 

 

9.4.2 淡水 

浅地処分における淡水との相互作用を模擬するため，廃棄体 2 体（表 1 の R9

と R10）を脱イオン水試験ユニット内に浸漬，温度は 20℃に保持。 

 

9.4.3 土壌 

浅地処分を模擬するため，廃棄体 4 体（表 1 の D13～D16）を脱イオン水飽和

土壌試験ユニット内に埋設，温度は 20℃に保持。廃棄体下方の土壌層厚さ（排水

／サンプリング・ラインまでの距離）は 0.18m。 

 

表 1 50 l サイズ廃棄体の仕様 
廃棄体に付加された 
放射性核種(mCi) 

直径 
(mm) 試験

部品

番号 
環境 

60Co 137Cs 90Sr 頂部 中央部 低部 

高さ 
(mm) 

重量 
(kg) 

K7 海水 3.4 2.0 0.76 385 385 385 432 86.6 

K8 海水 3.4 2.0 0.76 385 385 385 434 87.2 

R9 淡水 0.60 0.36 1.1 385 385 385 385 79.0 

R10 淡水 0.60 0.36 1.1 384 385 385 384 78.4 

D13 Masado
土壌 0.61 0.37 1.1 384 385 386 394 80.6 

D14 砂土 A 0.60 0.36 1.1 384 384 385 384 78.2 

D15 混合土 0.60 0.36 1.1 384 385 384 392 78.8 

D16 砂土 A 0.60 0.36 1.1 384 384 385 384 78.6 

（注） 廃棄物の化学形態：Na2So4＋Fe2O3 

 廃棄物負荷量：60 wt% 

 Masado 土壌（日本の代表的土壌の 1 つ）：茨城県日立市産 

 砂土 A（Sandy soil A）：茨城県大洗町産 

 混合土（Mixed soil）：砂土 A 70%＋火山灰質土 30% 

 火山灰質土（Volcanic ash soil）：東京都多摩区産 
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9.5 結果及び議論 

放射性核種（60Co，137Cs，90Sr）の累積浸出率（cumulative leaching ratio）F は

次式で計算される。 

 ∑=
i

0i A/AF  

ここで， 

 A0：プラスチック固化体に付加された放射性核種の初期放射能 

 Ai：(i-1)番目と i 番目のサンプリングの間に海水中又は淡水中に浸出した放射能 

 

放射性核種（60Co，137Cs，90Sr）の累積漏洩率（cumulative leaking ratio）F'は

次式で計算する。 

 ∑=
i

0i
'' A/AF  

ここで， 

 A0：プラスチック固化体に付加された放射性核種の初期放射能 

 A'i：(i-1)番目と i 番目のサンプリングの間に土壌層を介して漏出した放射能 

 

上記試験から得られた知見を以下に示す。 

(a) 137Cs，60Co 及び 90Sr の累積浸出率 F は海水中及び淡水中での浸出時間に比

例する。 

(b)プラスチック固化体からの浸出性は，海水中では 90Sr＞60Co＞137Cs であり，

淡水中では約 900 日以降を除いて 90Sr＝60Co＞137Cs である。 

(c)約 100 日以降の土壌からの漏洩は 90Sr>>0Co である。137Cs は土壌への吸着

性が高いことから，その漏洩は認められない。この結果は，処分サイトにお

けるモニタリング核種として 90Sr がベターであることを意味している。 

(d)土壌を介した 90Sr 及び 60Co の累積漏洩率 F'は淡水での累積浸出率 F より小

さい。このことは，浸出した放射性核種が土壌に強く吸着することを示して

いる。 
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10. 神奈川県工業試験所（1983）：プラスチック固化体の核種浸出性に対する固化体サ

イズ効果, 神奈川県工業試験所研究報告 No.53/’83 

 

10.1 試験項目 

・プラスチック固化体からの核種浸出性 

 

10.2 関連 FEP 

TW77：廃棄体での核種の移行と放出 

 

10.3 概要 

プラスチック固化体は通常 200L 程度の大きさでドラム缶に封入されるが，固化

体に関する各種の試験は実験室規模の大きさ（100cm3程度）で実施されてきた。そ

のため，固化体の大きさが各種物性にどのように影響するかを検討する必要がある。

本資料では，核種の浸出性に対する固化体の大きさの影響（サイズ効果）を試験し，

サイズ効果はほとんど認められないとの結論を得た。 

 

10.4 試験条件 

・固相：Cs-137 を約 0.2μCi/10g の濃度で含有する模擬プラスチック固化体 

・液相量：液量（mL）／固相表面積（cm2）＝4 

・液相交換間隔 

a)2 時間後，1 日後，2 日後，3 日後，4 日後，5 日後，7 日後，以後 1 週間毎（停

滞水を模擬） 

b)2 時間後，1 日後，以後毎日（流水を模擬） 

・温度：25℃ 
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試料固化体の大きさと交換液量 
試料番号 直径(mm) 高さ(mm) 表面積(cm2) 体積(cm3) 液量(mL) 液相交換 

S-1 17.0 23.9 17.3 5.42 72 a 
S-2 17.0 23.8 17.3 5.40 72 a 
S-3 17.0 24.0 17.4 5.45 72 a 
S-4 17.0 24.3 17.5 5.52 72 b 
S-5 31.4 44.3 59.2 34.3 242 a 
S-6 31.4 43.9 58.8 34.0 242 a 
S-7 31.4 44.2 59.1 34.2 242 b 
S-8 44.5 62.8 119 97.7 488 a 
S-9 45.1 63.5 122 101 488 a 

S-10 44.6 63.2 120 98.7 488 b 
S-11 59.6 83.7 213 234 832 a 
S-12 59.3 85.0 214 235 832 a 

＊固化体は円柱状で，高さ／直径＝1.4 

 

核種濃度は NaI 検出器で計測し，√t 則を用いて核種の拡散係数を求めた。 

 

10.5 試験結果 

・全ての試料に対して拡散係数は(3.75～10.8)×10-5cm2/day の範囲であり，サイ

ズ効果はほとんど認められなかった。 

・液相の交換間隔が a か b かを問わず拡散係数がほとんど変化しなかったことか

ら，核種の浸出現象は固化体表面近傍での平面的な拡散現象であることが示唆

された。 

・サイズ効果が認められないことから，実験室規模の試験から実用レベルの大き

さの固化体の核種浸出性を議論することは妥当なものである。 
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添付 2 
 

 

 

Nestor の機能拡張 
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添付２ Nestor の機能拡張 
 
 核種移行解析コード「Ｎｅｓｔｏｒ」は，決定論的なパラメータ値を入力すること

により，地下水移行シナリオにおける核種の挙動を評価するための解析コードである。

しかしながら，本研究では，核種の移行に寄与するパラメータ群の多くのパラメータ

値に対し，分布（Uniform 分布）を与えることにより，統計的な感度分析を行う必要

があることから，Nestor への入力及び Nestor からの出力を処理して統計的な感度分

析に使用するデータの抽出を行うためのフロントプログラムおよびエンドプログラム

を作成し，これを用いて解析を実施した。各プログラムの機能は以下の通りである。 
 
フロントプログラム： 
 ・ 概念モデルから抽出されたパラメータの入力 
 ・ Linear または Log スケールでの各パラメータ値の入力 
 ・ 入力値のデータベース化 
 ・ Nestor の入力書式に従った，多数の解析ケースの生成 
 ・ バッチジョブによる Nestor による解析の実施を行うためのスクリプトの生成 
 
エンドプログラム： 
 ・ ケース毎の Nestor の出力結果の読み込み 
 ・ ケース毎の被ばく線量および核種放出率の最大値の抽出ならびにデータベース

化 
 ・ ケース毎の被ばく線量の経時変化の抽出及び全解析ケースの経時変化を示すた

めの処理 
 ・ ムービングバンドの解析パッケージへの入力のための出力生成 

 
図 A2-1 Nestor 解析システムの入出力の模式図

Nestor 入力ファイル Nestor 出力ファイル 

フロント 
プログラム 

エンド 
プログラム 

Nestor 

入力 
ファイル 

データ 
ベース 

Moving 
Band 

Package 
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(1) フロントプログラム 
  
 フロントプログラムは，概念モデルに従い以下のバリア構成を想定し，また，I-129，
C-14，および Np 系列（Np-237，U－233，Th-229）の 5 核種のパラメータに対して，

各々必要とされるパラメータ値の入力が可能となるように作成した。 
 
 ・ 廃棄体（コンクリート） 
 ・ コンクリートバリア 
 ・ 緩衝材 
 ・ 緩み域 
 ・ 母岩 
 
母岩の領域は，連続する２つの部分に分割し領域を設定する。2 つに分割されたうち，

ニアフィールドよりの母岩領域は，ニアフィールドの大きさ（幅）に応じた領域の長

さが設定され，これに，ニアフィールドから放出された核種が均等に移行する。また，

緩み域は，核種移行に対する遅延効果等のバリアとしての機能は期待できないものと

することから，解析上の領域としては設定を行わないものとした。ただし，人工バリ

ア内部の流速を求めるためには，集水する領域の大きさ（幅）が必要となることから，

緩み域の大きさは人工バリア内部の地下水流速に反映されることとなる。 
 
領域の指定および解析対象とする核種名は，フロントプログラムへの入力ファイルの

冒頭に決められた順序で記述する必要がある。以下に例を示す（＃はコメント行を表

す） 
 
コメント行 ：#Fisrt Line must be commennt 
出力ケース数 ：NFILES      10       
乱数初期値 ：INITRAND    1001 
元素名 ：ELEMENT_NAME  5  I   C   NP   U   TH 
核種名 ：NUCLIDE_NAME  3  I-129   C-14   NP-237   U-233  TH-229 
領域名 ：LAYER         5  W   WZ   B   E   C 
状態名 ：STATUS        3  PRE MID AFT 
インベントリーファイル名 ：INVENTORY   Pras.data 
（廃棄体毎のインベントリーを降順に並べたファイル） 
 
 各パラメータの入力値は，START_PARAM～END_PARAM の間に記述する必要が
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ある。パラメータの順序は任意である。 
 
フロントプログラムへの入力パラメータを以下にまとめる。Keyword は，入力ファイ

ルにおけるパラメータに対応する名前である。 
 
① 核種インベントリーおよび廃棄体からの核種放出率に関する入力 
 
・インベントリー選択インデックス：乱数値を用い解析対象とするインベントリー

の区分を決定するための値，線形（０～１），Keyword=INVENTORY 
・坑道断面積：線形，CROSS_SECTION 
・廃棄体充填密度：線形，WASTE_DENSITY 
・廃棄体からの核種浸出率：対数，LEACH_TIME 

 
② 廃棄体およびコンクリートバリアに関するパラメータ 
  
・コンクリートバリアの厚さ：線形，WZ_LENGTH 
・廃棄体およびコンクリートバリアの透水係数：固定値（廃棄体），対数（コンクリ

ートバリア），Keyword は，廃棄体(W），コンクリートバリア（WZ），領域の劣化

前（PRE），領域の劣化後（MID,AFT）として，W_PRE_KW，W_MID_KW，

WZ_PRE_KW 等の表記となる。 
・廃棄体およびコンクリートバリアの空隙拡散係数：固定値または対数，Keyword
は，透水係数と同様に，(領域名)_(状態)_DP（W_PRE_DP 等） 

・空隙率：固定値または線形，(領域名)_(状態)_EPS 
 
③ 緩衝材に関するパラメータ 
 
・緩衝材の厚さ：線形，B_LENGTH 
・緩衝材の透水係数：固定値または対数，Keyword は，領域の劣化前（PRE），領

域の劣化後（MID,AFT）として B_(状態)_KW 
・緩衝材の空隙拡散係数：固定値または対数，B_(状態)_DP 
・緩衝材の空隙率：固定値または対数，B_(状態)_EPS 

 
④ 母岩に関するパラメータ 
 
・母岩の長さ：線形，CHANNEL_LENGTH 
・母岩の透水係数：対数，C_PRE_KW（劣化中／MID，劣化後／AFT は，劣化前
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と同じ値を使用，すなわち，劣化を想定しない） 
・母岩の空隙率：対数，C_PRE_EPS（劣化による変動を想定しない） 
・母岩の分散長（母岩の長さに対する比率）：対数，C_PRE_ALPHA（劣化による

変動を想定しない） 
 
⑤ 核種移行特性に関するパラメータ 
 
・核種の分配係数：固定値または対数値，Keyword は， 
  領域／廃棄体→W，コンクリートバリア→WZ，緩衝材→B，緩み域→E，母岩

→C， 
  状態／劣化前→PRE，劣化中→MID，劣化後→AFT 
  核種／I-129→I，C-14→C，Np-237→NP，U-233→U，Ｔh-229→TH 
 として，(領域)_(状態)_SOR_(核種)として表記する。 
・核種の溶解度：固定値または対数値，(領域)_(状態)_SOL_(核種) 

 

⑥ 水理環境および水理変動 
 
・ 水勾配：対数，GRAD 

 
⑦ 地球化学的な変動に関する時刻および期間の設定（分配係数および溶解度が変化） 
 
・廃棄体およびコンクリートバリアの変動開始時刻：固定値，W_GA_START，

WZ_GA_START 
・廃棄体およびコンクリートバリアの変動継続期間：対数値，W_GA_DURING，

WZ_GA_DURING 
・緩衝材の変動開始時刻：対数値，B_GA_START 
・緩衝材の変動継続期間：対数値，B_GA_DURING 

 
⑧ 領域の力学的劣化に関する時刻および期間の設定（透水係数が変化） 
 
・コンクリートバリアの変化：対数（⑦のサンプル値に依存），WZ_T_START 
・緩衝材の変化：対数（⑦のサンプル値に依存），B_T_START 

 
 
⑨ 線量換算係数 
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・I-129 の線量換算係数：対数，DF_I129 
・C-14 の線量換算係数：対数，DF_C14 
・Np-237 の線量換算係数：対数，DF_NP237 
・U-233 の線量換算係数：対数，DF_U233 
・Th-229 の線量換算係数：対数，DF_TH229 

 
 
フロントプログラムは，上記のパラメータ（Keyword で表現）がプログラムへの入力

ファイルの中心となり構成される。入力のシンタックスを以下に示す。 
 
Keyword  分布のタイプ （分布のタイプ） 値１ （値２） 
 
分布のタイプとしては以下の入力が可能となる。 
      FIX ：固定値を使用する場合。値１が必要。 
  (例) C_PRE_EPS  FIX  0.15 
      LINEAR ：線形の分布を仮定。値１，値２が必要。 
  (例) CHANNEL_LENGTH LINEAR  50. 500. 
 
      LOG ：対数の分布を仮定。値１，値２が必要。 
  (例)  B_MID_SOR_I    LOG          1E-6   0.001 
 
      WORD ：他の Keyword で指定された値をそのまま使用する場合。値

１が他のパラメータの keyword となる。 
  ( 例 )   B_MID_SOR_I    WORD          
B_PRE_SOR_I 
 
      WORD  LINEAR または LOG ：他のパラメータでサンプリングされた

値を上下限として設定。 
  (例)  B_T_START    WORD   LOG   ONE   B_GA_START 
                      B_T_START は，ONE(1)から B_GA_START のサンプリング

値の範囲を用い対数スケールでサンプリングされる。 
 
入力ファイル例を表 A2-1 に示す。 
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表 A2-1 フロントプログラム入力ファイル例 

 
# 
#  FOR Nestor input 
#  2002/1/13 
# 
#Fisrt Line must be commennt 
NFILES      10  
INITRAND    1001 
# 
# 
ELEMENT_NAME  5  I   C   NP   U   TH 
NUCLIDE_NAME  3  I-129   C-14   NP-237   U-233  TH-229 
LAYER         5  W   WZ   B   E   C 
STATUS        3  PRE MID AFT 
INVENTORY     Pras.data 
# 
# 
START_PARAM 
# 
   CONST_DI        FIX     1E-9 
   CONST_FF        FIX     1.0 
   CONST_ALPHA     FIX     0.1 
   CONST_MAXSOL    FIX     1E6 
# 
   CONST_RHO       FIX     2700. 
   CONST_RHO_ROCK  FIX     2700. 
# 
   CONST_ONE       FIX     1. 
   CONST_ZERO      FIX     0. 
   CONST_MAX       FIX     1.1E8 
# 
# 
   W_PRE_RHO    WORD  CONST_RHO 
   WZ_PRE_RHO   WORD  CONST_RHO 
   B_PRE_RHO    WORD  CONST_RHO 
   E_PRE_RHO    WORD  CONST_RHO 
   C_PRE_RHO    WORD  CONST_RHO_ROCK 
   W_MID_RHO    WORD  CONST_RHO 
   WZ_MID_RHO   WORD  CONST_RHO 
   B_MID_RHO    WORD  CONST_RHO 
   E_MID_RHO    WORD  CONST_RHO 
   C_MID_RHO    WORD  CONST_RHO_ROCK 
   W_AFT_RHO    WORD  CONST_RHO 
   WZ_AFT_RHO   WORD  CONST_RHO 
   B_AFT_RHO    WORD  CONST_RHO 
   E_AFT_RHO    WORD  CONST_RHO 
   C_AFT_RHO    WORD  CONST_RHO_ROCK 
# 
# INVENTORY ( group3 group4毎にファイル入力) 
# 0~1のサンプリング値から，各グループの廃棄物種類の選択を行う 
# 
   INVENTORY      LINEAR    0.    1. 
   CROSS_SECTION  LINEAR   20.  200. 
   WASTE_DENSITY  LINEAR   0.1  1.0 
   LEACH_RATE     LOG      1E-4 1E1 
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   W_CONTAMINANT_TIME      FIX    0 
# 
# 瞬時放出は，溶解時間 1年と同じ，重複しても可 
# 
# 
# 人工バリア材料構成#################################################### 
# 
#################################廃棄体およびコンクリートバリア 
# 
# コンクリートバリアの厚さ 
WZ_LENGTH    LINEAR  0.001   2 
WZ_MIN_WIDTH  FIX    0.5 
# 
#透水係数（m/s） 
W_PRE_KW     FIX    1.0E-5   
W_MID_KW     FIX    1.0E-5 
W_AFT_KW     FIX    1.0E-5 
#コンクリートバリアの透水係数は，廃棄体部分と同じ 
WZ_PRE_KW     FIX     1.0E-11   
WZ_MID_KW     LOG     1.0E-11  1.0E-5 
WZ_AFT_KW     WORD    WZ_MID_KW 
# 
# 
#空隙拡散係数 
W_PRE_DP     FIX   4.0E-9 
W_MID_DP     FIX   4.0E-9 
W_AFT_DP     FIX   4.0E-9 
#コンクリートバリアの透水係数は，廃棄体部分と同じ 
WZ_PRE_DP     FIX    1.3E-11 
WZ_MID_DP     LOG    1.3E-11   4.0E-9 
WZ_AFT_DP     WORD   WZ_MID_DP 
# 
#空隙率 
W_PRE_EPS    FIX      0.35 
W_MID_EPS    FIX      0.35 
W_AFT_EPS    FIX      0.35 
# 
WZ_PRE_EPS    FIX      0.15 
WZ_MID_EPS    LOG      0.15  0.35 
WZ_AFT_EPS    WORD     WZ_MID_EPS 
# 
######################################################## 緩衝材 
# 
B_LENGTH     LINEAR    0    4 
# 
B_MIN_WIDTH  FIX    0.7 
# 
#透水係数（m/s） 
B_PRE_KW     FIX    5.00E-13 
B_MID_KW     LOG    5.00E-13  1.00E-5 
B_AFT_KW     WORD   B_MID_KW 
# 
# 
#空隙拡散係数 
B_PRE_DP     FIX    2.5E-12 
B_MID_DP     LOG    2.5E-12  4.E-9 
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B_AFT_DP     WORD   B_MID_DP 
# 
#空隙率 
B_PRE_EPS    FIX      0.4 
B_MID_EPS    LINEAR   0.4  0.65 
B_AFT_EPS    WORD     B_MID_EPS 
# 
# 
#######################################################ゆるみ域 
# ゆるみ域の大きさは，直接，核種移行の形状モデルには含めない 
# 円筒モデルの解析解によるゆるみ域の地下水流量計算値をミキシングセル流量とする 
E_LENGTH     FIX   0.0 
E_KW_RATIO   FIX   1.0 
# 
#以下ダミー（プログラム内部で置き換え） 
E_PRE_KW     WORD  C_PRE_KW 
E_MID_KW     WORD  C_MID_KW 
E_AFT_KW     WORD  C_AFT_KW 
E_PRE_DP     WORD  C_PRE_DP 
E_MID_DP     WORD  C_MID_DP 
E_AFT_DP     WORD  C_AFT_DP 
E_PRE_EPS    WORD  C_PRE_EPS 
E_MID_EPS    WORD  C_MID_EPS 
E_AFT_EPS    WORD  C_AFT_EPS 
# 
#母岩特性############################################### 
# 
CHANNEL_LENGTH    LINEAR       50.     500.  
C_PRE_KW          LOG        1E-8    1E-5    
C_PRE_DP          FIX        1E-9 
C_PRE_EPS         LOG        0.01    0.5         
C_PRE_ALPHA       LOG        0.01    1  
# 
# 
C_MID_KW          WORD       C_PRE_KW 
C_MID_DP          WORD       C_PRE_DP 
C_MID_EPS         WORD       C_PRE_EPS 
C_MID_ALPHA       WORD       C_PRE_ALPHA 
C_AFT_KW          WORD       C_PRE_KW 
C_AFT_DP          WORD       C_PRE_DP 
C_AFT_EPS         WORD       C_PRE_EPS 
C_AFT_ALPHA       WORD       C_PRE_ALPHA 
# 
#その他，形状等に関する特性################################ 
# フォーメーションファクターは全て 1 
W_PRE_FF          FIX    1. 
W_MID_FF          FIX    1. 
W_AFT_FF          FIX    1. 
WZ_PRE_FF         FIX    1. 
WZ_MID_FF         FIX    1. 
WZ_AFT_FF         FIX    1. 
B_PRE_FF          FIX    1. 
B_MID_FF          FIX    1. 
B_AFT_FF          FIX    1. 
E_PRE_FF          FIX    1. 
E_MID_FF          FIX    1. 
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E_AFT_FF          FIX    1. 
C_PRE_FF          FIX    1. 
C_MID_FF          FIX    1. 
C_AFT_FF          FIX    1. 
# 分散長比率（人工バリア内部は全て 0.1） 
W_PRE_ALPHA       FIX    0.1 
W_MID_ALPHA       FIX    0.1 
W_AFT_ALPHA       FIX    0.1 
WZ_PRE_ALPHA       FIX    0.1 
WZ_MID_ALPHA       FIX    0.1 
WZ_AFT_ALPHA       FIX    0.1 
B_PRE_ALPHA       FIX    0.1 
B_MID_ALPHA       FIX    0.1 
B_AFT_ALPHA       FIX    0.1 
E_PRE_ALPHA       FIX    0.1 
E_MID_ALPHA       FIX    0.1 
E_AFT_ALPHA       FIX    0.1 
# 
# 
#核種移行特性############################################### 
# 
#分配係数(m3/kg) 
# 廃棄体初期値は，計算の入力データには出力されるが使用されない） 
W_PRE_SOR_I       LOG    1E-6   1E-3 
W_MID_SOR_I       WORD   W_PRE_SOR_I 
W_AFT_SOR_I       LOG    1E-6   1E-4 
WZ_PRE_SOR_I       WORD   W_PRE_SOR_I 
WZ_MID_SOR_I       WORD   W_MID_SOR_I 
WZ_AFT_SOR_I       WORD   W_AFT_SOR_I 
# 
W_PRE_SOR_C       LOG    0.001    1 
W_MID_SOR_C       WORD   W_PRE_SOR_C 
W_AFT_SOR_C       LOG    0.001    5      
WZ_PRE_SOR_C       WORD   W_PRE_SOR_C 
WZ_MID_SOR_C       WORD   W_MID_SOR_C 
WZ_AFT_SOR_C       WORD   W_AFT_SOR_C 
# 
W_PRE_SOR_NP      LOG    0.0001   5 
W_MID_SOR_NP      WORD   W_PRE_SOR_NP 
W_AFT_SOR_NP      LOG    0.0001   5 
WZ_PRE_SOR_NP      WORD   W_PRE_SOR_NP 
WZ_MID_SOR_NP      WORD   W_MID_SOR_NP 
WZ_AFT_SOR_NP      WORD   W_AFT_SOR_NP 
# 
W_PRE_SOR_U      LOG    0.0001   5 
W_MID_SOR_U      WORD   W_PRE_SOR_U 
W_AFT_SOR_U      LOG    0.0001   5 
WZ_PRE_SOR_U      WORD   W_PRE_SOR_U 
WZ_MID_SOR_U      WORD   W_MID_SOR_U 
WZ_AFT_SOR_U      WORD   W_AFT_SOR_U 
# 
W_PRE_SOR_TH      LOG    0.0001   5 
W_MID_SOR_TH      WORD   W_PRE_SOR_TH 
W_AFT_SOR_TH      LOG    0.0001   5 
WZ_PRE_SOR_TH      WORD   W_PRE_SOR_TH 
WZ_MID_SOR_TH      WORD   W_MID_SOR_TH 
WZ_AFT_SOR_TH      WORD   W_AFT_SOR_TH 
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# 
# 
B_PRE_SOR_I      FIX    0. 
B_MID_SOR_I      FIX    0. 
B_AFT_SOR_I      FIX    0. 
# 
B_PRE_SOR_C      FIX    0. 
B_MID_SOR_C      FIX    0. 
B_AFT_SOR_C      FIX    0. 
# 
B_PRE_SOR_NP     FIX    1. 
B_MID_SOR_NP     LOG    0.005    1 
B_AFT_SOR_NP     WORD   B_MID_SOR_NP 
# 
B_PRE_SOR_U     FIX    1. 
B_MID_SOR_U     LOG    0.0001  0.1 
B_AFT_SOR_U     WORD   B_MID_SOR_U 
# 
B_PRE_SOR_TH     FIX    1. 
B_MID_SOR_TH     LOG    0.0001   1 
B_AFT_SOR_TH     WORD   B_MID_SOR_TH  
# 
# 
# ゆるみ域の分配係数は，使用されない 
E_PRE_SOR_I      FIX    0. 
E_MID_SOR_I      FIX    0. 
E_AFT_SOR_I      FIX    0. 
E_PRE_SOR_C      FIX    0. 
E_MID_SOR_C      FIX    0. 
E_AFT_SOR_C      FIX    0. 
E_PRE_SOR_NP     FIX    0. 
E_MID_SOR_NP     FIX    0. 
E_AFT_SOR_NP     FIX    0. 
E_PRE_SOR_U      FIX    0. 
E_MID_SOR_U      FIX    0. 
E_AFT_SOR_U      FIX    0. 
E_PRE_SOR_TH     FIX    0. 
E_MID_SOR_TH     FIX    0. 
E_AFT_SOR_TH     FIX    0. 
# 
# 
C_PRE_SOR_I     FIX    0.0001 
C_MID_SOR_I     LOG    1E-6   0.001 
C_AFT_SOR_I     WORD   C_MID_SOR_I 
# 
C_PRE_SOR_C     FIX    1E-4 
C_MID_SOR_C     LOG    1E-6   1E0 
C_AFT_SOR_C     WORD   C_MID_SOR_C 
# 
C_PRE_SOR_NP    FIX    1. 
C_MID_SOR_NP    LOG    0.0001  5 
C_AFT_SOR_NP    WORD   C_MID_SOR_NP 
# 
C_PRE_SOR_U     FIX    1. 
C_MID_SOR_U     LOG    0.0001  5 
C_AFT_SOR_U     WORD   C_MID_SOR_U 
# 
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C_PRE_SOR_TH    FIX    1. 
C_MID_SOR_TH    LOG    0.0001  5 
C_AFT_SOR_TH    WORD   C_MID_SOR_TH 
# 
#溶解度(mol/l) 
#溶解度は全領域に同じ値を適用する（代表として緩衝材に値を設定） 
# 
#地球化学異常後の値は地球化学異常前の値と同じ 
B_PRE_SOL_I    FIX     1E3 
B_MID_SOL_I    FIX     1E3 
B_AFT_SOL_I    FIX     1E3 
W_PRE_SOL_I    WORD    B_PRE_SOL_I 
W_MID_SOL_I    WORD    B_MID_SOL_I 
W_AFT_SOL_I    WORD    B_AFT_SOL_I 
WZ_PRE_SOL_I   WORD    B_PRE_SOL_I 
WZ_MID_SOL_I   WORD    B_MID_SOL_I 
WZ_AFT_SOL_I   WORD    B_AFT_SOL_I 
E_PRE_SOL_I    WORD    B_PRE_SOL_I 
E_MID_SOL_I    WORD    B_MID_SOL_I 
E_AFT_SOL_I    WORD    B_AFT_SOL_I 
C_PRE_SOL_I    WORD    B_PRE_SOL_I 
C_MID_SOL_I    WORD    B_MID_SOL_I 
C_AFT_SOL_I    WORD    B_AFT_SOL_I 
# 
B_PRE_SOL_C    LOG     1E-5   1E3 
B_MID_SOL_C    LOG     7E-8   7E-5 
B_AFT_SOL_C    WORD    B_PRE_SOL_C 
# 
W_PRE_SOL_C    WORD    B_MID_SOL_C 
W_MID_SOL_C    WORD    B_MID_SOL_C 
W_AFT_SOL_C    WORD    B_PRE_SOL_C 
# 
WZ_PRE_SOL_C   WORD    B_MID_SOL_C 
WZ_MID_SOL_C   WORD    B_MID_SOL_C 
WZ_AFT_SOL_C   WORD    B_PRE_SOL_C 
# 
E_PRE_SOL_C    WORD    B_PRE_SOL_C 
E_MID_SOL_C    WORD    B_MID_SOL_C 
E_AFT_SOL_C    WORD    B_PRE_SOL_C 
# 
C_PRE_SOL_C    WORD    B_PRE_SOL_C 
C_MID_SOL_C    WORD    B_MID_SOL_C 
C_AFT_SOL_C    WORD    B_PRE_SOL_C 
# 
B_PRE_SOL_NP    LOG     6E-9  9E-8 
B_MID_SOL_NP    LOG     5E-9  2E-1 
B_AFT_SOL_NP    WORD    B_PRE_SOL_NP 
# 
W_PRE_SOL_NP    WORD    B_MID_SOL_NP 
W_MID_SOL_NP    WORD    B_MID_SOL_NP 
W_AFT_SOL_NP    WORD    B_PRE_SOL_NP 
# 
WZ_PRE_SOL_NP   WORD    B_MID_SOL_NP 
WZ_MID_SOL_NP   WORD    B_MID_SOL_NP 
WZ_AFT_SOL_NP   WORD    B_PRE_SOL_NP 
# 
E_PRE_SOL_NP    WORD    B_PRE_SOL_NP 
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E_MID_SOL_NP    WORD    B_MID_SOL_NP 
E_AFT_SOL_NP    WORD    B_PRE_SOL_NP 
# 
C_PRE_SOL_NP    WORD    B_PRE_SOL_NP 
C_MID_SOL_NP    WORD    B_MID_SOL_NP 
C_AFT_SOL_NP    WORD    B_PRE_SOL_NP 
# 
# 
B_PRE_SOL_U    LOG     1e-8  6e-8 
B_MID_SOL_U    LOG     1e-8  2.5e+1 
B_AFT_SOL_U    WORD    B_PRE_SOL_U 
# 
W_PRE_SOL_U    WORD    B_MID_SOL_U 
W_MID_SOL_U    WORD    B_MID_SOL_U 
W_AFT_SOL_U    WORD    B_PRE_SOL_U 
# 
WZ_PRE_SOL_U   WORD    B_MID_SOL_U 
WZ_MID_SOL_U   WORD    B_MID_SOL_U 
WZ_AFT_SOL_U   WORD    B_PRE_SOL_U 
# 
E_PRE_SOL_U    WORD    B_PRE_SOL_U 
E_MID_SOL_U    WORD    B_MID_SOL_U 
E_AFT_SOL_U    WORD    B_PRE_SOL_U 
# 
C_PRE_SOL_U    WORD    B_PRE_SOL_U 
C_MID_SOL_U    WORD    B_MID_SOL_U 
C_AFT_SOL_U    WORD    B_PRE_SOL_U 
# 
# 
B_PRE_SOL_TH    LOG     8e-10 3e-6 
B_MID_SOL_TH    LOG     6e-10 5e0 
B_AFT_SOL_TH    WORD    B_PRE_SOL_TH 
# 
W_PRE_SOL_TH    WORD    B_MID_SOL_TH 
W_MID_SOL_TH    WORD    B_MID_SOL_TH 
W_AFT_SOL_TH    WORD    B_PRE_SOL_TH 
# 
WZ_PRE_SOL_TH   WORD    B_MID_SOL_TH 
WZ_MID_SOL_TH   WORD    B_MID_SOL_TH 
WZ_AFT_SOL_TH   WORD    B_PRE_SOL_TH 
# 
E_PRE_SOL_TH    WORD    B_PRE_SOL_TH 
E_MID_SOL_TH    WORD    B_MID_SOL_TH 
E_AFT_SOL_TH    WORD    B_PRE_SOL_TH 
# 
C_PRE_SOL_TH    WORD    B_PRE_SOL_TH 
C_MID_SOL_TH    WORD    B_MID_SOL_TH 
C_AFT_SOL_TH    WORD    B_PRE_SOL_TH 
# 
# 
B_FILTER_KW          FIX     5E-12 
# 
#水理環境および水理変動########################################### 
# 
GRAD                          LOG    0.0044  0.23 
# 
# 
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#地球化学異常############################################### 
# 
# 廃棄体からの影響開始時刻（化学） 
#外部（コンクリート支保，外部廃棄体，等）からの影響開始時刻 
W_GA_START             FIX       0.00  
W_GA_DURING            LOG       1.E3   1.E6 
# 
WZ_GA_START            WORD      W_GA_START 
WZ_GA_DURING           WORD      W_GA_DURING 
# 
B_GA_START             LOG       1   1.0E8     
B_GA_DURING            FIX       1      1.0E8 
#  
E_GA_START             FIX       0.00 
E_GA_DURING            LOG       1.E2  1.E5 
# 
C_GA_START             LOG       1      1E8 
C_GA_DURING            FIX       1.E8 
# 
#領域の劣化（力学） 
#W_T_START             WORD      LOG     CONST_ONE   W_GA_DURING 
W_T_DURING            FIX       1.1E8 
WZ_T_START             WORD      LOG     CONST_ONE   W_GA_DURING 
WZ_T_DURING            FIX       1.1E8 
# 
B_T_START              LOG       1.00        1.0E8 
B_T_DURING             FIX       1.200E+08 
# 
#劣化終了後は劣化中に同じ，（計算では使用されない） 
# 
#生物圏パラメータ 
# 
DF_I129      LOG      1e-16   1e-13 
DF_C14       LOG      5e-17   5e-14 
DF_NP237     LOG      1e-15   1e-12 
DF_U233      LOG      5e-16   5e-13 
DF_TH229     LOG      5e-14   5e-11 
# 
END_PARAM 
# 
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(2) エンドプログラム 
 
 エンドプログラムは，複数ケースの Nestor の出力結果とフロントプログラムが作成

した入力値のデータベースを読み込み，ムービングバンド解析パッケージへデータを

入力するための素データをテキストファイルとして出力するためのプログラムである。

エンドプログラムは，２つのデータベース（テキストファイル）を出力する。 
 
 ① 各ケースの被ばく線量の最大値データベース 
 ② ①に対応する入力パラメータ値 
 
プログラム内部で，数値的な処理は行われない。そのため，被ばく線量の最大値は，

Nestor の出力ファイルの実際の最大値がデータベースに出力される。ただし，核種毎

の線量計算結果の総和は，このプログラム内部で実施される。 
 
 また，何らかの原因により，Nestor の計算が実施されなかった場合には，そのケー

ス名が，インフォメーションファイル（XXX.info）に出力される。 
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ムービングバンド法による感度分析結果 
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化学物質移行解析結果 
 









































































 

 

JNC TJ8400 2002-056 
 
 
 
 

添付 5 
 

 

 

対象廃棄体に対する接近シナリオの評価 
 
 



 

 付-5(399) 

JNC TJ8400 2002-056 

添付５ 対象廃棄体に対する接近シナリオの評価 

 

1. 目的 

本研究では，対象とする廃棄体に対して核種移行解析を実施し，人工バリア及び

天然バリアの十分条件を抽出した。しかしながら，当該廃棄物の余裕深度処分への

適合性を判断するためには，地下水移行シナリオだけでなく，接近シナリオについ

ても検討しておく必要がある。よってここでは，接近シナリオのうち，ボーリング

コアシナリオに対して評価を行い，その線量の大きさを確認した。 

 

2. 評価シナリオおよびパラメータ 

本検討では，廃棄体を貫通したボーリングのコアによる観察者の被ばくを評価す

る。被ばく経路としては，コアからの外部被ばく，コアからのダストの吸入被ばく

及びコアを触れた手からの経口摂取による被ばくの３つの経路考慮する。また，本

検討で使用したパラメータは，表 A5-1 に示すとおりである。 

 

3. 評価結果 

評価結果を図 A5-1 に示す。これより，管理期間を３００年とすると，対象となる

全ての廃棄体において，ICRP Pub. 81 (ICRP, 1998) における介入レベルである 10

～100mSv/y より小さくなることが解る。これより，接近シナリオの観点からは，

本検討の対象廃棄体は全て余裕深度処分が可能と考えられる。 

 

 

【参考文献】 

ICRP: Radiation Protection Recommendations as Applied to the Disposal of Long-lived 

Solid Radioactive Waste, ICRP Publication Volume 28 No.4, Pergamon Press, Oxford 

(1998) 
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表 A5-1 本検討で使用したパラメータ 

被ばく経路 パラメータ 単位 値 備考 

希釈係数 － １ 考慮しない 

被ばく時間 h 10 
0.013（工/m）×7（h/工）×1（m）×5 

=0.455 に対して十分な裕度を考慮 

共通 

コア径 mm 50 全国標準積算資料*1 

コア長 m 1 NAGRA 85-08*2 

コア密度 g/cm3 2.5 廃棄体密度 

コア表面からの距離 m 0.5 NAGRA 85-08*2, JNC TN1400 99-023*3 
外部 

外部被ばく換算係数 
(Sv/h) 

／(Bq/g)
核種毎  

ダスト濃度 g/m3 1E-4 
IAEA TECDOC-401*4, 環境基準（大気汚

染防止法） 吸入 

呼吸率 m3/h 1.2 ICRP Pub.23*5 

経口 摂取率 mg/h 10 
2cm2/h×0.1mm×0.5g/cm3 = 10mg/h 

CEA/SERGD No.92/22*6 

*1 全国地質調査業協会連合会 : 全国標準積算資料土質調査・地質調査. (1994) 

*2 NAGRA : Project Gewahr, Endlager fur schwach- und mittelaktive abfalle : Sicherheitsbericht. 

Nagra Gewahr Ber. NGB 85-08 Nagra, Wettingen. (1985) 

*3 核燃料サイクル開発機構：わが国における高レベル放射性廃棄物地層処分の技術的信頼性-地

層処分研究開発第２次取りまとめ- 分冊３地層処分システムの安全評価, JNC TN1400 99-023 

*4 IAEA : Exemption of Radiation Sources and Practices from Regulatory Control, IAEA 

TECDOC-401. (1987) 

*5 ICRP : Reference Man: Anatomical Physiological and Metabolic Characteristics, ICRP 

Publication 23, Pergamon Press, Oxford (1975). 

*6 Guetat, J.M. Asselineau, Renaud : Contribution Technique a la Definition des 

Seuils Dautorisation pour L’evacuation Sans Condition Des Dechets Solids et Des 

Dechets Liquides Conditiones, CEA SERGD/92/22 (1992) 
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1E-04
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1E-02

1E-01

1E+00

1E+01

1E+02

1E+03

1E+1 1E+2 1E+3 1E+4 1E+5

基準年からの経過時刻 (y)

ボ
ー

リ
ン

グ
コ

ア
観

察
に

よ
る

被
ば

く
 (
m

S
v/

y)
アスファルト固化体（ＬＡ系） アスファルト固化体（ＭＡ系） スラリー固化体（ＬＡ系）

スラリー固化体（ＭＡ系） 硝酸塩固化体（ＬＡ系） 硝酸塩固化体（ＭＡ系）

プラスチック固化体

被ばく時間10h、吸入1E-4g/m3、1.2m3/h、経口10mg/h

ICRP Pub.81において示唆されている
介入が正当化できそうもない一般的な参考レベル

ICRP Pub.81において示唆されている
これを超えると介入は正当化されるべきであるという一般的な参考レベル

管理期間を300年と想定した場合の
管理が解除される時刻

 
図Ａ5-1 ボーリングコア観察に伴う被ばく（外部＋吸入＋経口） 




